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序章問題の所在
CSR (Corporate Social Responsibility)は，企業が利益活動を超えて社会に貢献す
ることと一般的に理解されている。 CSRとしづ言葉が広まるにつれて，各方面では
CSRを積極的に推進するための議論が行われるようになった。CSRを肯定的に見る見
方が多い中，それを積極的に評価することについては，いささか疑問も残る。景気の
良し悪しに関係なく，企業が利益活動を超えて社会に貢献することが，本当に社会全
体のためになるのか。この点を慎重に検討する必要があるように思われる。木博士学
位請求論文(以下，本稿)では， CSRという概念を様々な視点から検討することに重
点をおいている。その狙いは，多くの論者が自明の理と考えている CSRの見方に，批
判を加えることである。やや結論らしきことをあらかじめ指摘しておくと，本稿では，
CSRは景気後退期になれば，社会に期待されるほどの利益をもたらしていないという
点を，明らかにしようと思う。具体的に言えば，景気後退期の CSRは次の二つの問題
を生み出すことになる。
一つは， CSRによって，公共領域の課題解決が遅延する可能性があるということで
ある。 CSRを本格化すれば，政府は企業に公共領域の課題解決を期待する。一方，企
業はCSRを実施することによって，本来は政府がやるべき問題の解決に責任があると
考えるようになる。日本経済が後退局面に入 vり，それが長期化すると，企業は利益を
確保する以外の仕事に自社の経営資源を使う余裕は少なくなる。その結果，企業はCSR
を標梼しながら，実際には社会問題の解決を担っているという意識は低下する。そう
なれば，政府は対策が遅れ，社会問題の解決は遅延することになりかねない。
もう一つの問題は， CSRによって企業の競争力が低下し，税や雇用を生み出す機会
が少なくなるということである。 CSRの実践には，少なからずコストが必要となる。
CSRを標楊している企業は，景気が後退する局面にあっても，利益を確保する以外の
仕事に自社の経営資源を使わなければならなくなる。その結果，ー企業の競争力は低下
し，税や雇用を生み出す役割も果たしにくくなるのである。
このように，企業は CSRによって，社会の課題解決と自社の利益追求の両方を意識
する必要が出てくる。その結果，公共の課題解決は遅延する可能性が生じ，また，税
や雇用を生み出す機能も低下することにもなりかねない。かかる二つの懸念をもたら
す CSRの推進には懐疑的であるというのが，本稿の立場である。企業は利益追求のた
めの経営戦略を練る。政府は税収を原資として雇用などの課題解決に努め，さらに企
業の利益追求を支援するための産業政策を策定する。 CSRによってあいまいとなった
政府と企業の責任領域を明確にし，両者のあり方を本来の関係に戻す。これが，産業
力の低迷に直面している日本の喫緊な課題である。本稿の内容を要約すれば以上につ
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きる。そして，これが本稿の主たる理論的な主張である。
上記の主張にくわえて，序章では， CSRに関する先行研究を検討する。多くの CSR
の先行研究は，問題をはらんでいると思わオもる。管見の限りでは，先行研究のほとん
どは，最初から CSRは良いものであり，そオUをいかにして社会に広めるかという視点
に立っている。本稿は，まずその研究姿勢を否定する。本稿では， CSRは良いものだ
としづ価値観から一旦離れる。本稿は， CSRをめぐる現象を客観的に観察しながら，
CSRが社会にどのような影響を与えているのかという姿勢で，研究を進めることに努
める。
なお以下に検討を加える CSRの先行研究の範時には，法令遵守の概念は含めない。
詳細は第一章ならびに第二章で論ずるが，法令遵守と CSRは別のものであるからであ
る。 CSRを研究する文献の中には，法令道守を CSRに含めて扱っているものも多い。
本稿では，法令遵守と CSRは明確に切り分ける。 CSRとは，法令遵守を超えた企業
の自主性に基づく行動を意味するという理解を，議論の出発点とする。
CSRの先行研究は膨大にあるが，序章では，諸論で述べられている CSRの内容を，
企業が業務内で実施することと，業務外で実施することとに分ける。さらに，それら
が利益を生む行為であるか，または利益を生まない行為であるかという点でも分類を
行う。
図表序-1 CSR先行研究の整理
業務内 業務外
利益を生む 社会課題解決ビジネス (該当概念なし)
利益を生まない 企業の公共性 社会貢献活動
出典:筆者作成。
このような分類を行い，先行研究の諸論を図表序-1に整理すると， CSRは三つに
類型化することができる。一つ目の類型は，企業の業務内で実施され，かっ利益を生
む行為を領域とするものである。この類型を本稿では， r社会課題解決ビジネスJと呼
ぶ。具体的には，社会の課題解決となる要素を業務内に取り入れ，利益を生むビジネ
スとして CSRを実践するという趣旨である。「社会課題解決ビジネス」の事例として
は， トヨタ自動車の環境に配慮、した車であるプリワスが頻繁にあげられている。先行
研究の中でも r社会課題解決ビジネス」を CSRとして論ずる研究は実に多い。それ
らの研究では， CSRは利益に直結するものである，ビジネスを行いながら社会の課題
を解決することが CSRである，利益になるのであるから CSRを積極的に自社の経営
戦略に取り入れるべきであるといった文脈で， CSRが語られている。著名な経営学者
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であるマイケル・ポーターも， CSRはビ、ジネスチャンスであり，有意義な事業活動の
手法になるとしている(ポーター， 2008: p.38)。
しかし，筆者はかかる議論に満足しない。「社会課題解決ビジネス」を CSRとして
解釈する場合，次のような反論が出てくる。すなわち，ビジネスになるのであれば，
それはビジネスに他ならないということである。ビジネスになる要素を， CSRという
別の用語を使って説明する必然性はない。 CSRを持ち出すまでもなく，企業から提供
される製品やサービスは，何らかの形で社会の課題解決に役立っている。社会に役立
っているからこそ，ビジネスとして成立する。社会に役立たないビジネスは，市場の
なかで淘汰されるのである。プリウスは，今やトヨタ自動車のヒット商品であり，同
社の主軸事業である。各国政府の環境政策の動向と，消費者の環境への関心の変化を
トヨタ自動車は先読みしていた。ゆえにプリウスはヒット商品となったのである。プ
リワスの事例は， CSRの成功例としてではなくマーケティングの成功例として引用さ
れるべきであろう。「社会課題解決ビジネスJをCSRの範轄としたうえで， CSRは企
業にとっても社会にとっても有益なものであるとする学説は多い。しかし，これはCSR
とビジネスとの論旨のすり替えに過ぎず，本稿としては支持することはできない。「社
会課題解決ビジネス」で語られていることと， CSRとは別のものであることを明確に
しておきたい。
図表序-1の中で，企業の業務外で利益を生むという概念は存在しえないため，こ
の欄は「該当概念なし」とする。続く二つ目の類型は，企業の業務内で実施され，か
っ利益を生まない領域である。この類型を本稿では， r企業の公共性」と呼ぶ。具体的
には，利益を生まない要素を業務内に取り入れ， CSRの名の下に，公共領域の課題を
解決するというものである。利益を生まなくとも自社の業務内にそれらの要素を取り
入れる点が，一つ目の類型である「社会課題解決ビジネスJとの相違である。先行研
究では企業の公共性Jを政府の限界と関連づけて論ずるものが多い。すなわち，社
会の課題は，本来は政府が解決すべきことであるが，課題の増加にともない政府の対
応能力に限界が出てきた，そこで企業が公共政策の一端を担うことを求められるよう
になったとし寸文脈である。企業がビジネスにならずとも自社の業務で公共政策の実
施を担うというのは，従来にはなかった概念で、ある。 CSRという新しい言葉は，新し
い概念を指し示すものでなければなるまい。なぜならば，先にもふれたように，既に
存在する概念をCSRという別の言葉で説明する必然性はなし、からである。この観点よ
り，本稿では， CSRとは「企業の公共性Jという新しい概念を指し示す言葉であると
理解をする。あらためて定義をすれば企業の公共性」とは「企業が利益を生まない
要素を自社の業務内に取り入れて，社会の課題を解決すること」であり，これが CSR
である。つまり CSRを研究する上での要諦は， r企業の公共性」とし寸概念に問題が
潜んでいないかという点に求められる。
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官頭にも示したように， CSRの推進には懸念があるというのが本稿の立場である。
企業はCSRによって，社会の課題解決と自社の利益確保の両方を意識する必要性に迫
られる。その結果，社会課題の解決は遅延し，税や雇用を生み出す機能も低下させて
しまう可能性がある。詳細は第三章ならびに第四章でふれるが， CSRに期待をした結
果，社会の課題解決に遅延を来した例や， CSRが足かせとなって，企業が利益確保に
全経営資源を投入できていない例が，実際に近年の日本でも出てきている。したがっ
て， ["企業の公共性Jを積極的に支持し，企業が政府にかわって公共政策の一端を担う
ことをよしとする先行研究に対して，本稿は否定的な立場をとる。
なお「企業の公共性」を定義する上で「企業が利益を生まない要素を自社の業務内
に取り入れて」としたが，何を基準にして「利益を生むJ["生まない」と判断するのか
があいまいであるとの反論が可能である。一見，当該の事業自体では利益を生まない
と思われることで、あっても，社会の課題解決のためにそれを業務内に取り入れること
によって自社の評判が上がり，結果的には利益となって還ってくる可能性もあるから
である。この点については，たしかに企業の行動は最終的には何らかの形で自社の評
判につながっていると解釈することは可能である。しかし，当該の行為が自社の評判
につながっているからと言って，それが必ず利益を生むことになるとも限らない。も
し当該の事業を実施することよって評判が向上し，それが利益の獲得につながるとい
う明確な因果関係が前もって見出される場合は，当該事業は，先の分類で示した一つ
目の類型である「社会課題解決ピジネスJとなる。一方，利益の獲得につながるとい
う明確な因果関係が前もって見出されなくとも，それを実施するとした場合は，当該
事業は二つ目の類型である「企業の公共性」に分類することが出来るであろう。すな
わち「利益を生むJ["生まない」の判断は，当該事業を実施する企業が，あらかじめ利
益獲得への因果関係を見出しているか否かが基準となるのである。
続いて三つ目の類型は，企業の業務外で実施され，直接的な利益を生むこともない，
一般的に「社会貢献活動Jと呼称されている領域である。この「社会貢献活動」をも
CSRの範曙として扱っている先行研究は多い。本稿は，この点についても疑問を呈し
たい。企業による「社会貢献活動」は，近年のCSRに関する議論がなされるようにな
る前から，すでに実践されていた。以前より，ボランティアやフイランソロビーとい
った言葉で言い表されることもあったように，企業の社会貢献活動は，最近になって
始まったことではない。すでに実践されている活動に対して， CSRという新しい呼称
を与える必然性はない。 CSRという新しい言葉は，従来にはなかった新しい活動や考
え方を指し示す時に限って使用されるべきである。本稿では， ["社会貢献活動」と CSR
は別の概念であり，以前よりすでに実践されていた「社会貢献活動」をCSRと呼び変
えても意味はないということを明らかにしておきたい。
これまでに見てきたことより， CSRについて次の諸論点が得られる。 CSRの先行研
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究で語られている内容は社会課題解決ビジネスJ，["企業の公共性j，["社会貢献活動」
の三つに分類することができる。「社会課題解決ビジネスJと「社会貢献活動」は，
CSRではない。 CSRとは企業の業務内で実施されかっ，利益を生まない行為であ
る「企業の公共性Jを意味する。
利益を追求する企業経営に「企業の公共性」というあい反する概念を組み込むこと
により，企業は社会の課題解決と自社の利益追求といった二つの面を意識する必要性
に迫られる。景気の低迷が続く現在の日本で「企業の公共性」を追求すれば，社会の
課題解決は遅延する可能性があり，税や雇用を生み出す力も低下していくことにもな
りかねない。かような問題が伏在する CSRは，社会に期待するほどの利益をもたらす
概念ではないというのが本稿の結論となる。 CSRの先行研究は膨大にある。その多く
がCSRは社会にとって有益なものであるので，積極的に推進することが必要であると
している。しかし本稿は，景気後退期の CSRに疑問を呈するものである。
かかる視点に立つ本稿は，玉章から構成されている。第一章では， CSRの議論が日
本に出てきた背景を整理する。日本の CSRは， 2000年前後に頻発した日本企業によ
る不祥事の反省から出てきたので、はない。日本の CSRは，日本企業の海外への進出に
ともない，企業の利害関係者が国内のみならず海外へも広がったということと， 日本
の企業間で行われてきた株式の持ち合いがバブル経済の崩壊とともにくずれ，外国人
機関投資家が日本企業の株式を保有するようになったことという，二つの大きな産業
構造の変化により生じていることを論ずる。第二章では，パロマ社の起こした一酸化
炭素中毒事故の事例分析を通じて，法令遵守と CSRは別のものであることを論ずる。
また人命にかかわる事故の防止には， CSRのような企業の自主的な意志に期待をする
ことは危険であり，政府による監視や法律による規定が必要であることを指摘する。
第三章では，ジョブ・カード政策とセーフティーネット政策というこつの雇用政策の
成否を観察する。二つの政策を観察することによって，社会の課題解決は CSRに委ね
るのではなく，政府主導による政策の遂行が有益であることを示す。また CSRに期待
を寄せると，政府が社会の課題を解決する適切な時期を逃し，結果として課題の解決
が遅延する可能性があることを指摘する。この点は序章で指摘したように， CSRによ
って公共領域の課題解決が遅延する可能性があるとし、う懸念を裏付けることとなる。
第四章では，景気が後退する中での雇用政策について，企業ならびに政府から表明さ
れている方針を確認する。この観察を通じて， CSRの名の下に企業が雇用確保を優先
するべきか，あるいは利益確保に主眼を置くべきかといった点を考察する。この点は，
CSRによって企業の競争力が低下し，税や雇用を生み出す力も後退していくことにも
なりかねないという懸念を裏付けることとなる。第五章では，今後の政府と企業の関
係について検討する。この点、に関して知見を得るために，内閣府と経済産業省で開催
されている会議の内容を確認する。今後の政府と企業の位置づけについて，内閣府は，
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企業には社会的な責任があるとして，営利活動を部分的に犠牲にしてでも企業に CSR
の一環として公共領域への貢献を求めている。一方，経済産業省は，企業の利益追求
が現在の最優先事項であり，産業力の強化が日本経済の再生につながるとしている。
このようにCSRは，政権内での方針の不一致さえも招く概念であり，その推進には課
題があるという見解をあらためて提示する。この点は，先に掲げたようにCSRによっ
て政府と企業の責任領域があいまいとなるという懸念を裏付けることにもなる。
このように本稿は， ["企業の公共性」に批判的な立場をとる。景気後退期のCSRは，
社会に利益をもたらすものではないとして，CSRを肯定する先行研究へ一石を投じる。
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第一章 CSRの出現背景と議論の現状
はじめに
本章は， 日本でCSR(Corporate Social Responsibility)をめぐる議論が出てきた
背景仁議論の現状について整理を行うことを目的としている。 2003年を境にして，
CSRの議論が日本でも始まった。 CSRが出現する契機となったのは2000年前後に多
発した日本企業の不祥事によるとする意見がある一方で，不祥事に対する反省から
CSRが出てきたので、はないとする見方もある。過去，日本の企業は多くの不祥事を起
こしてきた。 1970年代には企業による公害が大きな社会問題にもなった。ところが，
当時は現在のような CSRに関する大きな議論は起きなかった。なぜ CSRが2003年
を境にして急に出てくるようになったのか。これには大きく二つの理由がある。一つ
は， 日本企業の海外への進出にともない，企業の利害関係者が圏内のみならず海外へ
も広がったことである。もう一つは，長年， 日本の企業間で行われてきた株式の持ち
合いがバブノレ経済の崩壊とともにくずれ，外国人機関投資家が日本企業の株式を保有
するようになったためである。これら二つの産業構造の変化により， 日本の産業界で
CSRが急に意識されるようになった。
議論が始まって間もない日本の CSRは，さまざまな意味で扱われており，内容が定
まっているとは言いにくい。 CSRという言葉の中では，法令遵守，企業倫理，社会貢
献などといった全く別の概念が混在して扱われており 議論が拡散しているという印
象を受ける。中でも， 日本の主要な経済団体や CSRを研究している論者の多くが，
CSRの基本となるのは法令遵守であると捉えている。ところが，法令遵守を CSRと
して扱うことに疑問を感じさせる事件が， 2006年の夏に発生した。ガス器具メーカで
あるパロマ社の事件がそれである。パロマは，自社製品により 21名もの死亡者が出て
いることを承知の上で，自社の行動は何ら法を犯すものではないとの認識のもと，事
故の防止策を取らなかった。現在の CSRに関する議論と，パロマの事件をすり合わせ
て考えると，法令遵守がCSRの基盤になるというのは，全くの誤りであることが分か
る。 CSRから法令遵守の概念を切り離した上で， CSRとは企業が利益活動を超えて社
会に貢献すること，すなわち企業の自主的な倫理観を意味するのだという点を，本章
の結論として提示する。
ただ、し，企業が利益活動を超えて社会に貢献すること自体が，社会にとって有益な
概念であるとは限らない。 CSRの議論の範轄では，企業の倫理が重視され，企業が利
益活動を超えて社会に貢献することが議論の方向性としては正しいとしても， CSR自
体が社会全体から見た場合には，時に有益な概念とはならないこともある。つまり CSR
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が，状況によっては社会に合成の誤謬を起こしているということである。この点につ
いての論考は，他の章にて展開をする。
第一節 目本における CSRの出現背景
近年， CSRに関する議論が積極的に行われている。議論が活発化した 2003年を
rCSR元年」と呼ぶ論者もいる 10CSRに関する社会や企業の関心は依然として高い。
その点は，東洋経済新報社の報告によっても確認することができる。同社が 2005年2
月から 3月にかけて行った CSR調査は，日本の上場全企業3，729社と，主要な未上場
企業70社を対象に実施したものである2。それによれば，、 CSR担当役員を置いている
企業，あるいは，それを置くことを予定している企業は，あわせて全体の 43.8%にな
った。また CSRを自社の方針として文書化している企業は，作成予定の企業も含めて
42.4%にのぼっている30
さらに報道各社の手によって作られた別の資料でも， CSRへの関心の高さを確認す
ることが可能である。 2004年から 2006年にかけ報道機関は， rCSR企業ランキングJ
を公表してきた。これは，調査時点で、の日本企業の rCSRへの取り組み具合」を測定
したランク付けである。 CSRに関する企業の「成熟度合い」を反映したデータである
とも言えよう七これら報道機関や上場企業等による CSRに対する関心の高まりに比
例するように， CSRに関する文献の発表数も 2000年代に入ってから急増する傾向に
ある。図表 1-1は， CSRをテーマに執筆された論文や記事の発行数を示したもので
ある。図表 1-1を見れば， 2001年以降にそれら文献の発行数が急増していることが
理解できる。
1 たとえば伊吹 (2005)や犬飼 (2006)は， CSRに関する議論が日本で2003年を境に急進したことを
受けて， 2003年を日本における rCSR元年」としている。
2東洋経済新報社の実施した同調査内容は， WCSR 企業総覧 2006~ というデータブックにまとめられ発
行されている。とのデータブックの斬新なところは，企業にとって回答しづらいと恩われる質問を設定し，
企業の回答状況をそのまま公開していることであろう。質問に対して無回答であった場合は，空欄にされ
ている。設定された質問の例としては，年度における離職者数，新卒入社者の三年後の定着率，管理職数
に対する女性社員比率，月の平均残業時間と支払われた残業手当額，育児休暇等を実際に取得した人数な
どである。有価証券報告書に記載されている項目以外についても，このような形で企業組織内部の情報公
聞が促進される意義は，個人的には大きいと考える。なお，回答を提出した企業は 749社であり，回答
率は約 20%である。
3その他としては， rCSRJ というキーワードはつかないものの，次の項目において企業の取り組み度合
いが高いことがうかがえる。「環境担当役員の有無:ある 69.9%(設置予定含む)J， r倫理行動規定・規則・
マニュアノレの有無:ある 80.2%J，i法令順守に関する専任部署の有無:ある 75.4%J。
4週刊ダイヤモンド誌2004/12/18号においてi2004年度版企業高感度 140社ランキングJ，同 2005/12/17
号では r2005年度版企業高感度 140社ランキングJ，日経ビジネス誌 200417/26号において rCSRラン
キングベスト 100社J，同 2005/8/22号では rCSR2005ランキングJ，週刊東洋経済誌2006/1128号にお
いて「第 1回CSR総合ランキングベスト 100Jなどのランキングがすでに発表されている。
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図表 1-1r企業の社会的責任」に関わる雑誌論文記事数の推移 (1961 年~2004 年)
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出典:堀越 (2006: p.63) のデータをもとに筆者が作成50
すでに触れてきたように，日本では2000年代に入って CSRが問題視されるように
なった。議論が活発化したのも，この頃のことである。なぜ，そうなったのか。 この
点に関しては， 2000年前後における日本企業による不祥事の多発を理由にあげる意見
がある。
企業を社会との広範なポースペクティブと関連性のなかでとらえていこう
論 (TheRelationship of Business to Society / 
Business and Society Relationship)が，日本では，バプツレ経済崩壊後の景
気後退期の 1990年代後半から，企業経営政策上の重要な課題となってきた
のである。このような「企業と社会J論が企業経営活動にとって不可欠の
要素となってきた背景には，日本の大手証券・金融機関をはじめとする大
企業におけるさまざまな反社会的・反倫理的な企業不祥事が頻発し，企業
の社会的責任論や企業の社会的役割があらためて問い直され，さらに，包
括的に企業と社会との関係を多様な社会環境主体の視点から再検討しよう
とする動きがでてきたことに起因していると思われる(松野， 2006: p.4)。
「企業と社会」とする，
上述のとおり，松野は 1990年代後半から発生した大企業のさまざまな反社会的で，
反倫理的な不祥事により， CSRがあらためて間われることになったと論じている。
5堀越は，国立国会図書館雑誌記事検索を活用し， CSRに関する雑誌論文記事の発表数推移をデータと
して整理している。堀越によれば，設定したキーワードは「社会的責任J・「企業の社会的責任」・ I社会貢
献j・「経営者の社会的責任」・「企業倫理j・rCSRJである。堀越の作成したデータは， 1948年から 2004
年までであり，各キーワードの記事数を一覧表にまとめたものである。本稿においては，雑誌論文記事発
表数の推移を視的に把握しやすいように，期間を 1961年から 2004年までとし3 堀越のデータを基礎に
筆者がグラフとして作成した。なお雑誌記事検索のホームページアドレスは次である。(国立国会図書館
雑誌記事検索http://opac.n乱 go.jp)。
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方，現在の CSRの展開は， 2000年前後に発生した企業不祥事によるものではないと
する見方もある。
2003年は CSR元年と呼ばれ，その後はまさに CSRブームと呼べる状況に
ある。このブームは 2000年前後の不祥事が背景にあると言う人がいるが，
そうではない。そうならば， 90年代初めにも半ばにも不祥事が多発してい
たにもかかわらず，なぜCSRのブームが起こらなかったのか。今回の CSR
の議論は必ずしも圏内の市場社会からわき上がったものではなく，グロー
パルレベルにおける潮流，プレッシャーが引き金となっている(谷本，
2006a : p.40)。
谷本は，昨今の CSRの議論が活発化し出したのは， 2000年前後に日本で多発した
企業不祥事が原因ではないと説明している。たしかに谷本の指摘のように，企業によ
る不祥事は日本において過去何度も発生している。 1970年代には企業による公害が社
会問題化し， CSRを論じる潮流もあった。しかし図表 1-1も示すとおり， 1970年代
半ばにおいては， CSRに関する文献数は 1960年代や 1980年代と比較すると多いも
のの， 2000年以降のような急激な伸びは示していない。現在のように CSRの議論が
活発化したのは，企業不祥事を直接的な原因とはしていないとする谷本の主張は，一
定の理解を得られるものと思われる。では，現在の CSRに関する議論は，何に起因し
ているのであろうか。谷本が指摘している「グローパルレベルにおける潮流，プレッ
シャーが引き金となっているJとはどういう現象を指すのであろうか。
谷本や犬飼は， CSRが積極的に議論されている現在の展開は rマルチ・ステーク
ホルダーの認識」と「株式持ち合いの解消による外国人投資家の台頭」によるとして
いる。犬飼によれば， 1990年代に製造業を中心とする日本企業がさらなる海外進出を
行った結果，利害関係者と一般に邦訳されるステークホルダー (Stakeholder)の存
在が，日本圏内のみならず世界中に広がっていった，それゆえ 2000年以降に CSRを
積極的に考える企業が日本に出現したとして以下のように説明する。
日本の企業でも，特に製造業では，企業グルーフ。全体の売上高に占める海
外現地法人の比率が，ほぼ一貫して上昇し， 10年前の二倍以上となってい
る。日本企業の現地法人の数は，現在 2万社を超え，その半数以上がアジ
アの発展途上国にある。企業活動の停止や破たん，あるいは経営者の逮捕，
株式の上場廃止などは，株式を保有する機関投資家のみならず，融資先の
銀行，社債の保有者，仕入れ先などの債権の保有者，その他の取引関係先，
グループの従業員，グループ。企業の存在する地域コミュニティの構成員な
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ど，マノレチ・ステークホルダーと呼ばれる世界中に散らばる関係者に多大
な影響を及ぼす。わが国の企業グループの多くは， 2000年以降現在まで，
そのことを真撃に学びつつある(犬飼， 2006: p.37)。
たしかに，日本企業は 1990年代から 2000年代にかけて，海外への進出を加速させ
ていった6。その結果，企業との利害を共有する存在が，日本国内のみならず世界中へ
と広がっていった。それゆえに， 日本の企業では世界中に存在するステークホルダー
との対話に備えて， CSRが検討し始められたという説明は理解ができる。
次に，二つ目の理由である「株式持ち合いの解消による外国人投資家の台頭」とは，
どのような現象を指しているのか。谷本によれば， 日本の企業が発行する株式は，戦
後の財閥解体により一旦は市場に放出された。しかし 1964年の日本の OECD加盟を
契機にして，市場に放出されていた株式はふたたび回収されることとなった。そして
それら回収された株式を，金融機関や事業法人が相互に持ち合うことによって，日本
特有の「安定株主工作」が出来上がっていったと説明している。以下の谷本の整理は，
戦後の日本企業における株主安定化のシナリオを端的に示している。
1945年，発行済み株式の 42%が流動化し，個人株主の持ち株比率は 69.1%
に達した。しかしその後，その多くの株は旧財閥系の企業が少しずつ持ち
合う形で所有されていったのである。そしてその状況を大きく加速させた
のは 60年代半ば以降である。個人の持株比率は大幅に低下してゆき， 60 
年代後半からは株式所有の法人化が進んでいく。その大きな契機は， 1964 
年， 日本の OECDへの加盟である。その当時日本は高度成長期に入ってい
たとはいえアメリカがくしゃみをすれば日本は風邪をひく」と言われた
ように，アメリカの経済力は圧倒的であり，日本経済の依存度も高かった。
資本が自由化されれば， 日本企業は乗っ取られる可能性が高いという危機
感の下，積極的な防衛策がとられたのである。日本の企業が選択Lた道は，
企業関で株式を相互に持ち合い，外部からの買収を回避するという「安定
株主工作Jで、あった(谷本， 2006a: p.16)。
谷本の説明によれば， 1960年代以降に日本企業の株式は企業間で持ち合うことが常
態化されていき，株主はいわゆる「安定株主」化されていった7。このような構造のも
6経済産業省の調査によれば， 2004年第一四半期 (4-6月期)時点における日本企業の海外現地法人数
は， 3，582社である。このうち， 51.3%の法人は 1991年以降に設立されている。なお同調査で定義され
ている海外現地法人には，次の条件が付加されている。①製造業であること，②従業員が 50人以上であ
ること，③日本企業の出資比率が 50%以上であること。経済産業省 (2004)に詳細が整理されている。
7 1970年代から 80年代にかけて，企業聞における株式の相互持合いはさらに強化された。旧財閥系の企
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とでは，企業は株主に特別の配慮をする必要もなく，また影響力を持つ機関投資家が
存在するわけでもなかった。企業は自社の営利を伸ばすための経営に専念することが
できた(谷本， 2006a: p.18)。
しかしこのような状況は 1990年代初頭の，いわゆるパブソレ経済の崩壊によって，
一変することとなる。金融機関は，自らがつくった不良債権を処理するための原資と
して，所持していた事業法人の株式を放出するようになった。また事業法人も，簿価
会計から時価会計への変更にともない株式を保有することがリスクとなり，持ち合い
の株式を手放すようになった。玉大証券取引所の調査によれば， 1996年から 2005年
までの十年間において，発行株式の所有者比率は次のように変化している80
図表 1-2 最近 10年間の投資部門別株式保有比率推移(年以外の数値は%)
'政府・自治体|金融機関|事業法人|証券会社|個人など| 外国人
0.2 
0.2 
41.9 25.6 1.0 19.4 
31.6 21.1 1.4 19.1 
(2006 : p.6)のデータをもとに筆者が作成90
11.9 
26.7 
図表 1-2に示されるように，金融機関の株式保有比率は， 1996年から 2005年ま
での十年間において， 10.3ポイント減少している。また事業法人の株式保有比率も同
様に， 4.5ポイント減少している。両者のポイントを合計すると 14.8ポイントとなる。
この約 15ポイントがどこに移行したかといえば r外国人」である。外国人機関投資
家が，日本のバブル経済崩壊後の 1996年から 2005年の十年間において，主に日本の
金融機関が放出した株式の受け皿となっていることが理解できる100
戦後， 日本の企業株式は財閥解体などにより，一旦市場に放出された。しかしその
後，放出された株式は旧財閥を中心とする事業法人によって，徐々に回収がなされた。
そして 1960年代半ばを境に，放出された株式の回収が加速された。 1970年代や 80
年代には，金融機関や製造業者などを核とした「企業グループ」が形成されていった。
業グループに加えて，芙蓉グループ，第一勧業銀行グループ，三和銀行グループといった新興の企業集団
も誕生した。さらに新日鉄，目立， トヨタといった製造業者を核とした系列企業クソレープも形成されてい
った。なお，戦後の日本企業における「株主安定工作Jについては，伊丹 (2000:p.149・158)に詳しい0
8東京証券取引所，大阪証券取引所，名古屋証券取引所，福岡証券取引所，札幌証券取引所による調査報
告書「平成 17年度株式分布状況調査の調査結果について」に詳細が報じられている。
9玉大証券取引所の調査報告書では，十年間にわたる株式保有率の推移が年度ごとに記載されている。本
稿においては 1996年と 2005年という二年度聞の比較を端的に行うため，表を簡略化して作成した。な
お2005年の保有比率%の値を合計すると， 100.1%となる。これは間報告書に記載されているもとデータ
のどこかに， 0.1%分の誤差が含まれていると思われる。図表 1-2作成に際しては，もとデータの数値を
そのまま入力している。なお 1996年の保有率%の値は合計すると 100%となる。
10 さらに東京証券取引所の調査によると， 1985年当時の日本の株式市場における外国人株主の比率は，
7%程度に過ぎなかったとされている。以下のホームページアドレスを参照。
(東京証券取引所http://www.tse.or却/data/examination/distribute!)。
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このような系譜をたどり，金融機関や事業法人による相互の株式持ち合いにより，企
業は自社の株主を「安定化Jさせていった。株主が企業経営に積極的な関与をしない
ような「株主のサイレント化J11に， 日本企業は成功したのである。
しかし， 1990年代初頭に起きたパフ、ル経済の崩壊により，法人間による株式の相互
持ち合いの構造はくずれた。ふたたび市場に放出された株式は，外資系機関投資家に
よって保有されることとなった。従来，日本企業の株主は，経営に積極的に関与する
存在ではないとされていた。しかし発行株式が， 日本国内の企業から海外の機関投資
家の手にわたったことにより， r株主のサイレント化Jに変化がおとずれた。外国人機
関投資家は，自らが保有している株式の運用利益を得ることを目的としており，投資
を行った企業の経営方針等に対して積極的な関心を示す。自社の株式を外国人機関投
資家に保有されている日本の企業にとっては，外資系投資家の存在は自社のステーク
ホルダーそのものであり，彼らに対して説明責任を負うこととなった。このようにバ
ブル経済崩壊後の株式保有比率の変化が， 日本企業に自社の経営方針等を積極的に説
明させる契機となった。このことが，日本での CSRに関する議論の展開につながって
いった。犬飼はこの背景を，以下のように整理している。
2000""'01年ごろから，日本の大企業のIR(インベスター・リレーションズ)
関係部局には，外国の機関投資家やNPO(民間非営利団体)などから質問・
アンケート依頼が山のように押し寄せてきたことは，あまり一般には知ら
れていない。それは，日本の銀行が不良債権の償却のために簿価の低い企
業株式を売却し，持ち合い解消に動いていた時期と重なっているが，それ
らを受けて，自らの株を売られる側の各大手企業の中では，相当の覚悟を
もって，個別持ち合い株の売却を含めてまもなく現実のものとなる株式保
有構造の大きな変化と流動化を想定し，グローパル化するマルチ・ステー
クホルダーへの積極的対応が可能となるような，各社独自の経営理念，企
業行動基準・行動規範，関連社内組織体制の見直し・改編が本格化してい
った。そうしづ流れの中で， 日本の大手企業グ、ノレー フ。は， 2001年から 02
年にかけての準備期間を経て， 03年度から，自ら倫理問題やSR(社会的責
任)，コンブライアンスへの対応を本格化させていった。そしてその時期か
ら，各企業や経済団体などでも， CSRについて活発な議論が展開されたの
である(犬飼， 2006: p.37・38)。
11伊丹は，企業が株主に圧力などをかけて経営に関与させないようにするというイメージではなく，株
主が企業経営に積極的に関与するモチベーションを持ち合わせていない状態のことを「株主のサイレント
化」と呼んでいる。「株主のサイレント化Jの構造については，伊丹 (2000: p.134-140)に詳しい。
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このように，現在のCSRの展開は，多発した日本企業の不祥事に対する反省から出
てきたので、はなく，日本企業の海外への進出による「マルチ・ステークホルダーの認
識」と，パブりレ経済崩壊後の株式保有比率の変化にともなう「外国人投資家の台頭」
という，二つの大きな産業構造の変化により起きているのである。
以上，本節では日本における CSRの出現背景について整理を行った。次節以降では，
CSRの議論の中身について検討する。次節以降の内容をやや先取りすれば，現在日本
で展開されている CSRについての議論の中身は，理委小化していることを指摘しておき
たい。現行のCSRは法令遵守を遂行することと，ほぼ同じレベルで、扱われている向き
がある。しかしながら，法令道守の議論を進めていっても， CSRを考えることにはつ
ながっては行かない。このような視点をもっ必要性を感じさせる出来事が， 2006年の
夏に発生した。ガス機器販売会社の株式会社パロマと，同社製品を設計・製造する連
結子会社パロマ工業株式会社(以下，両社を総称してパロマと呼ぶ)が，複数回にわ
たって瞬間湯沸かし器による一酸化炭素中毒を起こした。パロマの事例分析について
は別稿にて詳しく論じるが， CSRと法令遵守の関係をどのように位置付けるべきかを
考えた場合に，同事例には多くの示唆が含まれているように思える。
1985年から 2005年のあいだに，同社製の機器により合計で28件の事故が発生し，
死亡者 21名，重体・重病者3名，軽傷者 36名という被害がもたらされた。 2006年7
月 14日に経済産業省から同事故の発生が報告され，翌日の 7月 15日よりマスコミ各
社による同社事故に関する報道が開始された。パロマに対する一連の報道キャンベー
ンは，同年8月 28日に経済産業省より出された製品回収命令により一応の区切りがつ
けられた。しかし，製品回収命令により本件の一応の区切りはつけられたものの， CSR 
を考える上で、パロマの問題は重要な意味を持っている。一連の報道で，パロマは強い
批判を受けた。パロマには，同社のCSRを問う声が多く寄せられた。マスコミ各社の
報道内容ならびに経済産業省より出された事故報告書においても，パロマを擁護する
ような意見は見当たらない。しかし，当時の法律に照らし合わせて検証をすると，パ
ロマは少なくとも法令遵守としづ意味では何の問題もなかったという説明がある。パ
ロマは，法的には正当な対応をしていたと指摘する論者も存在する 120
次節でも改めて触れるが，現在の CSRについての議論は， ["企業はコンブライアン
ス体制を構築し，法令を遵守せよJという趣旨に傾いている面がある。パロマは法令
を遵守しながらも問題を起こした。この事実は， CSRの議論を再考する契機となり得
るだろう。企業の法令遵守を論じることが， CSRを遂行することにつながっていくの
だろうかという問題提起を，パロマの事例からは読み取ることができる。これらの要
素を加味しながら，次節では日本の CSRをめぐる議論の現状について確認する。
12郷原 (2007: p.90・94)を参照。
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第二節 CSRをめぐる議論の現状
本節では，現在行われている CSRについての議論の中身について検討を行う。まず，
社団法人日本経済団体連合会(以下， 日本経団連)などの経済団体が提言している内
容について検討する。また CSRを主要テーマにした書籍，論文を執筆している研究者
らの意見にも焦点をあてる。これらのアクターから発せされている CSRに関する提言
は，書籍や論文という形態で広く一般に流通しており，彼らの主張が，日本の CSRの
趣旨形成に影響を及ぼしていると考えられる。それゆえに，本節では経済団体や研究
者の CSRに関する提言内容を精査する。
日本経団連は， r企業行動憲章」という文書を発行し，ホームページ上で公開をして
いる 130 日本経団連は，序文で同文書を発行した目的などを以下のように説明してい
る。
日本経団連は，すべての企業や個人が高い倫理観のもと自由に創造性を発
揮できる経済社会の構築に全力をあげて取り組んできた。その一環として
1991年に「企業行動憲章」を制定し， 1996年には憲章改定に合わせて「実
行の手引きJを作成した。 2002年の再改定時には，企業に対して社内体制
整備と運用強化を要請するなど，経営トッフ。のイニシアチブによる自主的
な取り組みを促してきた。(中略)社会的責任を果たすにあたっては，その
情報発信，コミュニケーション手段などを含め，企業の主体性が最大限に
発揮される必要があり，自主的かっ多様な取り組みによって進められるべ
‘きである。その際，法令遵守が社会的責任の基本であることを再認識する
必要がある。そこで，今般， 日本経団連は，会員企業の自主的取り組みを
さらに推進するため，企業行動憲章を改定した(日本経済団体連合会，
2004 :序文)。
日本経団連は，経済社会を構成するすべての企業や人が，高い倫理観をもって経済
活動を行うことを目指しているとしている。そして，それを達成するための一助とし
て「企業行動憲章」を作成している。 1991年に初版が発行されたのち定期的に改版が
なされており，最新版である第四版は2004年5月に公開されている。
上に引用した序文の後半に「社会的責任を果たすにあたっては， (中略)企業の主体
性が最大限に発揮される必要があり，自主的かっ多様な取り組みによって進められる
13 日本経団連の発行する「企業行動憲章Jは，次のホームページアドレスから入手が可能である。また
同文書のほかにも，ホームページ上では CSRに関する日本経団連の活動内容を確認することができる。
(日本経団連http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/cgcb/charter.html)。
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べきである。その際，法令遵守が社会的責イ壬の基本であることを再認識する必要があ
る」とし寸記述がある。これは，企業は主体的にCSRを果たすべきであり，そのため
には法令遵守を基本としなければならないという意味合いで理解することができる。
先にパロマの事例を上げ，法令遵守が必ずしも CSRの遂行につながってし1かないこと
を指摘した。その点をかんがみれば， 日本経団連の「企業行動憲章」序文は， 日本の
CSRへの議論に対して混乱を来たす要素となり得る。
序文に続いて「企業行動憲章Jの本文には， 10の原則が掲げられている。 10原則
のうち， 9項目目は企業倫理に関する記述である。 9項目目が掲げられたくく背景>>と
しては「企業倫理の重要性に関する認識の高まりJというタイトルで，以下のような
文章がまとめられている。文章の中盤を引用する。
企業が社会から信頼と共感を得るためには，経営トップが先頭に立ち，コ
ンブライアンスが企業の社会的責任(CSR)の基本であることを再確認し，
社会的に有用な製品やサービスを提供するとともに，不祥事の発生を未然
に防止して企業倫理にかなった企業行動を確立することがますます重要と
なっている(日本経済団体連合会， 2004: p.50)。
この記述も先の序文と同様に，読み手に混乱を与えるかもしれない。一般に法令道
守と邦訳されるコンブライアンスがCSRの基盤にあり，コンブライアンスが確立して
いれば不祥事の発生は未然に防止されて，企業倫理は確立されるという意味合いで理
解できるからである。しかしながら，必ずしもそうとは限らないことは，先にも触れ
た通りである。
一方，社団法人経済同友会(以下，経済同友会)は「企業白書」としづ文書を定期
的に発行している。その中で「日本企業のCSR:進捗と展望Jというタイトノレのレポ
ートを 2006年 5月に発表している 14。レポートの冒頭「はじめに」では， CSRに関
する経済同友会の考え方が端的に記述されている。文章の中盤を引用する。
あいかわらず，企業不祥事が後を絶たず，本来は企業と社会の相乗発展を
めざすべき CSRが，依然として不祥事防止を中心に語られている現状はき
わめて遺憾である。企業経営者は r信頼なくして企業の持続的な発展は不
可能である」ことを常に肝に銘じ，自らのリーダーシップとコミットメン
トによって，規律ある組織を築いていかなければならない。一方，我々が
14 日本経団連と同様に，経済同友会においてもホームページ上で， r企業の社会的責任Jに関する活動内
容などを紹介している。次のアドレスにおいて各種の情報を確認することができる。
(経済同友会http://www.doyu主ai.or.jp/policyproposals/articles/2006/060523a.html)。
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提唱してきた CSRの本質から言えば，法令遵守は企業が果たすべき最低限
の責任に過ぎず，志ある経営者としては「企業が事業活動を通じて社会に
好影響をもたらし，そのような企業の取り組みが市場から評価されること
によって，企業と社会が相乗的に発展する」という高い次元をめざしてい
くことが必要である(経済同友会， 2006: p.1)。
経済同友会は， 日本の CSRが不祥事防止の議論に終始していることを嘆きつつも，
法令遵守は単なる最低限の義務に過ぎないことを明言している。そして志のある経営
者は， CSRの本質である企業と社会との相乗的な発展という高い次元をめざしていく
べきであるとしている。この「企業と社会との相乗的な発展という高い次元」とは，
企業が利益活動のみに終始するのではなく，社会に貢献をすることとして理解するこ
とができる。すなわち，企業の自主的な倫理感を指し示していると理解できる。つま
り経済同友会は，法令遵守と CSRを切り離して考えている。この点が，日本経団連と
経済同友会との相違である。
日本経団連のみならず企業各社自らも，法令遵守を CSRと同レベルで解釈している
と伺わせる調査結果がある。財団法人経済広報センター(以下，経済広報センター)
は， 3年ごとに「企業の広報活動に関する意識実態調査」を実施している。ここに取
り上げる報告書は， 2005年 11月から 2006年 1月にかけて，経済広報センターおよ
び日本経団連に加盟している主要企業を対象にアンケート方式により実施されたもの
を基盤としている。経済広報センターによれば， 881社へアンケートを送付し，回答
率は 47.4%であった(経済広報センター， 2006: p.1)。調査対象項目は全部で 14あ
り， 12項目目に rCSR(企業の社会的責任)に関する取り組み」と題する調査結果が
掲載されている。同項目中の rCSR活動として現在特に重視していること」との質問
に対して，全体の 67.2%が「法令を遵守し，倫理的行動をとること」と回答をしてお
り，同回答が一位となっている(経済広報センター， 2006: p.169)。
この調査は，調査対象企業に文章を記述させるものではなく，あらかじめ用意され
た複数の回答の中から選択をさせる形で行われている。そのために，回答する企業側
の真意が表出しにくい可能性はあるであろう 15。しかし「法令を遵守し，倫理的行動
をとることJという回答選択肢を作成した経済広報センターにも，この回答選択肢を
選択した 67.2%の企業にも， CSRを行う上で重視すべきは「法令の遵守Jであり，そ
れが結果として「倫理的行動」につながっていくという意識をもっていることが読み
取れる。
15そのほかの回答選択肢としては， r地球環境に対する取り組みJ，r地域社会の発展に寄与することJ，r新
たな技術や知識を生み出すことJ，r雇用を創出することJ，rNGO， NPOと連携した活動の展開」などが
ある。
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先に確認をしたように，日本経団連，経済同友会といった代表的な経済団体の CSR
に関する主張には相違が見られる。日本経団連の CSRの定義には法令遵守が基本に組
み込まれているが，それに影響を受けるかのように，企業各社の CSRの意識も，法令
遵守に比重が傾いていることが観察できる。
次に， CSR研究者の先行研究を確認する。蓄は， CSRを「法令遵守J，r倫理実践J，
「社会貢献」という三つに分類して整理をしている。高の主張では， CSRで重視すべ
きは「倫理実践」のレベノレまで企業の意識を上げることであるとされている。しかし
高の先行研究でも，日本経団連の提言と同様に， CSRの基盤には法令遵守が据えられ
ている。以下に高の記述を引用する。
企業の社会的責任に関しては，狭義のコンブライアンス，倫理実践(広義
のコンブライアンス) 社会貢献の三つのフェイズがある。狭義のコンブラ
イアンスは， とりあえず法令の文言だけを守るというレパノレで、あるが，社
会的責任を強く感ずる企業は，さらに一歩進み，法令の背景にある基本の
考えまで主体的に理解しようとする。これが倫理実践のレベルに当たる(高，
2004 : p.37)。
高の指摘は， CSRの基盤となるのは狭義のコンブライアンスであり，法令道守のレ
ベノレを確保した企業の中でも，特に「社会的責任を強く感ずる企業」が倫理実践のレ
ベルに到達すると言っているようである。高の研究によれば， CSRには「法令遵守」
と「倫理実践」と「社会貢献」という三つのステージがある。最初のステージである
「法令道守」も CSRに含まれている。法令を遵守する企業の中でも，特に「社会的責
任を強く感じる企業」が次のステージである「倫理実践」に進むとされている。しか
しながら，高の指摘のように最初のステージの企業も次のステージの企業も，みな同
様に CSRを実践している企業として定義の中に収まってしまうのであれば，法令を道
守している企業が CSRを遂行している企業となってしまう。もし法令を遵守している
企業が CSRを実践している企業であるのであれば，先に示したパロマも CSRを果た
していることとなる。
高にかぎらず， CSRの概念に法令遵守を含めて定義している論者は少なくなし1160
キャロル (Carroll，A. B.)は， 1979年に発表された論文で CSRに関するはパート・
モデル」を提唱している。 r4パート・モデル」とは， CSRを「経済的責任J，r法的責
任J，r倫理的責任J，r社会貢献的責任」という四つのパートに分けて扱うというもの
16 日本の各論者が説明する CSRの定義では，キャロルの提示した法令遵守を含めるモデ、/レがしばしば紹
介されている。たとえば最近のものではz 松野 (2006: p.6)，小山 (2006:p.117・119)，高岡 (2006: 
p.176) ，谷口 (2006: p.201・203)，横山 (2006: p.268) らの論文がそうである。
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である CCarroll，1979: p.497・505)。キャロルによれば，四つのパートはそれぞれ次
のように説明されている。「経済的責任」とは，企業には社会の求める財やサービスを
適切な価格で提供する責任があるということである。「法的責任」とは，企業には社会
に制定されている規則やルーノレに則って業務を行う責任があるということである。「倫
理的責任」とは，企業には文章として規定はされていないが，社会より期待されてい
る活動を行ったり逆に禁止されている活動を行わなかったりする責任があるというこ
とである。そして「社会貢献的責任」とは，企業によるフイランソロビー活動を指し
ている 17。キャロルの提唱する CSRの f4パート・モデル」の中には，明らかに法令
道守が組み込まれている。そしてキャロルのモデ、ルを援用しながら，現在の日本では，
複数の研究者により法令遵守を含めたかたちで CSRの解釈や意味付けがなされてい
る。
一方，キャロルの定義を明確に否定しているのは谷本である。谷本は，キャロルの
提唱している f4パート・モデル」のように段階的に分類して CSRを捉えることはで
きないとしている。
ここで CSRとは何かその定義について改めて確認しておこう。よくみら
れる見解に， CSRを段階的に分類し，経済的責任，法的責任，倫理，社会
貢献とピラミッドのように位置づけるものがある。しかしこのように段階
的に類型化する視点では，企業と社会の複雑な相互関係性を捉えることは
できない。 CSRは基本的に経済活動のプロセスにおいて関われる課題であ
り，経済活動のあり方そのものなのである(谷本， 2004a: p.5)。
このように谷本はキャロルの提唱する四つのモデルを否定しつつ， CSRは経済活動
のあり方そのものであるとしている。つまりこれは，企業活動のプロセスがどのよう
な内容となっているのかを問うことが重要であると解釈することができる。そして谷
本は，問われるべき「企業活動のフ。ロセス」に法令遵守を含めることなく， CSRを以
下のように定義している。
企業活動のプロセスに社会公正性や倫理性，環境や人権などへの配慮を組
み込み，ステークホルダー(株主，従業員，顧客，環境，コミュニティな
ど)に対しアカウンタピリティ(説明責任)をはたしていくこと。その結
果，市場社会から支持，信頼を得て，経済的・社会的・環境的パフォーマ
ンスの向上を目指す(谷本， 2006b: p.387)。
17キャロルの論文の解釈については，次の論文もあわせて参照した。小山 (2006:p.117・119)。
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このように谷本は， CSRの定義に含むべきは「企業活動のプロセスにおける社会公
正性や倫理性など」としている。つまり CSRは法令遵守を議論するものではなく企業
倫理のあり方，目指し方を議論するものであると理解することができる。さらに谷本
は， 日本で行われている CSRをめぐる議論の問題点を以下のように指摘している。
ところで 2003年あたりから rCSRJが産業界において非常なブームにな
っている。ブームの中でマスコミを通してその言説が切り売りされており，
今は混乱した状況にあると思う。「倫理」も「コンブライアンス」も「社会
的責任」も「社会貢献Jも整理のないままバラバラの議論が新聞に出てお
り，国内外のケースを部分的に紹介している。混乱した記事がマスメディ
アにあふれで，一番困るのは企業人だと思う(谷本， 2006b: p.385)。
このように指摘し，谷本は，現在は定義の一致も見られないまま CSRがさまざまな
度合いで論じられていることについて問題を提起している。法令遵守と CSRは別のも
のであるとなれば， CSRをめぐる議論で考えていくべきは，企業倫理の確立であるこ
とを確認しておきたい。
第三節 企業責任と企業倫理の概念整理
本節では企業倫理の確立を検討する上で，必要となる論点の整理を行う。これまで
に日本で議論されている CSRには，大きく法令道守と企業倫理というこつの要素が含
まれていることを確認した。疑問として出てくるのは，なぜCSRに法令遵守と企業倫
理という二つの概念が混在しているのかということである。そもそも法令道守と企業
倫理は，正反対の概念である。
まず法令遵守とは何か。これは社会から要請される義務として捉えることができる。
法人も個人も，決められた規則に従って行動するということは社会から要請される当
然の義務であり，最低限の責任として認識される。企業が定められた法令に則り業を
営むということは，すなわち最低限の義務である企業責任を指し示している。一方，
法人も個人も決められた規則を超えて行動することを，一般的に規範としてとらえる
ことができる。企業が定められた法令を超えて業を営むということは，すなわち規範
である企業倫理を指し示している。ここで一つの整理をすれば， CSRがさまざまな意
味に拡散して議論されている要因は，義務である企業責任と規範である企業倫理とを
明確に分けていないことによると考えられる。つまり責任という概念と倫理という概
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念が，明確に認識されていないということである。この点に関する言葉の整理につい
ては，以下のように言葉のもつ日常的な語感を頼りにするとしづ指摘が有効であると
思われる。
これまで、の責任の概念について，筆者にはどうしても理解し難い点は，責
任と倫理が明確でなく，殆ど同じものとして考えられ，ときに必要に応じ
て使い分けされていることである。筆者には言葉が異なれば，どんなに同
じように思われるものでも，そこには当然何らかの相違が存在するものと
思われる。したがってその相違を明確にするため，きわめて常識的， 日常
的な語感から問題に入るのが便利であろう(藤田， 1991: p.114)。
藤田の指摘のように，言葉の定義は常識的であり広く一般に認識されている日常的
な解釈によるものが好ましいであろう。かような理解をすれば，責任は果たさなけれ
ばならない義務を意味するものとして一般的に解釈されている。倫理は目標とするよ
うな規範を意味するものとして一般に解釈されている。このような文脈を受けて現在
のCSRをめぐる議論で使用される企業責任や企業倫理といった言葉を，本稿では次の
ように定義したい。すなわち，企業責任とは最低限の義務を表し，企業倫理とは目指
す規範を表す。
法令を遵守するという最低限の義務である企業責任L 法令を超えた規範としての
概念である企業倫理が， CSRの議論では混沌とした状態にあると言える。企業による
法令違反が繰り返し発生している中で18，CSRに企業責任を含める意義があるか否か
の判断が，今後CSRを議論する上では重要となろう。この点について，エプスクイン
(Epstein， M. E.)の指摘を援用しながら，以下に整理を行う。
今日，ほとんど本質的に，法的過程は，ビジネスという制度の全体社会で
の役割を規定しえていないし，ピジネスという制度を公衆に対し責任ある
ものにしていないという一般的な認識が存在している。(中略)法は，社会
が明確な説明責任の基準を発展させていくこれら領域の中で，責任あるビ
ジネスの行動に関する最低基準を設定しているにすぎない。しかしながら，
どちらかといえば，これら合意された最低基準を超える，高度の情況に対
応しえない法的不十分性が，経営社会責任に関する議論を促進させてきた
(エプスタイン/中村他訳， 1996: p.93)。
18 2000年に発生した食品会社による集団食中毒事件や，自動車メーカによるリコール隠蔽事件などによ
り，企業に対する社会の眼は，よりいっそう厳しくなったとされている。しかしその後の 2006年にも，
銀行による金利スワップ商品の販売方法をめぐる行政処分や，損害保険各社による保険金未払いなど，複
数の企業による法令違反や不祥事が発生している。
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エプスタインの指摘によれば，法は責任あるビジネスの最低限の基準でしかないと
いうことである。この指摘は，先に確認した経済同友会の見解とも一致する。さらに
エプスタインのユニークなところは，高度な状況に対応しきれない法律の不十分な面
が，逆に CSRの議論を促しているとしているところにある。エプスタインの指摘から
は， CSRに企業責任の概念を含めることの無意味さを読み取ることができる。なぜな
らば，法律の不十分な面が逆に CSRの議論を促進させる材料となるのであれば，その
議論に法令遵守を旨とする企業責任の概念を含めてしまうと，議論の歪曲化が発生す
る可能性があるからである。
ここまでの検証で， CSRをめぐる企業責任と企業倫理の考察を行った。その結果と
して， CSRの中に企業責任の概念を含めることは適切でないことが分かつた。現在の
CSRに関する議論は，企業責任と企業倫理とが一緒になって論じられているという状
況にある。それゆえに，議論の混乱を生み出しているということである。この点をか
んがみれば，今後の CSRは，企業倫理をめぐる議論に収散されることが望ましいとい
うことになる。
おわりに
本章では，日本の CSRの出現背景を探り，かつ議論の現状を整理した。日本に CSR
が出現した背景は， 2000年前後に多発した日本企業の不祥事ではなく，二つの産業構
造の変化が要因であることを明らかにした。一つ目の変化は，日本企業の海外進出に
ともない，企業の利害関係者が圏内のみならず海外へも広がっていったことで、あった。
二つ目の変化は， 日本の企業問で行われてきた株式の持ち合いがパブfル経済の崩壊と
ともにくずれ，外国人機関投資家が日本企業の株式を保有するようになったことであ
った。これら二つの変化によって，日本の産業界で急速に CSRが意識されるようにな
った。これが 2003年を境にして，日本に CSRをめぐる議論が出現した背景で、あった。
現状の CSRの議論では，法令遵守と企業倫理といった全く別の概念が混在している
ことを指摘した。とくに主要な経済団体や研究者の提言では，法令遵守が CSRの基盤
に据えられており，その点が議論の混乱を招いていることを指摘した。またパロマ社
の事故を引用しながら，法令遵守と CSRとは全くの別物であり， CSRの範轄で法令
遵守を議論していても意味がないことを示唆した。本章では， CSRとは企業が利益活
動を超えて社会に貢献すること，すなわち企業の自主的な倫理観を意味するとした。
そして今後の CSRは，企業の倫理をめぐる議論に収数されることが望ましいことを，
結論として提示した。
ただ、し本章の官頭にも示した通り，企業が利益活動を超えて社会に貢献すること自
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体が，必ずしも社会にとって有益な概念であるとは限らない。 CSRの範時では，企業
の倫理が重視され，企業が利益活動を超えて社会に貢献することが議論の方向性とし
て正しいとしても， CSR自体が景気の状況によっては，何ら有益な概念ではない場合
もある。つまり CSRが日本社会に合成の誤謬を起こしているということである。この
点についての論考は，他章にて展開をする。
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第二章 法令遵守と CSRに関する考察 ーパロマの事例分析を通じて一
はじめに
すでに第一章で検討したように，法令を道守することが CSR(Corporate Social 
Responsibility)の基本であるとする見方は多い。法令遵守は CSRの一部である。最
初のステップである法令遵守を経ることによって，企業は CSRへの理解を段階的に高
めていくことになるとの説明がなされる。しかし，本当に法令道守は CSRの一部であ
るのか。法令遵守と CSRは，全くの別物ではないのか。本章は，実際の事例分析を通
じてこの点について検証することを目的としている。事例には， 2006年の夏に明るーみ
となった，パロマ社製瞬間湯沸かし器による一酸化炭素中毒事故を用いる。
本章の事例分析によれば，パロマは，当時のガス事業法など各種の法令を道守して
いた。 1985年から 2005年のあいだに，同社のガス機器によって中毒事故が多発して
いたが，当時の法令は，パロマに事故防止のための策を講ずることを義務付けている
わけで、はなかった。パロマは法令を遵守していることを担保に，事故の発生以来 20
年間にわたり根本原因を解明する努力を怠っていた。その結果， 21名の死亡者が出た。
これが事例の分析を通じて得られる経緯である。同事故発生の根本的な原因は，当時
のガス機器のメンテナンスをめぐる法律の不備にある。かような事例分析を通じて，
本章では，法令遵守が企業の CSRを高めることにつながるという保証はどこにもない
ことを指摘する。
また同事故の発覚当初には，パロマの CSRを非難する声も多く出た。しかし本稿は，
同事故の発生原因をパロマの CSRの欠如に求めない。なぜならば， CSRとは企業の
自主的な意志によって確保されるものであり，そのような「自由度」を持った概念に，
事故の防止を期待するほうが危険だからである。CSRでは社会の問題は解決できない。
ことに，人命にかかわる事故の防止には，政府による監視や法律による規定が必要で
あるというのが本稿の立場である。
第一節 ノfロマ事例分析の意味
ガス機器販売会社の株式会社パロマと，同社製品を設計・製造する連結子会社パロ
マ工業株式会社(以下，両社を総称してパロマと呼ぶ)が 瞬間湯沸かし器による一
酸化炭素中毒事故を起こした。 1985年から 2005年のあいだに，同社製の機器により
合計で 28件の事故が発生し，死亡者 21名，重体・重症者3名，軽症者 36名という
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被害がもたらされた。2006年7月14日に経済産業省から同事故の発生が公表された。
翌日の 7月 15日よりマスコミ各社による同社事故に関する報道が開始された。パロマ
に対する一連の報道キャンベーンは， 2006年 8月 28日に経済産業省より出された製
品回収命令により一応の区切りがつけられた。しかし製品回収命令により本件の一応
の区切りはつけられたものの，法令道守と CSRの関係を考える上で，パロマの一連に
わたる問題は重要な意味を持っていると思われる。
一連の報道で，パロマは強い批判を受けた。パロマには，同社の CSRを問う声が多
く寄せられた。各社の報道内容や，経済産業省より発行された同事故についての報告
書でも，パロマを擁護するような見解は見当たらない。しかしながら，一連の問題に
おいてパロマの取った行動は何ら法令には違反していないという説明がある。法令遵
守という意味では，パロマのコンブライアンス体制は完壁だったと指摘する論者もい
る190
昨今， CSRに関する議論が日本でも活発となった。ただし，現在の日本で展開され
ている CSRの議論は，法令遵守の趣旨に傾いている面がある。パロマは法令を遵守し
ながらも，このような事故を起こした。企業の法令遵守を論じることが， CSRを遂行
することにつながっていくのだろうかという問題提起を パロマの事伊肋瓦らは読み取
ることができる。
本章では，パロマの事例をその発生から一応の区切りに至るまで詳しく分析する。
その後，本事例の論点整理を行う。なお，以下に述べるパロマ問題についての時系列
的な分析は，もっぱら筆者が新聞全国紙ならびに経済産業省より発表された同事故に
関する報告書より得られた情報をもとにしている。これらの情報をもとにして，パロ
マという企業が一連の問題においてどのような行動を取ったのかという視点で，整理
を進めていきたし曲。
第二節ノfロマ社製品による一酸化炭素中毒事故の詳細経緯
パロマの一連の問題は，同社の実施した会見内容と，その後に出てくる新しい報道
内容との相違により，状況が二転三転しながら進んだ。まず，経済産業省よりプレス
19郷原は，パロマの取った対応は少なくとも法的には正当なものであり，法令遵守の観点からは問題は
なかったと指摘している。ただし郷原はパロマの行動が企業として適切であったとはしていない。パロ
マの考える「社会的責任」には大きな問題があったとしている。郷原 (2007: p.90・94)を参照。
20パロマの事例を研究するにあたり，経済産業省の対応については，本稿では触れないこととした。報
道等により指摘されているように，パロマの一連の問題では，監督官庁である経済産業省の対応にも，多
くの課題があった。それらの課題についても，分析を行わなくてはならない要素は豊富にある。しかしな
がら，本章の主旨は法令遵守と CSRの関係について検討を加えることにある。したがって本稿では，パ
ロマという企業側の取った行動に焦点、をあてて，分析を進めることとする。
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リリースが行われた 2006年7月 14日からの動きを確認する。
2006年7月 14日，経済産業省よりパロマ社製の瞬間湯沸かし器による一酸化炭素
中毒事故が多発している旨の発表がなされた。 1985年から 2005年までに 17件の事
故が発生し， 15人が死亡， 19人が重軽傷を負っていたと第一報では述べられている。
一酸化炭素中毒事故が発生した機器は，型名が PH81F，PH101F， PH102F， PH131F 
という四種類で、あった。 1980年から 1989年のあいだに，全国で合計 24万台が出荷
されている。いずれの機種も，室内の空気を機器に取り入れてガスを燃焼させ，排気
ガスを屋外に逃がす「半密閉式」と呼ばれる構造のものである。ニの構造の機器には
内部に排気用のファンが組み込まれている。排気ファンが何らかの理由により稼動し
ない場合に，不完全燃焼が起こり一酸化炭素中毒となる。排気ファンが稼動しない理
由としては，ユーザーがファンの回転音を嫌ったためにユーザー自身が電源プラグを
抜いていた場合や，停電などにより排気ファンに電気が供給されなかった場合などが
あげられている210
プレスリリースの翌日， 7月 15日の報道各社の第一報によると，経済産業省によっ
て把握されていた 17件の事故のうち，少なくとも 5件において，湯沸かし器内部の不
完全燃焼を防ぐための安全装置の配線が， J.lrJの端子に付け替えられるという改造が行
われていたことがわかった。機器が正常の状態であれば，電気の供給が途絶えるなど
何らかの理由により排気ファンが稼動しない場合には，安全装置が働いてガスの注入
が止まる。しかし改造された機器では，排気ファンが稼動していなくても安全措置が
機能せずにそのままガスが注入され，一酸化酸素が屋外に放出されずに中毒事故が発
生する。
7月 14日に聞かれた会見において，パロマは，製品自体に問題はないとした。機器
の設置後に修理業者や利用者などが「不正改造」を施したことが，大方の事故の原因
であるとしづ見解を示し，自らの責任を回避した。
今回のパロマによる一連の事故は，最初の事故発生から数えて既に二十年以上が経
過している。一連の問題が 2006年の時点ではじめて表面化した契機は，警視庁への
遺族の熱心な訴えによるもので、あった。 1996年3月 18日，東京都港区のワンノレーム
マンションで，当時21歳だ、った男性が死亡した。死亡の原因は，パロマ製の瞬間湯沸
かし器から発生した，一酸化炭素による中毒事故で、あったと警視庁の当時の調査で判
明した。しかし，なぜパロマ社製湯沸かし器から一酸化炭素が発生したのかという，
事故の根本原因までは突き止められることはなかった。根本原因が分からぬまま，当
時の調査は終了した。ところが十年後の 2006年 3月になり，死亡した男性の母親か
ら，事故の本当の原因を究明してほしいという訴えが，複数回にわたり警視庁に寄せ
21排気ファンが稼動しなかった理由の中には，ユーザーが電気料金を未納としていたために電気の供給
が止められていたという事例も一件確認されている。
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られた。遺族の要望にこたえるために，同庁捜査一課が保存されていた事故発生の湯
沸かし器を鑑定した。その結果，排気ファンが止まるとガスの注入を止めるはずであ
る安全装置に，不具合のあることが明らかになった。安全装置の不具合により，排気
ファンが止まってもガスは注入され続け，燃焼後の排気ガスは屋外に放出されぬまま，
高濃度の一酸化炭素となって室内に充満することが分かつた。
事故の根本原因の解明を受けて，警視庁は2006年7月11日に経済産業省に対して，
同様の事故が今後も発生する可能性がある旨の通知を行った。その通知を受けて，経
済産業省は同月 14日に，パロマ社製瞬間湯沸かし器による事故の発生を公表した。そ
の結果，同問題が広く一般に知られるところとなった。
7月 14日に行われたパロマの会見では，上述したようにパロマは自社の責任を否定
した。それと同時に，同社が 7月 14日時点で把握している過去の経緯等について，主
に玉点の報告を行った。以下に箇条書きで，五点の内容を整理する。
①1991年に長野県で発生した事故が，安全装置の「不正改造jに起因したものである
ことが分かつた。翌 1992年に該当機種とそれに類似する機種の計七機種，出荷合
計26万台の一斉点検を行った。同時に機器販売庖などに「不正改造」を行わないよ
うに注意をした。
②湯沸かし器は十年程度の耐周年数を超えて使用した場合，通常運転の際で、あっても
安全装置が勝手に作動して使用不能となるケースが増える。このため安全装置を機
能させないために，修理業者やユーザーが安全装置を不正に改造したのではなし、か
とパロマでは見ている。
③1992年 1月に事故が 3件続いた22あと，パロマは当時の通商産業省(現経済産業省)
に対して「強制排気式湯沸かし器 co中毒事故に係る再発防止策の件」とし寸書類
を提出している。その中でパロマは，事故の発生原因は機器の構造上や製造上の欠
陥ではなく，安全装置の機能を無効にするとしづ市場での不当な改造が行われた結
果であるという旨の報告を行っている。
④事故をめぐっては，過去に北海道のユーザーから損害賠償を請求する訴訟が二件起
こされた。一件は和解し，もう一件は原告側の請求が棄却された。
⑤経済産業省が指捕している 17件の事故のうち，現在ノ号ロマが把握しているものは，
1991年に長野県で発生した死亡事故を含めて， 6件だけである。
経済産業省がプレスリリースを行った 7月 14日と同日に行われた会見で，パロマは
22 1992年の時点では， 1月に発生した 3件の事故を含めて，合計で7件の事故が発生している。一連の
事故においては，最終的には21名の死亡者と 28件の事故発生件数が確認されることとなった。本節の
後半に，最終的な被害状況を一覧表にして掲載している。
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上述のような論点整理を行い，自社の正当性を主張した。しかしその後，会見以降の
報道内容や同社の社内調査から出てくる新しい認識により，パロマは徐々に軌道修玉
を行うこととなる。最初の会見から四日後の 7月 18日には，パロマは二度目の会見を
開くに至っている。以降， 7月 14日の会見以降から 7月 18日の二度目の会見に至る
までの状況を確認する。
第一回会見の翌日である 7月 15日に，マスコミ各社の報道により，新たな事実が判
明した。北海道の LPガス会社などの業界団体が，安全装置に関する記録を文書に残
していた。それによれば，安全装置の「不正改造Jは安全装置の在庫が不足していた
ために，応急措置として実施されたものであるとのことで、あった。また次のような新
しい事実も判明した。パロマは， 1992年4月に札幌市内の男性が死亡したことにより，
男性の遺族から賠償請求の訴訟23を起こされている。この訴訟では，実際に機器の点
検を行った地元のガス供給会社が「安全装置の在庫が不足していたためにパロマから
修理を委託されているパロマサービスショップが，複数の機器で応急的な措置として
安全装置の配線を改造していた」とする証言を行っていたことが明らかとなった。こ
れらの報道に対してパロマは，安全装置の在庫不足が瞬間的に生じた可能性はあると
した。しかし，パロマが修理を委託しているパロマサービスショップが，応急措置と
して安全装置の配線を改造した事実は確認していないとしている240
翌日の 7月 16日になると，パロマは遅くとも 1988年の時点で，安全装置が不正に
改造された同社製品により，死亡事故が発生していることを把握していたとする報道
がなされた。パロマは7月 14日の会見では，最初に事故を把握したのは 1991年であ
ったとしている。しかし実際には，その三年前にはパロマは同社製品による死亡事故
の発生と，その原因となった「不正改造」の存在を認識していたことになる。この事
実は，パロマが 1988年に，同社の全国営業所に対して安全装置の改造を禁じる文書
を，すでに配布していたことが明るみになったことによって判明した。同文書で、パロ
マは，ガス機器の不完全燃焼による事故が散発している旨を全国の営業所に報告した。
事故の原因は，安全装置の改造によるものであるとしている。また，安全装置の改造
は絶対に行つてはならないと営業所に指示をしている。改造が原因で事故が発生した
場合には，責任を問われかねないとの警告もあわせて発している。さらに，パロマが
全国の営業所に配布したとされる同文書には，機器の安全装置の在庫は絶対に切らせ
ではならないとも記述されていた。 7月 15日の報道では，安全装置の在庫不足が事故
23 1992年4月4日，北海道札幌市で男性ら二人が死亡した。原因は安全装置の「不正改造」とされる。遺
族はパロマと地元ガス供給会社を相手に提訴したが， 1998年7月に出された一審判決は，パロマへの損
害賠償請求を棄却するものであった。
24パロマサービスショップとは，パロマ製品修理代行届の総称を言う。全国に 70庖あるとされている。
パロマ本体とは人事交流や資本関係はなく，実態はパロマのブランドを冠にした 3 地元のガス機器修理業
者のことを指す。
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の原因となっているとの指摘がマスコミ各社からなされたが，パロマはそれを否定し
ている。しかし同文書の記述は， 1988年の事故発生当時から安全装置の在庫はすでに
不足しており，それによって安全装置への「不正改造Jが発生していることを，パロ
マが当号時から認識していたことを裏付けている。
また警視庁捜査一課の調べでも，新たな事実が判明した。同課は， 2006年 3月に遺
族からの要請を受けて，一酸化炭素中毒事故の再捜査を行っていた。同年 7月に経済
産業省に事故発生の原因と今後の発生可能性について通知をするとともに，その後も
継続して捜査を行っていた。警視庁捜査一課は，パロマ社製瞬間湯沸かし器の修理を
担当した複数の業者に事情聴取を行った。その結果，同社製の湯沸かし器の安全装置
は他社の製品と比較して「はんだ割れ」が多く，耐用年数が短いという証言を得た。
同課は修理業者への調査を経て，安全装置に対する改造の主要原因は，基板の「はん
だ割れ」という製品の品質劣化により発生しているとの見方を公表した。
警視庁の捜査結果は，本事例の理解を促すための重要な要素である。パロマ社製品
での一酸化炭素中毒事故の主な発生原因は，安全装置内に設置されている基板の「は
んだ割れ」という品質劣化と，それを回避するための「不正改造」との因果関係にあ
ったと理解できるからである。以下に，その因果関係の構造を箇条書きにして整理す
る。
①品質劣化により，排気ファンに通じる安全装置内の基板に「はんだ害IJれJが発生す
る。
②安全装置内の基板に「はんだ割れ」が生じると，電気系統に短絡が発生し排気フア
ンが稼動しなくなる。
③排気ファンが動かなくなると，安全装置が作動しガスの供給がとまる。
④ガスの供給がとまると機器が使用できなくなるので，安全装置内で「はんだ割れ」
を起こしている基板の配線を改造し，安全装置を介さないように配線する。
⑤安全措置へは配娘がされていない状態となるので，安全装置は機能しない。
⑥安全装置内の「はんだ割れ」により電気系統に短絡が発生して，排気ファンは動か
なくなっていたが，安全装置を介さない配線にすることで，排気ファンは稼動する
ようになる。
⑦排気ファンが稼動するのでガスは供給され，ユーザーはガス機器を使用で、きるよう
になる。
③排気ファンの回転音を嫌うなどして電源プラグを抜いた場合，もしくは停電などに
よって排気ファンに電気が供給されない場合に，排気ファンが停止する。
⑨排気ファンが停止した場合，正常の機器であれば安全装置が稼動するが，事故機器
では安全装置へ配線がされていないので稼動せず，そのままガスが供給され続ける。
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⑬排気ファンが動いていない状態でガス機器が運転され，一酸化炭素が屋内に充満す
る。
一部の製品の安全装置は「はんだ害IJれ」を起こしやすいもので、あった。そのために，
安全装置を交換する必要性が生まれた。だが，安全装置の在庫が不足していた場合に
は，急場をしのぐために配線が改造された。配線の改造後は，排気ファンが稼動しな
がらガスが点火するという一見「正常Jな状態で機器は使用された。そして何らかの
理由により排気ファンの電源が抜かれるか電気が排気ファンに供給されなくなった場
合に，一酸化炭素中毒事故が発生するという因果関係が見えてくる。
最初の会見ののち，新しい事実が次々と表面化したため，パロマは二回目の会見を
7月 18日に開くに至った。二回目の会見において，パロマは 14日当初に経済産業省
より指摘された 17件の事故とは別に，さらに 10件の事故が起きていたことを発表し
た。同時に，これらの事故によって新たに 5人の死亡者が存在していたことも明らか
にした。事故件数は 7月 18日の会見で合計27件，死亡者数は合計20人に修正され
た。また事故の把握時期についても，一回目の会見では 1991年としていたものを，
二回目の会見では最初の事故が起きた 1985年当初より社内的には事故の発生が把握
されていたとの'情報修正も行った。またパロマは， 14日の会見当時は，事故の原因は
修理業者による不正改造にあり同社の製品に問題はないとしていた。しかし 18日の会
見では，主張を修正し，自社製品の品質劣化が原因で発生した事故もあることを認め
て，はじめて謝罪した。パロマは，発生した 27件の事故の発生原因の内訳を次のよう
に整理した。以下に箇条書きで整理する。
①27件の事故のうち， 14件に改造があった。
②27件の事故のうち， 13件には改造はなかった。
③改造のなかった 13件のうち， 4件は劣化により部品に故障を来たし，ガス器具の燃
焼時で、あっても排気ファンが稼動せず，一酸化炭素中毒事故が起こった。
④改造のなかった 13件のうち 9件の事故発生原因は，現在調査中であるか既に追跡不
可能である。
なおここで言われているパロマ製品の品質劣化には，二つの種類があることを確認
しておく必要がある。一つは上述したように，安全装置の基板のはんだ付け耐性が弱
く，排気ファンが稼動しなくなるということである。もう一つは，品質劣化により安
全装置ではなく別の部品に故障を来たし，機器が燃焼中で、あっても排気ファンが稼動
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しなくなるということである。この二つの品質劣化には大きな違いがある25。前者の
品質劣化は，先にも触れたように，安全装置の基板に「はんだ、割れJが生じることに
より排気ファンが稼動しなくなる。その結果，機器にガスが供給されなくなる。これ
を回避するために，安全装置が機能しなくてもガスが供給されるように，安全装置の
配線が改造される。つまり前者の品質劣化は「不正改造Jを誘発する原因となってい
る。一方，後者の品質劣化は，安全装置ではなく別の部品の故障によって，機器が燃
焼していても排気ファンが回転しないという現象を引き起こす。この場合は，排気フ
ァンは稼動していないので，構造上は安全装置が機能してガスの供給が止まる仕組み
となっている。ところが，安全装置が換気異常を感知するまでには， 2"'3分の時間を
要する。そのあいだに少量の一酸化炭素が排出され，屋内にたまる。安全装置が稼動
すればガスの供給は止まり，機器は機能を停止する。ここでユーザーは再点火の操作
を行い，ふたたび排気ファンが稼動しないまま数分間使用されることとなる。この繰
り返しにより，屋内に一酸化炭素が徐々に溜まって行き，やがて中毒事故が起こる。
後者の品質劣化のパタンでは，死亡者は出ておらず軽症で、済んだ例が多かった。一酸
化炭素中毒事故で，致死となるか否かは，屋内に一酸化炭素が徐々にたまっていった
のか，それとも換気されない状態で一気に屋内に充満して行ったのかという条件によ
ることが分かる。
7月 18日に行われた会見で，パロマは27件の事故のうち 14件に改造があったと指
摘した。しかし，この表現は一般に誤解をあたえるかもしれない。すなわち， 27件の
事故のうちの半数以上は，市場で不正に改造されたことにより発生したものであり，
パロマ側には責任はないという印象を一般にあたえかねないということである。実際
は，市場での 14件の「不正改造Jを引き起こした原因は，パロマ製品の「はんだ割れ」
という品質劣化によるものである。 27件の事故のうち，改造のあった 14件の事故も，
また改造のなかった 13件の事故も，パロマ製品の品質劣化が原因となっていることを
見逃してはならないであろう。
このような背景によって 7月 18日の会見では，パロマは自社製品の品質劣化を起こ
した責任があり，市場に出荷されている問題の機種ならびに類型機種のすべてを，無
償で新型に交換するとした。以上， 7月 14日の最初の会見から 7月 18日の二度目の
会見に至るまでの経緯を確認した。
今回の一連の問題で，パロマは強い批判を受けた。その理由の一つに，一度目の会
見と二度目の会見との，同社の発言の帯離があげられる。最初の会見を終えてから三
日間に，当初のパロマの会見内容と相違する複数の事実が明るみになり，パロマは二
度目の会見を開くに至った。二度目の会見で，パロマは当初の見解を大きく修正する
25 品質劣化による安全装置の故障」と「品質劣化による別の部品の故障」との違いによる，事故発生
原因のそれぞれの構造については，経済産業省 (2006:p.U.15) に詳しい。
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こととなった。三日間としづ短期間での軌道修正が，パロマの組織的な管理体制に疑
問をもたらすこととなった。両会見での発表の相違を，図表 2-1に整理した。
図表2-1 パロマ発表の相違
7月 14日の会見 7月 18日の会見
事故の把握 1991年から 6件 1985年から 27件
事故の原因 修理業者などによる不正改造 配線の改造と製品の品質劣化
事故への対応 無償交換はしない 対象製品を新型と無償交換
出典:日本経済新聞社2006年7月 19日朝刊p.3をもとに筆者作成。
二度目の会見から二日経った 7月20日には，さらに新たな事実が明らかとなった。
パロマは修理代行業者で、あるパロマサーピスショップに対して，安全装置の改造を促
す文書を発行していたとする調査結果が，警視庁より公表された。事故が発生した 4
種類のガス機器は，いずれも 1980年代に製造され販売されたものである。市場に流
通していた 1980年代前半から半ばにかけて，これらの機器で安全装置の基板に「は
んだ割れ」の不具合が発生した。その結果，湯沸かし器が正常に作動しなくなるとい
った苦情がユーザーより多数ょせられた。修理をするためには，新しい安全装置に取
り替える必要があった。しかし 安全装置の製造が間に合わず，パロマでは慢性的に
安全装置の在庫が不足していた。ユーザーからのクレームの対応策として，パロマは
修理代行業者であるパロマサービスショップに，安全装置の在庫が届くまでの応急措
置として記線の改造を行うように指示をしていたという。
1987年に北海道苫小牧市で2人が死亡した事故をきっかけに，パロマは配線の改造
により死亡事故が発生していることを把握した26。それを受けて 1988年に，同社は全
国の営業所に「不正改造jを行わないようにとの注意文書を配布している。その結果，
1988年以降の「不正改造」は減少したとされる。しかし，該当製品が最初に製造され
販売された 1980年から r不正改造」が原因で死亡事故が発生したことをパロマが認
識する 1987年までの 7年間に，製品の安全装置の品質劣化によって「はんだ害IJれ」
が起きた場合には，修理業者の手によって基板の配線が改造されるという措置が市場
で繰り返し行われた。安全装置の良品在庫が潤沢に出回っていれば，たとえ応急措置
が行われたとしても，再び新しい安全装置へと迅速に交換がなされ，事故は回避でき
た。しかしながら，安全装置の慢性的な在庫不足によって応急措置を施されたガス機
器は，配線の「不正改造」がなされたまま市場に放置された。配線が改造されたガス
機器は，市場でそのまま使用された。ユーザーの使い方によって，もしくはその時の
26二回目の会見で整理されたように，パロマは最初の事故である 1985年より同社製品による事故発生を
把握していたが，事故の原因が「不正改造」であることは 1987年になってから把握したとされているロ
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環境によって，排気ファンに電気が供給されない場合に一酸化炭素が屋内に充満し事
故が発生していた。一連の事故における「不正改造」の発生は， ["はんだ割れ」としづ
製品の品質劣化と，安全装置の在庫不足にくわえて， 1980年から 7年間にわたるパロ
マサービスショップによる応急措置の促進という三つの要素に起因していることが理
解できる。
経済産業省は7月 14日のプレスリリースと同時に，パロマに対して市場に出荷した
該当製品と同種製品あわせて 26万台の点検，修理を指示した。前述のとおり， 7月
14日の会見で、パロマは自社の責任を認めなかったものの，二回目の会見の翌日 7月
19日には，該当製品の無償の点検，回収を開始した。
経済産業省は，市場より回収された該当製品の分析を行い，事故の因果関係をあら
ためて調査した。経済産業省によれば， 8月 19日までの調査で，パロマによって市場
より回収された 137台の故障機器のうち， 7割以上に相当する 99台で安全装置の基板
に「はんだ割れ」が起きていることが確認された(経済産業省， 2006: p.11)。
図表 2-2 パロマ社製ガス瞬間湯沸かし器による一酸化炭素中毒事故の被害状況確
定値
事故原因 発生件数 被害状況
安全装置の不正改造による事故 15件 死亡 18名
重体・重症 2名
軽症 13名
部品の劣化による事故 11件 重体・重症 1名
軽症 22名
事故の原因を特定できないもの 2件 死亡 3名
軽症 1名
ムロ、三ロt 28件 死亡 21名
重体・重症 3名
軽症 36名
出典:経済産業省 (2006: p.11)をもとに筆者作成。
二度目の会見ののち，事故の発生件数および死亡者数についても，再び修Eされる
こととなった。 7月 18日の会見で，パロマは事故発生件数が 28件，死亡者数は 20
名としていた。しかし，その後の 7月21日には， 1989年4月に北海道北見市で発生
していた事故により意識不明の重体とされていた男性が，事故後に死亡していたこと
が確認された。また 7月31日には， 1999年に北海道札幌市で2名が一酸化炭素中毒
により入院していたことも分かつた。これにより，本章の官頭で記述したように，最
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終的な事故発生件数は28件，死亡者数は 21名となった。経済産業省がまとめた最終
的な被害状況を，図表2-2に整理する。
二度目の会見ののち経済産業省の指示に従って，パロマは事故が発生した対象製品
と類似製品をあわせた七機種，合計26万台について，市場での点検と回収交換を無償
で実施することとした。消費者からの問い合わせに応じるため，パロマや LPガス事
業者団体，ならびに経済産業省に相談窓口が開設された。 7月 19日に窓口が開設され
てから 8月 23日までに，全国の消費者から寄せられた問い合わせ件数は， 88，321件
となった。そのうち，本件七機種に関係する問い合わせは， 24，091件で、あった。七機
種に関する 24，091件の問い合わせに対して， 8月23日の時点で 18，211件の点検が実
施された。そのうち 231件において安全装置の「不正改造」が認められた。つまり，
市場で現在でも使用されている機器の中から， 1%以上もの「不正改造」が施された機
器が検出される結果となった。
この事実を受けて経済産業省は，今でも「不正改造Jが施されたまま市場で使用さ
れている製品が数多く存在する可能性が高いと判断をした。事態を重く見た同省は，
市場に出荷された合計26万台の回収を加速させるため，パロマによる製品の自主回収
という形だけではなく，行政処分による回収を行なうこととした。 8月 28日，経済産
業省はパロマに対して， ["安全上きわめて重要な制御装置にはんだ割れが生じ，不正改
造が容易で、あった」として製品の欠陥を認定した。同時に消費生活用製品安全法にも
とづき，対象製品の緊急回収命令を発令した27。こうして， 7月 14日の経済産業省の
第一報から始まったパロマをめぐる一連の問題は，製品の緊急回収命令の発令によっ
て一応の区切りがつけられることとなった。
第三節 ノfロマ事例の論点整理
本節では，パロマの事例より得られる諸論点を整理する。同事例の分析を進めてい
くと，大きく三つの疑問が浮かび上がる。以下に箇条書きで記す。
①パロマはなぜ事故の発生を消費者に通知し，早期リコールを行わなかったのか。
②パロマはなぜ定期的に製品の市場点検をしなかったのか。
③パロマはなぜ安全装置の在庫を切らせていたのか。
パロマは，自社の製品により一酸化炭素中毒事故が発生し，同事故により死亡者が
27消費生活用製品安全法にもとづく経済産業省からの製品回収命令は， 2005年 11月に発令された松下
電器産業に対する石油温風器の回収命令に続いて，二回目のことである。
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出ていることを早期より把握していた。その事実を全国の営業所に知らせて注意喚起
を行つてはいた。しかしながら，広く消費者には通知しなかった。また製品の自主回
収であるリコールも，一連の問題の発生後に，経済産業省の行政処分によってはじめ
て行われることとなった。なぜパロマは，製品の危険性を消費者に通知し，早い段階
から製品の回収を行わなかったのか。それは，製品の危険性を消費者に通知し，リコ
ールを行うべきとする法律が存在しなかったという至極簡単な理由による。現状で，
リコーノレの届け出が法律により義務付けられているのは， 自動車メーカに限られてい
る。ガス機器で事故や問題が発生した場合に，製造業者がリコールを届け出なければ
ならないとする法律はない。製造業では，市場に出荷された製品に不具合などが生じ
人的被害を及ぼす可能性がある場合には，ユーザーへの早期通知や事故防止のために，
企業自らが経済産業省にリコールの届け出を行うことが「慣習」となっている。ガス
機器製造業界でも，パロマ以外の製造業者で、は，社内にリコールを届け出る基準が策
定されている。万一製品に欠陥が発見された場合は，自社の基準に則り，届け出を行
うことが社内で規定されている。しかしパロマには，こうした基準や手続きに関する
規定は存在しなかったとしづ。市場に出荷された製品の総数量にもよるが，一般的に
リコールには多額の費用が必要となる。該当製品の点検や回収・無償交換などによっ
て，問題発覚後にパロマがかけた対策費は合計で、 200億円と言われている。パロマの
2005年度の連結売上規模は 2400億円程度とされており，連結経常利益は 30億円か
ら40億円とされている28。製品リコーノレを届け出れば，パロマには年間経常利益の 5
倍程度の特別損失が発生することになる。製品のリコールを届けなくとも違法ではな
い。仮に，製品の欠陥によって事故が多発していることを公表すれば，多額のリコー
ル費用がかかることになる。すでに市場に出荷した製品について， 5年間分の経常利
益に匹敵する金額をかけて対策を講じるという考えは，パロマにはなかったというこ
とである。
次に，二つ目の疑問について検討する。なぜパロマは定期的に市場で、の製品点検を
行わなかったのか。パロマは，自社製品に「はんだ割れJが発生しやすいという品質
上の問題を，早期より認識していた。ガス事業法では，湯沸かし器などガスを利用す
る機器の安全性を確保するために，機器に対する定期点検の実施を義務付けている。
しかし，パロマによる市場でのガス機器の定期点検は実施されなかった。なぜならば，
ガス事業法で定期点検を義務付けられているのは，機器メーカではなくガス事業者で
あるからである。ガス事業法では，都市ガス事業者には 40ヶ月に一回， LPガス事業
28パロマグループは非上場のため決算内容は公表されておらず，正確な数値はわからない。新聞各社に
よって報道されているパロマに関する数値を集約すると，次のような企業規模がみえてくる。 2005年度
連結売上高 2400億円程度，同経常利益 30億円から 40億円程度，連結従業員数約 1万 400人，給湯器
の国内シェアは約 20%である。約 40%の給湯器、ンェアを持つリンナイに次ぐ，第二位のガス給湯器メー
カである。なおパロマのホームベージアドレスは次である。 (http://www.paloma.co担/index_top.html)。
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者には四年に一回の，ガス機器への定期点検が義務付けられている。定期点検で問題
があった場合は，ガス事業者はユーザーに問題の箇所や修理の方法を通知する。そし
て後日，問題が修正されているか確認のための再調査を行う必要がある。ところが，
ガス事業者による定期点検は，ガス機器の排気筒部分のみが対象となっており，機器
内部の安全装置は点検の対象外とされている。つまり現在の法律では，ガス機器全体
の安全性を確認するという点検義務は，誰にも課せられていないのである290
最後に，三つ目の疑問を検討する。なぜ安全措置の在庫は不足していたのであろう
か。先述のように，市場より回収された「不正改造J機器 137台のうち， 7割以上に
相当する 99台に「はんだ割れjが発生していたことが明らかとなっている。経済産業
省は，この 99台の機器に組み込まれている安全装置の製造年を調査した。経済産業省
の調査によれば， 99台の安全装置のうち， 83台が 1982年以前に製造されていること
が分かつた30 (経済産業省， 2006: p.ll・13)。
市場で「はんだ割れ」を起こした安全装置の大多数は， 1982年以前に製造されたも
のであると予測できる。これには必然性がある。パロマは 1982年4月以降に rはん
だ割れ」に対処するために，社内で品質改良を繰り返し行っていた。その結果， 1983 
年以降に製造された安全装置では「はんだ割れ」の発生件数は大幅に減少している。
これらの背景が，安全装置の在庫不足を起こした主な要因となっているのではないか
と推測できる。つまり，同ガス機器は 1980年から製造が開始され 1989年までに合計
24万台が全国に出荷されている。 1980年から 1982年までの三年間に製造された機器
には， rはんだ割れ」が高い確率で発生する安全装置が組み込まれていた。市場に出荷
された製品は，全国のユーザー先で「はんだ割れ」を起こし，安全装置を交換する必
要性が一斉に生じた。ところが，安全装置を交換する必要があったとしても，少なく
とも 1982年までに製造された安全装置は品質に問題があった。 1983年以降は，品質
改良されつつある安全装置が製造された。しかしながら，すでに市場へと出荷された
機器のメンテナンス用として，安全装置の良品在庫が安定供給されるまでには，長期
的な時間を要することとなったと予測することができる。またパロマは，該当機種の
最終出荷から七年後にあたる 1996年には，該当機種用の安全装置の生産を打ち切り，
以降は在庫を持ち合わせていなかった。通商産業省(現経済産業省)は，家庭用の電
気器具やガス器具については，製造中止から七年間は部品を安定的に供給できる体制
を保つようにと製造業者を指導していた。パロマはそれに従い，ちょうど七年間で安
全装置の在庫を打ち切っていた。このように， 1980年の製品製造から数年間にわたる
29 7月 14日の会見で，パロマは市場に出荷されている 26万台の機器に対して， 1992年に一斉点検を実
施したとしている。しかし当時の一斉点検でどのような問題が確認され，どのような防止策が施されたの
かといった情報は明らかにされていない。
30残りの安全装置の製造年は， 1983年が 3台， 1984年が 1台， 1985年が 5台，不明が 7台となってい
る。
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品質劣化の発生と， 1996年にはメンテナンス用としての安全装置の生産を打ち切ると
いった複数の要因が重なった。その結果，安全装置の良品在庫は，事故が発生した 1985
年から 2005年にかけて，慢性的に不足していたと推測される。
以上，パロマの事例分析と，それにより抽出される疑問点について考察をおこなっ
た。本章の分析ならびに考察より，法令を遵守することと CSRとは全くの別物である
ことが理解できる。パロマは，当時のガス事業法などの法令を遵守していた。その結
果，事故は 20年開放置され， 21名の死亡者が出た。これが事例の分析を通じて得ら
れる経緯である。同事故発生の根本的な原因は，当時のガス機器のメンテナンスをめ
ぐる法律の不備にある。 2006年7月の同事故発覚当初には，パロマの CSRを非難す
る声も多く出た。しかし本稿は，同事故の発生原因をパロマの CSR欠如に求めること
は支持しない。なぜならば， CSRとは企業の自主的な意志によって確保されるもので
あり，そのような「自由度」を持った概念に，事故の防止を期待するほうが危険だか
らである。 CSRでは社会の問題は解決できない。殊に，人命にかかわる事故の防止に
は，政府よる監視や法律による規定や義務が必要であるというのが本稿の立場である。
なお， 2010年 5月 11日，東京地裁が「パロマ湯沸かし器事故判決」を同社の元社
長ならびに元品質管理部長へ言い渡した。結果は，執行猶予付きの有罪判決で、あった。
判決の要旨では， r一連の事故は不正改造に起因したものだが，それを理由に安全対策
を回避するのではなく，何よりも使用者の安全を優先し，ガス器具を社会に提供する
企業の責任を踏まえた対応が求められていたと言える。J(読売新聞， 2010年 5月 12
日:p.29) とされており， CSRを履行しなかった是非が問われている。パロマ側は控
訴するか検討中とのコメントを発している。 CSRを踏まえた対応をしなかったために
有罪判決が下せるのか否かという点で，本件は今後も注視されることと思われる。
おわりに
本章では，法令道守は CSRの一部であるのか，それとも法令遵守と CSRは全くの
別物であるのかといった点への考察を試みた。小論で、は，法令遵守と CSRとの関係に
ついて知見を得るために， 2006年の夏に明るみとなった，パロマ社製瞬間湯沸かし器
による一酸化炭素中毒事故の事例を分析した。
パロマの事例を詳細に分析した結果，次の三つの疑問が出てきた。一つ目は，なぜ
事故の発生を消費者に通知し，早期リコールを行わなかったのかという点であった。
二つ目は，なぜ定期的に製品の市場点検を行わなかったのかという点で、あった。そし
て三つ目は，なぜ不良部品の代替在庫を切らせていたのかという点であった。この三
点については，法令によりパロマに何かの実施義務が課せられているわけではなかっ
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た。そのため同社は，この三点について対策を講じることはなかった。事例の分析を
進めた結果，パロマは法令を遵守していることを担保に，事故の発生以来20年間にわ
たり根本原因を解明する努力を怠っていたという事実が得られた。
かような事例を観察することにより，法令道守が企業の CSRを高めることにつなが
るとしづ保証はどこにもないことが分かつた。つまり，法令を遵守することと CSRと
は全くの別物であるという理解を得た。さらに同事故の発生原因は，パロマの CSRが
欠如していたことによるとするのではなく，当時のガス機器のメンテナンスをめぐる
法律の不備によるとすることが肝要であるとの見解を示した。 CSRとは企業の自主的
な意志によって確保されるものであり，そのような「自由度Jを持った概念に事故の
防止を期待するほうが危険だからであるという点を結論として提示した。
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第三章 rCSRの逆説」と政府の責任
lまじめに
本稿はl CSR (Corporate Social Responsibility)を基軸にしながら，企業の責任領
域と政府の責任領域について検討することを目的としている。この課題を具体的に検
討するに際して，ジョブ・カード政策とセーフティーネット政策という二つの政策を
観察する。これらの政策を取り上げる理由は次の通りである。二つの政策は，同時期
に実施されたものであり，かっ非正規社員の雇用対策が目的であるという類似性を持
っている反面で，政策を進める主体者が，それぞれ企業と政府と異なっている。同じ
時期に同じ目的を持ちながらも政策の実施主体が企業と政府と異なる場合に，二つの
政策の成否はどのように変わってくるのか。この点を確認することによって，企業と
政府の責任領域があらためて検討できると考えるからである。本稿では，この二つの
政策の成果を観察することによって，社会の課題解決は企業の自主性に委ねるのでは
なく，政府主導による政策の遂行が有益であるという結論を提示する。また CSRに過
度の期待を寄せてしまうと，政府が社会の課題を解決する適切な時期を逃してしまう
ことにもなりかねないとし寸可能性にも言及する。
ジョブ・カード政策はl 1990年代の就職氷河期を通じて発生した非正規社員に対す
る救済策として企画された。企業が，自社とは関係のない社外で働いているパート，
アルバイト，契約社員といった雇用者層を自社内に受け入れ，給料を支給しながら職
業訓練を実施して，正社員としての道をひらくというものである。ジョブ・カード政
策は，初年度で 1万人の企業内実習受講者を出すことを目標として 2008年 4月より
開始された。結果はl 2008年8月末の時点では，同政策に協力した企業は4社，受講
者は 34人という数字であった。開始から一年が過ぎた 2009年3月末では，協力した
企業は通算で217社，受講者は439人となったものの，この政策を通じて正社員とな
った者は 102人であった。ジョブ・カード政策はl CSRに理解を示す企業が，同政策
の実施に協力してくれるという政府側の期待のもとに作られていた。ところが実際は，
政策が開始されて一年が過ぎても，芳しい結果は得られていない状況にある。
一方セーフティーネット政策は， 2008年秋のリーマンショック以降の景気後退に際
し，非正規社員への救済策として政府主導で進められた。同政策が推進される過程で，
雇用保険法が改正され非王規社員への適用条件が緩和された。また政府から企業へは，
改正された雇用調整助成金制度を活用し非正規社員の職を維持するようにとの呼びか
けも行われた。その結果，いわゆる「派遣切りJと称される雇止めの扱いとなった非
正規社員は 23万人に留まり，比率にして非正規社員全体の1.3%に抑止された。一方，
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雇用調整助成金制度によって休業扱いとなった非正規社員は，最大で 153万人程度と
なった。企業が，休業や残業短縮などを行いながら助成金を活用して，必要とする非
E規社員の職を維持していることが伺われる。
これらの観察を踏まえると，企業の自主性のみに社会の課題解決を委ねるのは難し
いと思える反面で，政府が公共政策を通じて企業の行動を導くことにより，課題は解
決されることが伺える。企業の責任領域の中で，企業各社がもっとも重視するのは利
益の確保である。利害関係者ではない社外の非正規社員を社内に受け入れて，実務訓
練を実施するという意思は企業には働かない。しかしながら すでに業務を推進する
一員として機能している社内の非正規社員については，様子が異なる。政府からの補
助に応じて，コストに見合った利益が確保できるようであれば，企業は彼らの職を維
持するように努めるのである。このように，企業の利益確保の意思と政府からの補助
とを組み合わせることによって，雇用対策は機能することが観察できる。
非正規社員への救済策として，安倍政権ならびに福田政権ではジョブ・カード政策
が実施され，麻生政権ではセーフティーネット政策が実施された。しかしながら，非
正規社員に対するセーフティーネットの脆弱性は，小泉政権の時より指摘されていた。
比較的景気が安定していた安倍および福田政権で，企業の自主性に頼るジョブ・カー
ド政策ではなく，政府主導によるセーフティーネット政策に本格的に着手していれば，
リーマンショック以降のような非正規社員をめぐる騒ぎは起きなかったのかもしれな
い。このように政府が CSRに期待をすることによって，逆に政府が社会問題を解決す
るタイミングを逃す可能性があることを指摘しておきたい310 企業が利益活動を超え
て社会問題の解決に貢献することが CSRの趣旨であるが CSRへの過度の期待が結
果的に問題の解決を遅らせることになるのであれば，そこには rCSRの逆説」という
ものが存在するのである。企業にとっては，利益の確保が最重要事項である。この点
をかんがみれば，政府の責任は課題解決の主導権確保であり，企業の責任は利益の確
保であり，かっ，政府が社会の課題解決のために企業の参画を求める場合には，企業
31ロパート・ライシュも， CSRに期待することの危険性について述べている。ライシュは「企業による慈
善事業のもっとも大きな落とし穴は，そうした善行によって人々が企業には慈善的マインドがあり，いざ
というときに頼ることができる存在だと考えるようになることだJ(ライシュ， 2008: p. 281)と述べてお
り，この点について筆者は彼の意見に同意する。一方ライ、ンュは， CSRを「企業が社会的美談に取り組む
と宣言することによって，かつて若干の企業によって引き起こされた，人々が心配するような出来事につ
いて，政府が立法や規制で対処するのを未然に防げるJ(同:p. 232)ものであるとしている。また「企業
は社会的責任を持った道徳的な存在であるというメッセージは，そのための法律や規則を制定する取組か
ら，そもそも人々の関心をそらしてしまうJ(同 p.285)ものであるともしている。つまり，企業は CSR
を利用して政府による規制を回避することが出来るという文脈であるが，この意見には筆者は同意できな
い。日本の企業と政府の関係は，規制をめぐる交渉や意見調整が中心であり， CSRが規制回避の緩衝材に
なっているという兆候は見られなし、からである。本稿での筆者の視点は iCSRに期待をすると政府が問題
解決を実施する的確なタイミングを逃すことになる」というものである。筆者とライシュの CSRに対する
視点の相違をここに明らかにしておきたい。
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が利益を確保できるような政策上の誘引をイ乍ることが必要であるとの結論が得られる。
第一節 ジョブ・カード政策の概要
ジョブ・カード政策は，安倍政権が策定した「成長力底上げ戦略」の中で企画され，
続く福田政権下で実施された雇用政策である。「成長力底上げ戦略」の基本構想で「“誰
でもどこでも職業能力形成に参加でき，自らの能力を発揮できる社会(能力発揮社会)"
の実現を目指す。このため，将来に向けての突破口として，国，自治体，産業界等社
会全体で，以下の取組を進める。J(成長力底上げ戦略構想チーム， 2007: p.2)という
趣旨が語られ，職業能力形成システムである通称「ジョブ・カード制度」の構築が宣
言された。
制度づくりを進めるために，ジョブ・カード構想委員会が組織された(ジョブ・カ
ード構想委員会， 2007a: p.l)。構想委員会は，学習院大学教授，東京都中小企業団体
中央理事・労働委員会副委員長，株式会社リクルートワークス研究所所長，電機連合
副委員長，横須賀商工会議所名誉会頭，日本 IBM人財ソリューション株式会社常務執
行役員，独立行政法人労働政策研究所・研修機構統括研究員，自動車総連副会長，慶
慮義塾大学教授， 日本労働組合総連合会副事務局長という委員で構成された。なお委
員長には，松下電器産業株式会社32相談役が就任した。第一回目の会議は， 2007年 5
月に開催された。会議には，先の構想委員にくわえて，内閣府特命担当大臣(経済財
政政策)，内閣府審議官，内閣府政策統括官，内閣府大臣官房審議官，文部科学省生涯
学習総括官，厚生労働省大臣官房審議官，経済産業省産業人材参事官が出席した。
内閣府特命担当大臣が会議冒頭のあいさつの中で， r (略)90年代の就職氷河期に社
会に出た人たちがなかなか正社員の職が得られないままフリーターを繰り返している
と。日本の場合は企業内訓練が中心ですので，正社員になれないと能力開発の機会も
ない。能力開発の機会がないまま良い職も得られないとしづ悪循環に陥っていると。
何とかきちんと設計されたプログラムで企業の現場で職業訓練を誰もが受けられるよ
うな制度はできないだろうかということでこのジョブ・カードという議論がスタート
致しました。J(ジョブ・カード構想委員会， 2007b: p.l)と述べた。ジョブ・カード
政策は，とくに r90年代の就職氷河期」を通じて発生した「非正規社員」と呼称され
るようになった雇用者層に対しての救済策であることが強調された。
図表 3-1は，全雇用者数のうちの非正規社員の比率等をまとめたものである。総務
省「労働力調査(詳細集計)Jによれば， 2008年時点の日本の雇用者数(役員を除く)
32松下電器産業株式会社は， 2008年 10月にパナソニック株式会社へと社名を変更している。
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は約 5，200万人である。そのうちパート，アルバイト，派遣社員，契約社員といった
非正規社員は 1，760万人であり，雇用者全体に占める割合は 34%強となった。もっと
も1，760万人のすべてが r90年代の就職氷河期Jを通じて，自らの意志に反して非正
規社員になったというわけではない。パブノレ経済の頂点で、あった 1990年でも，雇用
者全体の 20%は非正規社員で、あった。厚生労働省「平成 19年就業形態の多様化に関
する総合実態調査結果」によれば，雇用者が非正規社員として働いている理由のうち
「正社員として働ける会社がなかったから」としているものの割合は，約 20%となっ
ている。これらのデータより， 1，760万人のうちの 20%である 350万人程度が，自ら
の意志に反して非正規社員に甘んじているとみられる。すなわち， 350万人程度がジ
ョブ・カード政策の対象規模として捉えることが可能であろう。
図表 3-1 正規・非正規社員の内訳ならびにジョブ・カード政策の対象規模
全雇用者数(役員除く) 5，200万人
正規社員 3，440万人 (66%)
非正規社員(パート，アルバイト，派遣，契約等) 1，760万人 (34%)
非玉規の理由:正規で働ける会社がなかった 350万人(非正規の 20%)I 
出典:総務省 (2009a) r労働力調査(詳細集計)J ，厚生労働省 (2008a) r平成 19年
就業形態の多様化に関する総合実態調査結果」より筆者作成。
ジョブ・カード政策の内容は，大きく二つに分けることができる。一つは，企業が
受講者と半年程度の雇用契約を締結して，給料を支払いながら社内で実務訓練を実施
する「有期実習型訓練」である。もう一つは，おもに専門学校などの教育訓練機関が
主体となって職業訓練を実施する「日本版デ、ュアルシステム」である。本稿の関心は，
ジョブ・カード政策に対して企業各社がどのような反応を示すのかという点にある。
よって本稿では，特別の断わりがない限り，ジョブ・カード政策は「有期実習型訓練」
を意味することとする。
ジョブ・カード構想委員会の議事録を確認すると，同政策は策定過程の初期段階か
らCSRに期待をしたもので、あったことが理解できる。構想委員会の第一回会議で，内
閣府と厚生労働省の出席者からは，ジョブ・カード政策の成功には企業の積極的な取
り組みが不可欠であるとの意見が述べられている。一方，学識経験者からは，企業や
産業界にお願いをするだけでジョブ・カードというシステムが構築できるのだろうか
としづ疑問が提起されている。構想委員会の第二回会議は 2007年 6月に開催され，
第三国会議は同年 7月に開催されている。これらの会議でも ジョブ・カード政策の
成功は CSRにかかっているという趣旨の発言が，各委員より繰り返しなされている。
第四回会議は同年 12月に開催され，同会議において構想委員会から内閣府特命担当大
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臣へ，構想委員会のアウトプットである最終報告書が提出された。同報告書には， r産
業界の役割」として企業各社が「企業の社会的責任 (CSR)の観点、から，地域社会へ
の貢献や若者の職業キャリア形成支援等の面で持続可能な社会の在り方を求めていく
という『公』の視点、を持つニと」が期待されると明記された(ジョブ・カード構想委
員会， 2007c: p.17)。
ジョブ・カード構想委員会は2007年 12月の最終報告書の提出後に解散となり，代
わって 2008年3月にはジョブ・カード推進協議会が組識された。ほとんどの委員は，
構想委員会からの引き続きの就任で、あった(ジョブ・カード推進協議会， 2008a: p.l)。
第一回会議では，松下電器産業とキヤノンによって，ジョブ・カード制度企業内実習
の先行実施が開始されることが，厚生労働省より公表された。また同年 4月から制度
を本格的にスタートさせ， 2008年度中には 1万人程度の企業内実習受講者を出したい
という目標値も同省より合わせて示された。同年6月には，第二回会議が開催された。
そこでは 4月から開始となった同政策の進捗が報告された。 4月から制度の運用が始
まったものの，企業内実習に協力する企業は松下電器産業とキヤノンといった先行実
施の二社にとどまり，受講者数も 30数名であることが報告された。第二回会議で，同
政策への協力企業数があまりに少ない点は，今後の大きな課題とされた。同じく 6月
には推進協議会より ジョブ・カード政策を広めるための「全国推進基本計画」が発
表された。計画書には，先の課題を克服するために「特に CSRに関心のある企業に関
する情報を収集」し，それらの企業に対して「ジョブ・カード制度の説明を行うほか，
地域社会への貢献や若者の職業キャリア形成支援等の観点から職業能力形成プログラ
ムへの参加を勧奨し関連企業も含めた検討を依頼するJ(ジョブ・カード推進協議会，
2008b : p.13) としサ対策が明記された。同年 9月には，第三回会議が開催された。
第一回会議にて実務訓練受講者の年間目標を 1万人としていたが， 8月末までの実績
は，ジョブ・カード政策に協力した企業は 4社，企業内で実務訓練を受けた受講者は
34人としづ数字に留まっていることが厚生労働省より報告された。政策の開始が 4月
からと間もないこともあるという理由に加えて「企業の実情といたしまして，フリー
ク一等を外部の労働市場から新たに雇い入れるということに対して，障踏が見られる」
(ジョブ・カード推進協議会， 2008c: p.7) という見解も提示された。また同時に，
制度のさらなる普及促進のために，参加企業の開拓を日本商工会議所にも既に委託し
たことも，あわせて報告された。図表 3-2は，政策が開始された 4月から 8月まで
の実績ならびに 2008年度通年の実績を整理したものである。
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図表 3-2 ジョブ・カード政策の実績
時期 協力企業数 実務訓練受講者数 正社員採用数
‘08年4月'""8月 4社 34人 n/a 
(以降，日本商工会議所が開拓に尽力) (松下，キヤノン含む)
'08年4月'""'09年3月 217社 439人 102人
出典:厚生労働省 (2008b: p.4) rジョブ・カード制度の進捗状況J，同 (2009d:p.1) 
「ジョブ・カード制度の進捗状況と今後の展開についてJ，日本商工会議所 (2009: 
p.1) rジョブ・カード制度を活用した中小企業の人材育成・確保への商工会議所とし
ての取組状況Jより筆者作成。
企業の開拓を日本商工会議所に委託したことにより協力企業数は増えたものの，
2008年度の通年実績は 217社に留まった。協力企業数の増加に伴い実務訓練の受講者
数も通年で439人となったが，実務訓練受講者の中から正社員として採用された人材
は 102人で、あった。総務省統計局の調査によれば，日本には 151万社の企業が存在す
るお(総務省， 2006: p.6)。日本に存在する企業数とジョブ・カード政策に協力をし
た企業数とを照らし合わせると，同政策に賛同した企業の数があまりにも少ないこと
が理解できる。近年，日本では CSRに関する議論が活発になされるようになった。自
社が推進する CSRの内容をホームページ等で大きく宣言する企業も多い。ところが，
CSRに期待をして策定されたジョブ，カード政策へは，ほとんどの企業は何の関心も
示していない。これが日本企業による CSRの一面である。
第二節 セーフティーネット政策の概要
2008年9月のリーマンショックを契機に，日本の企業は非E規社員を中心に雇用者
を解雇し出した。非王規社員をめぐる解雇の様子は，連日のようにマスメディアによ
って報道された。企業が非正規社員を解雇する様は「派遣切り」と呼ばれ，住居を失
った解雇者を一時的に非難させる「年越し派遣村」も大きな話題となった。当時のマ
スメデ、イアの報道は，非正規社員のうちの大部分が，次々と解雇されているかのよう
な錯覚を与えるもので、あったと言えよう。
厚生労働省の調査によれば， 2008年 10月から 2009年 9月までの期間満了もしく
は解雇による非正規社員の雇用調整対象数は，全国で23万人で、あった。対象者数を都
33 ここでの「企業」とは，株式会社，有限会社，合名会社，合資会社，合同会社，相互会社の合計であ
り，本社と支社を含めた全体を指している。単独事業所の場合は，その事業所だけで「企業Jとなる。詳
細は総務省 (2006: p.6) を参照。
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道府県別に見ると，もっとも多いのが愛知県で38，733人，次いで長野県が 10，119人，
以下，静岡県が 9，473人，三重県が 8，667人となっている(厚生労働省， 2009a:p.1-4)。
これらの県には，自動車や電機といった製造業の工場が立地している。外需への依存
度が高かった製造業のうち，とりわけ自動車や電機といった産業において，非正規社
員を中心に雇用調整が進んでいることが伺える。
図表3-3は，リーマンショック後の非E規社員の状況を整理したものである。第一
節でも触れたように， 2008年時点での非正規社員は全体で 1，760万人である。
図表3-3 リーマンショック後の非正規社員の状況整理
非正規社員数 1，760万人
雇い止め(1派遣切りJ)'08年 10月'"'-"09年9月 23万人(1.3%)
雇用調整助成金制度による休業者(最大値) 153万人 (8.7%)
現状維持 1，584万人 (90%)
出典:厚生労働省 (2009a:p.l) r非正規労働者の雇止め等の状況についてJ，同 (2009b:
p.1) r雇用調整助成金等に係る支給決定状況J，総務省 (2009b: p.l) r労働力調査の
結果を見る際のポイント No.9Jより筆者作成。
リーマンショック後に，いわゆる「派遣切り」と称される雇止めの扱いとなった非
正規社員は， 23万人である。これは，非正規社員全体の1.3%に相当する。一方，詳
細は後述するが，政府の施策である雇用調整助成金制度によって休業者扱いとなった
非正規社員は，最大で 153万程度になると予測できる。これは全体の8.7%に相当する。
またリーマンショック後にあっても，従来と変化なく職を維持できている非正規社員
は1，584万人であり，全体の 90%となっている。つまり，リーマンショック後の非正
規社員をめぐる状況は，解雇となったのは全体の1.3%に過ぎず， 8.7%は政府による施
策によって休職扱いとなり， 90%の非正規社員は現状を維持しているということであ
る。冒頭でも触れたように，本稿の関心は政府と企業の責任領域を検討することにあ
る。よって以下では，政府の施策によって 8.7%の非正規社員が休職扱いとなり，解雇
を免れている点に注目をしながら論考を進めることとする。
本稿では，リーマンショック後に政府が着手した非正規社員への保護政策を，総称
してセーフティーネット政策と呼ぶこととする。具体的には，雇用保険法の改正強化
や雇用調整助成金制度の整備といった二つの施策を意味する。
リーマンショックの発生後，政府は非正規社員のセーフティーネットの機能強化を
はかるために，雇用保険法等の一部を改正する法律案の国会審議を進めた。 2009年3
月 10日に衆議院本会議において趣旨説明を行い，同 18日に可決，同 27日には参議
院本会議においても可決し，法律案は成立するという迅速な対応で、あった。厚生労働
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省の発表によれば「雇用失業情勢の悪化の影響として，派遣労働者や契約社員の雇止
めなどの雇用調整の動きが拡大する中で，雇用保険制度のセーフティーネット機能を
強化することが必要であるとともに，雇用失業情勢の悪化等の影響を深刻に受ける者
等への支援を重点的に強化し，安定した雇用に向けて，早期再就職をより一層促進す
ることが緊急の課題となっているJ(厚生労働省， 2009c: p.1) として， 2009年3月
31日より雇用保険制度の改正が行われた。主な改正事項としては，雇用保険の適用範
囲の拡大があげられる。従来であれば一年以上の雇用見込みがある場合に雇用保険が
適用されることとなっていたところ，法改正によって，半年以上の雇用見込みがある
場合へと条件が緩和された。また，すでに解職されたものに対しては，従来は解職日
以前の二年間に通算して 12ヶ月以上の被保険者期聞が必要であったところを，解職日
以前の一年間に通算して 6ヶ月以上の被保険者期聞があれば，雇用保険の受給資格を
得られるようになった。さらに 離職後に再就職が困難だと認められた場合は，雇用
保険の給付日数が 60日延長されることにもなった(厚生労働省， 2009c)。
政府は，雇用保険制度の改正のほかにもセ←フティーネット政策を展開した。雇用
調整助成金制度を拡充させることにより，企業が非正規社員の職を維持しやすいよう
にと，政府は各種の工夫をこらしている。たとえば景気の後退で、受注が減った企業に
おいて，雇用者を即刻解職せずに休業の扱いとした場合には，雇用調整助成金や中小
企業緊急雇用安定助成金から必要とされる費用の一定割合が，助成金として支給され
るようになった。中でも「雇用維持事業主申告書」を提出し，休業後に解雇を行わな
いとの申請をした企業には，助成率が上乗せされるようにもなった。また，残業を削
減することによって派遣労働者等の雇用の安定化を図る企業にも，奨励金が支給され
るようになった。さらに，派遣労働者を使用している企業が，派遣期間が終了する前
に派遣労働者を社員として直接雇い入れる場合には，さらに奨励金が増額されて支給
されるとしづ制度も整えられた(厚生労働省， 2009f)。
雇用調整助成金制度は， リーマンショックの発生以前から制度としては存在してい
た。それが， リーマンショック後の景気の後退に際して政府が制度の強化をはかった
ことで，企業による同制度の活用数は大幅に増加した。非正規社員の雇止め増加が懸
念される中で，雇用調整助成金制度を活用して休業者扱いとされたものは，ピーク時
の2009年1月には 153万人となった(総務省， 2009b: p.1)。仮にリーマンショック
後の景気後退期に，政府が非正規社員の雇止めを防止するための政策を展開しなかっ
た場合，ピーク時で 153万人となった休職者の全てが解雇されていたとする保証はな
い。しかしながら， 153万人のうちの何割かは解雇の対象となっていたとすることは
可能であり，雇止めの総数は23万人で、済んで、いたという保証はない。みずほ総合研究
所の大和によれば，雇用調整助成金制度によって 2009年6月の段階では45万人もの
失業が回避されていると試算されている(大和， 2009: p.2)。仮に同試算が正しけれ
46 
ば，リーマンショック後の一年間に発生した非E規社員の雇止めはお万人で留まる事
はなく， 45万人を加えた合計 68万人程度の解雇者が発生していた可能性がある。 68
万人の雇止めは非正規社員全体の約 4%に相当する。現実には非正規社員の雇止めは全
体の1.3%に抑止されており，両方の数値を照らし合わせれば，政府の介入によるセー
フティーネット政策は大きな効果を上げていることが観察できるであろう。
第三節 政策成否の独立変数
第一節ではジョブ・カード政策の概要を確認した。ジョブ・カード政策は CSRに期
待をして策定された政策であった。ところが， CSRを掲げる日本企業各社がジョブ・
カード政策に興味を示すことはなかった。結果として同政策は失敗に終わった。第二
節ではセーフティーネット政策の概要を確認した。セーフティーネット政策は，政府
が主導をして景気後退期の非王規社員の雇止めを未然に防止する政策で、あった。政府
の積極的な介入により，リーマンショック後一年間の非正規社員の解雇は，非正規社
員全体の1.3%の人数に抑止された。政府主導の政策が，迅速に問題を解決した形とな
った。ジョブ・カード政策とセーフティーネット政策は，非正規社員の雇用問題を解
決するという同様の目的を掲げ，同時期に実施された政策であった。ところが，政策
の結果は大きく異なるものとなった。
この二つの政策を観察することにより，企業には合理的選択とも言える打算が働い
ていることが理解できる。つまり，ジョブ・カード政策の観察を通じて確認したよう
に，企業は社外のパードやアルバイトといった人材への教育には無関心である。また，
非正規社員の雇止めが全体の1.3%に留まっているとしても一年間で 23万人の人材が
解雇になっている事実をかんがみれば，景気の後退に伴い必要なくなった人材を，企
業は容赦なく切り捨てるという一面もある。ところが，一時的な仕事の減少により人
材が必要なくなったとしても，企業は仕事をすでに覚えている社内の非正規社員をす
ぐさま全数切り捨てることはしない。政府からの政策的支援があり，費用対効果を検
討して利得があれば，企業は必要のない人材で、あっても休職扱いとして社内に温存す
ることもある。つまり企業は， CSRの思想、にもとづいて雇用の問題に取り組んでいる
のではなく，自らの打算によって裏付けされた合理的な選択を行っているに過ぎない
ということである。かような見解にもとづき，本節では政策の成否を決める独立変数
について以下に整理を行う。
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図表 3-4 企業と政策に関する政策成否の独立変数
企業と政策 独立変数=利益
利益あり 利益なし
ジョブ・カード政策 失敗
セーフティーネット政策 成功
出典:筆者作成。
図表 3-4は，企業と政策の関係を整理したものである。企業と政策の関係では，政
策の成否を決める独立変数は利益である。企業が政策の実施者になることが求められ
る場合，企業に利益をもたらす政策であれば企業の協力が得られて成功を納める。反
対に企業に利益をもたらす政策でなければ，企業の関心や協力は得られずに，その政
策は失敗に終わるのである。ジョブ・カード政策は，企業にとって利益がなかったた
めに失敗をしたのである。またセーフティーネット政策は，企業にとって利益があっ
たために成功をしたのである。この点については，リンドブロムも以下のような指摘
をしている。
政府はある一定の活動を禁じることはできるけれども，日本の政府でさえ，
政府の求めている機能を果たすよう，企業の経営者に対して積極的に命令
することはできない。企業経営者は，彼らの利益を追求するという目的で
自発的にそうしようと決めた場合のみ，新たな雇用を創出したり，その他
の活動を行うのである(リンドプロム， 2004: p.131)。
一方，政府と政策の関係では，政策の成否を決める独立変数は主導権である。政府
は政策の実施主体として，その遂行において主導権を確保しなければならない。また
企業等の他アクターへ協力を求める場合でも，彼らが政策に参画するための誘引を，
政府が主導をして作り出さなければならないのである。ジョブ・カード政策は，政府
が政策遂行の主導権を取らずに企業に依存をしたために失敗をした。かっ企業が政策
に協力をするための誘引策を，政府が講じることもなかったために芳しい結果は得ら
れなかった。一方，セーフティーネット政策は，政府がリーマンショック後の労働市
場に積極的に介入し，非正規社員の雇止めを防止するために，主導権をもって運営に
あたったために奏功した。また仕事量が減少する中にあっても，企業が非正規社員を
解雇せずに休職扱いとするように政府が誘引策を講じることによって，非正規社員の
雇止めの被害は最小限に抑えられた。かような分析にもとづき，政府と政策の関係を
図表 3-5に整理する。
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図表3-5 政府と政策に関する政策成否の独立変数
政府と政策 独立変数=主導権
主導権あり 主導権なし
ジョブ・カード政策 失敗
セーフティーネット政策 成功
出典:筆者作成。
政府と政策の関係では，ジョブ・カード政策は政府に主導権がなかったために失敗
をした。セーフティーネット政策は，政府に政策を推進する主導権があり，協力を得
なければならない企業への誘引策も政府が策定したことにより成功した。この点につ
いて再びリンドブロムを引用すれば，政府と政策の関係については，以下のような指
摘をしている。
政府の公務員は，たとえ企業の経営者がわざわざ要求を口にしなくても，
経済界が何を必要としているのかを探り出さなければならない。また，生
産や雇用，成長を促すために，経営者に対して彼らが必要とするものを十
分に与えなければならない(リンドプロム， 2004: p.133)。
市場システムにおいては，企業は誘因を与えられたときにのみ活動するの
で，政府は必要な誘因を提供するような政策を追及しなければならない。
誘因の形態は時に応じていくぶん変化するとしても，基本的に誘因が必要
であることには，変わりはない(同:p.147)。
このように論じ， リンドプロムは政府と政策とのあり方については，政府が政策を
推進する上での主導権を握り，企業などの関係アクターの行動を導いていけるように
することが肝要であることを強調している。
以上，二つの政策への観察を通じて，政策の成否を決める独立変数を確認した。企
業が政策の実施主体者である場合の独立変数は利益であり，政府が政策の実施主体者
である場合の独立変数は主導権であるならば， CSRに期待をよせて企業の自主性のみ
に社会の課題解決を委ねるのではなく，政府が政策を通じて企業の行動を導くことに
より，社会の課題を解決していくことが最適な方法であるとの結論が得られる。 CSR
では社会の課題は解決できない。政府が主導する公共政策を通じて，はじめて社会の
課題は解決されるのである。
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第四節 rCSRの逆説」の発生
環境省は「環境にやさしい企業行動調査」を実施している。これは，どの程度の企
業が，環境報告書・ CSR報告書・持続可能性報告書などと呼ばれる CSRに関する報
告書を作成しているかを調査したものである。東京，大阪，名古屋の 1部および2部
上場企業2，516社じ従業員 500人以上の非上場企業3，968社，合計で6，484社を対
象に，2008年7月にアンケート調査が実施されている。有効回答数は2，819社であり，
回収率は 43.5%であった。日本では， 2000年以降に CSRの議論が展開されることが
多くなった。同調査結果によれば， CSRに関連するレポートを発行する企業の割合は，
2000年では 16%に過ぎなかったものの， 2006年には 38%にまで増加している(環境
省， 2008: p.5) 0 CSRレポートを発行するためには，企業は自社の CSRに対する考
えや方針を整理するだけではなく，それらに基づいて，実際に CSRに関する行動を取
らなければならない。ゆえに，近年で 38%もの企業が CSRレポートを発行している
ということは，実践されている CSRの内容や質は別としても， 日本の企業や社会が
CSRに対して高い関心を持っていることを示している。
本稿は前節までの観察から， CSRでは社会の課題は解決できない，政府が主導する
公共政策を通じて，はじめて社会の課題は解決されるという見解を得ている。 CSRで
は社会の課題は解決できないが，現実として企業や社会による CSRへの期待や関心は
高い。このような状況で懸念されることは，企業の責任領域と政府の責任領域があい
まいになる可能性が高まるということである。なぜならば， CSRとは企業が利益活動
を超えて社会の課題解決に貢献することであるが，つまりそれは，企業が政府の責任
領域に踏む込むことにほかならない。企業が政府の責任領域に踏み込みながらも，社
会の課題が解決できない場合，それは企業の責めに帰すべきこととなるのか，それと
も政府の責めに帰すべきこととなるのかといった点が不明確となるからである。
また，企業が政府の責任領域に踏み込みながらも，社会の課題が解決できなかった
となれば，結局は CSRに期待することによって公共領域の課題解決はかえって遅延す
ることになる。この点を，先の節で概観したジョブ・カード政策とセーフティーネッ
ト政策を事例にしながら，図表3-6に整理する。非正規社員への雇用政策として，安
倍政権ならびに福田政権ではジョブ・カード政策が策定され，実行に移された。ジョ
ブ・カード政策は，当時の日本で活発化しつつあった CSRの議論に触発される形で，
CSRへの大きな期待のもとに策定された政策で、あった。一方 リーマンショックの発
生以降は，麻生政権でセーフティーネット政策が策定され，実施された。同政策は，
不安定な立場にいる非正規社員の職を維持するための施策であった。しかしながら，
非正規社員の不安定な立場やセーフティーネットの脆弱性は， リーマンショックが原
因となって発生したわけではなく，麻生政権下で初めて問題視されたわけでもない。
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バブノレ経済の崩壊以降に非正規社員の占める割合が増加し，国民の間では格差が発生
しているとの認識が広がった。また，それに呼応し，非正規社員への政策的対応が必
要であるとの議論は，すで、に小泉政権の時より国会等で審議されていた。つまり非正
規社員へのセーフティーネットの必要性は， 2000年初頭にはすでに存在していたので
ある。
図表3-6 fCSRの逆説」の発生
(イベント)I 非正規社員に対するセーフティーネットの必要性
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出典:筆者作成
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小泉政権の後，比較的景気が安定していた安倍政権ならびに福田政権で， CSRに頼
るジョブ・カード政策ではなく，政府主導によるセーフティーネット政策に本格的に
着手していれば， リーマンショック以降のような非E規社員をめぐる騒ぎは起きてい
なかったのかもしれない。このように政府が CSRに期待をすることによって，逆に政
府が社会問題を解決するタイミングを逃してしまう可能性があることを指摘しておき
たい。企業が利益活動を超えて社会問題の解決に貢献することが CSRの趣旨であるが，
CSRへの過度の期待が結果的に問題の解決を遅らせることになるのであれば，そこに
は rCSRの逆説」というものが存在するのである。
実行する政策の内容を最終的に決定できるのは政府である。トーマス・ダイ (Thomas.
Dye) も政府と政策の関係を以下のように説明している。
公共政策とは，政府が実施すると選択したこと，もしくは実施しないとし
たことの全てを言う。政府は実に多くのことを行っており，社会で起きる
衝突を調整している。つまり政府は，他の社会との摩擦を解消するために
社会運営を行っているのである。政府は，様々な抽象的な報酬や物質的な
サービスを社会の構成員に提供する。そして政府は，社会から多くは税金
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という形で現金を徴収するのである (Dye，1992: p.l) 340 
このようにダイは政策を定義し，社会運営上の政府の役割の重要性を強調する。つ
まり，政府が自らの主導権を発揮できる政策を選択すること，これが政府の責任領域
にほかならないということである。政策成否の独立変数でも確認したように，企業に
とっては利益の確保が最優先事項となる。この点をかんがみれば，政府の責任領域は
課題解決の主導権確保であり，企業の責任領域は利益確保であり，かつ，政府が社会
の課題解決のために企業の参画を求める場合には，企業が利益を確保できるような政
策上の誘引を作ることが必要であるとの結論が得られるのである。
おわりに
本稿では，CSRを基軸に企業の責任と政府の責任について検討を行った。具体的に
はジョブ・カード政策とセーフティーネット政策というこつの政策を分析することに
より，政策の成否を決める独立変数を確認した。その結果，企業が政策の実施主体者
である場合の独立変数は利益の確保であり，政府が政策の実施主体者である場合の独
立変数は主導権の確保であるという知見を得た。この知見から CSRに期待をよせて企
業の自主性のみに社会の課題解決を委ねるのではなく，政府が政策を通じて企業の行
動を導くことによって社会の課題を解決していくことが最適な方法であるとの見解を
提示した。すなわち，企業の責任は利益の確保であり，政府の責任は課題を解決する
ための主導権の確保であるとの結論を提示した。
また本稿では，政府が CSRに期待をすることによって，逆に政府が社会問題を解決
するタイミングを逃す可能性があることを指摘した。社会問題の解決に貢献すること
が CSRの趣旨であるが， CSRへの過度の期待が結果的に問題の解決を遅延させるよ
うになることを iCSRの逆説」という新しい視点で提示した。
34 邦訳は筆者による。
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第四章 日本の産業力低下と雇用政策の変化 -CSRへの期待と評価の視点から一
はじめに
CSR (Corporate Social Responsibility)に関する議論が，日本でも活発になされる
ようになった。その背景には，企業は社会的な存在である，したがって，企業には利
益の追求を越えるそれ以上の責任ある役割が期待されるという暗黙の了解が伏在して
いる。ただ，すでに前章で示してきたように，企業が政府の責任に帰すべき政策領域
にまで「進出」すると，その結果は必ずしも好ましいものにはならない。むしろ，悪
い成果を生み出し r企業の社会的無責任」とでも表現できる事態を生むこともある。
今回，ここで展開する議論は，こうしたこれまでの議論の延長線上に位置する。本
章においては， CSRと雇用の関係につき考察しようとしている。焦点になるのは，景
気の後退期に企業が CSRを旗印に雇用政策に関わることの是非である。やや結論らし
きことをあらかじめ指摘しておくと，所論では企業活動の目的は，利益の追求につき
る。それを怠ると，雇用は低下し， CSRどころの騒ぎではなくなるというのが，本論
の狙いの一つになる。 CSRという「美名」の下で雇用確保を優先するか，あるいは，
利益を上げてから雇用拡張につとめるか，この選択の可否を問うのが，この論考の主
旨である。
そうした内容をもっ本章は，次の四つの節から成り立っている。第一節では，日本
製造業の現状を確認する。とくに長年日本の強みとされてきた電機業界に焦点をあて，
その課題を指摘する。第二節では，韓国企業の台頭の様子を観察するとともに，企業
の経営方針や雇用制度について韓国と日本の違いを確認する。第三節では，景気が後
退する中での雇用政策について，企業ならびに政府から表明されているそれぞれの方
針を確認する。経済団体等は，雇用を維持することは CSRであるとしているのに対し
て，政府は，今後の雇用対策は企業に依存するのではなく政府が主導するとしている。
さらに第四節では，近年の福利厚生費用の増額が企業経営の負担になっていることを
指摘する。
第一節 目本製造業の二つの課題
日本の製造業，とりわけ長年にわたって日本の強みとされてきた電機業界には3 現
在二つの課題がある。一つは，アジア市場の進出に遅れたことである。もう一つは，
社内に維持されている余剰人員である。
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まず，日本企業によるアジア市場進出の状況について確認する。図表4-1は，日本
の大手電機メーカ 9社， NEC，富士通，目立，東芝，三菱，パナソニック，ソニー，
シャープ，三洋各社の海外売上比率をまとめたものである。リーマンショックが発生
する前の， 2007年4月 1日から 2008年3月 31日までの連結決算の数字である。
図表4-1 電機メーカ大手9社の海外売上比率 (単位:%) 
ノfナソニック
50.0 
シャープ
53.5 
出典:各社ホームページの 2008年 3月期連結決算短信をもとに筆者作成。
各社によるバラツキはあるものの 総じて日本の電機メーカは海外市場から多くの
売上を上げていることが観察できる。 NECや富士通といった日本圏内の通信インフラ
を主軸事業としている企業の海外売上比率は高くはない。ところが， 目立，東芝とい
った総合電機メーカでは，売上の半数前後が海外市場のものとなっている。またパナ
ソニック，ソニー，シャープといった一般消費者製品を主軸事業としている企業では，
その比率はさらに高まる傾向にある。
図表 4-2は，各社の海外売上を地域別に整理したものである。各社の海外売上額を
100とし，そのうち北米，欧州，アジアが占める売上構成比率を算出した。また元と
なる数値は，図表4-1と同様に 2008年3月期決算のものを使用した。
図表 4-2 9社の海外売上における北米，欧州，アジア比率 (単位:%) 
会社名 NEC 富士通35 目立36 東芝37 三菱38 パナソニック ソニー 却 シャープ40
北米 32.0 27.1 21.4 28.8 21.7 28.0 32.7 34.2 
欧州 28.4 43.7 23.8 26.9 31.5 26.0 34.1 32.0 
アジア 39.6 29.2 45.2 38.4 39.9 46.0 33.2 33.8 
米+欧 60.4 70.8 45.2 55.7 53.2 54.0 66.8 66.2 
出典:各社ホームページの 2008年 3月期連結決算短信をもとに筆者作成。
35富士通の欧州には，中近東，アフリカも含まれている。
36 目立は，北米，欧州[，アジアのほかにその他の地域があり，それは 9.5%である。
37東芝は，北米，欧州[，アジアのほかにその他の地域があり，それは 5.8%である。
38三菱は，北米3 欧州[，アジアのほかにその他の地域があり，それは 6.8%である。
三洋41
20.3 
18.7 
55.9 
39.0 
39 ソニーは，北米，欧州，その他の地域の三つに分けられておりアジアのみの数値は算出できない。よ
って，その他の地域をアジアの数値としてあつかった。
40シャープは，北米，欧'H[，中国，その他という分け方になっている。その他にはアジア，中近東，太
平洋，アフリカの数僅が含まれている。図表 4-2には，中国とその他を合算した数値をアジア分として
入力している。
41三洋は，北米，欧州[，アジアのほかに，その他の地域があり，それは 5.0%である。
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北米，欧州，アジアの売上構成比率も，各社によってバラツキはあるものの，総じ
て欧米市場の売上構成比が高いことが観察できる。これらのデータより，日本の電機
メーカは海外市場での売上が多く，とくに北米と欧州市場の比率が高いことが分かる。
もっとも顕著な例はソニーである。ソニーの海外売上比率は約 8割であり，海外売上
の約 7割は欧米市場による。つまりソニーは，国内海外を合計した全ての売上の約 6
割を欧米市場に依存していることになる。
リーマンショックののち，世界の景気はとくに欧米市場において停滞した。ソニー
をはじめとする日本の電機メーカは，欧米市場の停滞が主要因となり， 2008年度以降
の決算結果は不振となった。従来日本の電機製品は，高い技術を持ち，かっ高価格と
いわれてきた。高機能高価格の日本製品は，高所得者層が多く存在する欧米市場では
受け入れられてきた。ところが，低価格で低機能の製品を好むアジア市場では， 日本
製品は苦戦を強いられている。欧米市場が停滞しつつある中で，市場占有率の低いア
ジア事業のみでは，電機メーカ各社の決算回復は難しい。この点について通商白書
2009年度版も，同様の指摘をしている。日本の電機メーカは，欧米市場に依存する構
造を見直すべきだと通商白書は指摘をしている。また，今後は台頭する新興国の市場
に向けた低価格の製品開発や，サービス産業にも注力すべきだと付言している(経済
産業省， 2009 b :概要p.3)。さらに，元橋はアジア市場での日本の電機産業の競争力
が低下している点を，実証研究によって明らかにしている。元橋の研究によれば， 日
本の電機産業全体を「民生用電機・電子機械J，rコンピュータJ，r通信機械J，r産業
用電機機械J，r半導体・集積回路及び電子部品」の六つの分野に分けて分析をしたと
ころ，重電と電子部品を除いたほかすべての分野において，日本企業のアジア市場で
のマーケットシェア低下が見られたとしている(元橋， 2010: p.1-4)。今後は， 13億
人の人口をかかえる中国をはじめとするアジアの新興国が，重要な市場となる。日本
の電機メーカ各社は，対欧米市場の戦略に偏重していたために，アジア市場への進出
に遅れた。このため今後の電機メーカ各社の決算状況は，さらに悪化していく可能性
があることが懸念となる。
次に，電機メーカ各社の余剰人員の状況を確認する。図表 4-3は， 2009年2月に
電機メーカ各社から発表された人員削減計画を整理したものである。リーマンショッ
クの影響を受けて，各社の 2009年 3月期決算は不振となることが予測された。それ
を踏まえ，期末決算の公表よりも前に，各社より人員削減計画が発表された。 NECの
2万人規模の削減をはじめ，ソニーで 1万6千人，パナソニックで 1万5千人といっ
た大規模な人員削減計画の発表となった。
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図表 4-3 9社人員削減計画 (単位:人)
15.000 
出典:読売新聞 2009年2月5日朝刊 p.10をもとに筆者作成。
シャープ
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さらに，図表 4-4は2010年3月期の決算結果を整理したものである。人員削減計
画が発表されてから一年後の 2010年 3月期決算は，大手 9社すべてで，売上高は前
年度比で、マイナスとなった。
図表 4-4 9社の 2010年 3月期連結決算結果 (単位:億円)
会社名 NEC 富土通 目立 東芝 三菱 パナソニック ソニー シャープ
売上高 35，831 46，795 89，685 63，815 33，532 74，179 72，139 27，559 
増減率 ...15% "'0.3% 企10.3% ..4.1% "'8.5% ...4.5% 企6.7% "'3.2% 
営業利益 509 943 2，021 1，171 943 1，904 317 519 
出典:各社ホームページの 2010年3月期連結決算短信をもとに筆者作成。
備考:企はマイナスの意。
三洋
15，946 
企9.9%
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ところが，営業利益は 9社すべてで黒字である。前年度の 2009年度営業利益は， 9 
社すべてで赤字であった。 2009年度が赤字であり，かつ 2010年度の売上高が前年度
と比較してさらに下落しているのにもかかわらず， 2010年度の営業利益が黒字になる
ということは，内部のコストを大幅に削減して黒字を確保していることを意味する。
たとえばNECは， 2010年度売上高は 15%のマイナスとなったが， 2万人の人員削減
を行ったことにより， 2010年度の営業利益は前年度の 62億円の赤字から 509億円の
黒字へと好転している。 NECの決算短信によれば，人員削減という直接的な表現は用
いていないものの，固定費等の削減により売上高が減少するなか利益確保が可能であ
ったとしている(日本電気株式会社， 2010b : p.4)。このようにリーマンショック後の
電機メーカ各社は，余剰人員の削減といった本来の競争力に訴える以外の手段により，
利益を確保していることが理解できる。
電機業界を含む製造業で人材が過剰であることは，経済財政白書からも確認ができ
る。 2009年時点の，日本国内の雇用者総数は 5，460万人である。雇用者 5，460万人の
うち製造業に従事しているものは， 1，073万人である。雇用者総数のうち，製造業従
事者の比率は 19.7%となる(総務省， 2010:要約 p.1)。経済財政白書 2009年度版に
よれば，雇用者 5，460万人のうち 600万人前後が，企業内の余剰人員として留保され
ているとの試算が出された。特に製造業では， 1，073万人の製造業従事者うち約 370
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万人が余剰人員であるとの見解が示されている。全体の余剰人員が 600万人であり，
そのうちの 370万人が製造業内で留保されていることを鑑みれば， 日本製造業の競争
力は著しく低下していることが，この面からも推論できる(内閣府， 2009: p.89)。大
手電機メーカ 9社は， 2009年度に大規模な人員削減計画を実行に移した。しかしなが
ら製造業内に留保されている 370万人の余剰人員という数字を見るにつけ， 日本の電
機メーカ各社では，更なる人員削減の必要性があるとの予測が成り立つ。
製造業での大量な余剰人員の発生要因は，製造業各社の競争力の低下のみならず，
日本企業の海外進出の進展にも起因している。図表4-5は，パブ、ル経済の最盛期で、あ
った 1990年と直近三ヵ年とを比較して， 日本企業の海外での活動がどのように変化
しているのかを整理したものである。
図表4-5 日本企業の海外活動の変化
1990年度 2006年度 2007年度 2008年度
海外設備投資比率 9.5% 20.0% 19.5% 18.4% 
海外生産比率 6.4% 18.1% 19.1% 17.0% 
現地法人従業員数 155万人 456万人 475万人 452万人
出典:経済産業省 (1999)r第 28回海外事業活動基本調査結果J，(2008b) r第 38回
海外事業活動基本調査結果J，(2009 a) r第 39回海外事業活動基本調査」を参考に筆
者作成。
海外設備投資比率は，製造業の設備投資合計金額のうち，何割が海外現地法人向け
のものであるのかを表した数値である。バブル経済時で、 10%に満たない海外向け設備
投資は，現在では 20%前後にまで伸張している。海外生産比率は，製造業の売上高の
うち何割が海外現地法人で製造され販売されたものかを表した数値である。海外への
設備投資の増加にともない，海外現地法人での製造量と販売量は，パブ、ル経済時と比
較して 3倍程度に増加していることが分かる。これらの変化に呼応して， 日本企業の
海外現地法人で働く従業員数は， 1990年と比較すると近年では3倍程度にまで増えて
いる。先に示したように，日本圏内の雇用者総数は 5，460万人である。一方日本企業
の海外現地法人で働く従業員数は 450万人強であり， 日本圏内の雇用者総数の 8.3%
に相当する42。ここで注意を払うべくは， 450万人強の海外現地法人従業員数のうち，
日本人の占める割合である。 2007年度の実績として， 475万人の海外現地法人従業員
42第 39回海外事業活動基本調査は，アンケート発送数が 5，718社であり回収率が約 7害IJである。日本
の全企業から集計された調査結果ではない。よって海外現地法人従業員数450万人という数値は，実際
にはもっと多くなることが予測される。従って日本国内の雇用者総数に占める海外雇用者数の比率も，少
なく見積って 8.3%という値になる。
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のうちF 日本人の占める割合は1.6%43となっている。(経済産業省， 2008b)。日本企
業の海外現地法人で働く従業員のほとんどは，日本人ではないことが分かる。つまり
日本企業の海外現地法人は， 日本人の雇用の受け皿にはなっていないということであ
る。日本企業の収益が向上していない状況で，海外現地法人に 450万人分の雇用が外
国人向けに発生しているということは， 日本圏内にはそれに相応する分の余剰人員が
発生しているとの推測は成り立つ0' この点は，経済財政白書が指摘するように，製造
業内に 370万人規模の余剰人員が発生していることの要因ともなり得る。
以上，確認をしてきたように，製造業の中でもとりわけ日本の強みとされてきた電
機メーカ各社は，アジア市場への進出遅れと余剰人員の留保という二つの問題を抱え
ている。リーマンショック後， 日本の電機メーカ各社がこのような問題をかかえなが
ら停滞する中で，アジア市場を中心に台頭してきたのは，韓国企業である。次節では
躍進する韓国企業の現状を整理する。
第二節韓国企業の台頭
リーマンショックののち，停滞する景気の浮揚策として，主要国政府は積極的な財
政政策を展開した。とりわけ中国政府による 4兆元，日本円にして 56兆円もの投資が
奏功し，世界経済はアジアを中心に徐々に回復基調へと転じた。アジア市場が成長の
兆候を見せる中で，韓国電機メーカ最大手であるサムスンの躍進が目立った。 2009年
7月"'9月の第二四半期決算で，サムスンは日本円にして約 3，260億円の営業利益をあ
げた。一方，日本の電機メーカは， NEC，富士通，目立，東芝，三菱，パナソニック，
ソニー，シャープ，三洋といった大手9社の営業利益の合計が 1，519億円で、あった。
日本の電機メーカ 9社の営業利益の合計金額が，サムスン 1社の営業利益の半分にも
満たない結果となった(日本経済新聞， 2009年 10月31日:p.3)。また 2009年4月
""'12月期の決算でも，サムスンは売上高約 11兆円，営業利益 9，000億円を記録し，
売上高ならびに営業利益金額ともに世界ーの電機メーカとなった(日経ビジネス，
2010.1.25号:p.24)。
サムスンが近年になって躍進した理由の一つは，社内の厳しい競争原理にあるとさ
れている440たとえば英会話の能力を示すTOEIC試験の点数は，管理職への昇格条件
として 920点以上の得点が義務付けられている。人事評価も徹底した成果主義が導入
43鈴木も同様の指摘をしている(鈴木， 2010: p.5)。
44 リーマンショック後のウォン安も，サムスンの好決算の理由の一つではある。しかしサムスン 1社の
業績と日本企業9社の業績とを比較した場合，為替の影響だけでは説明がつかないほどの帯離が発生して
いる。
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されており，役員から一般社員にわたって高度な業務上の達成目標が設定されている。
目標が達成されない場合は，同社では左遷や解雇は常識とされている。人材の入れ替
わりは激しく，入社した社員の 30%程度が 3年以内に退職する。待遇については，一
般社員と部長職との聞に 3倍程度の年収の聞きがある。同様に，部長職と役員との聞
にも 3倍程度の年収の聞きがある。一般役員よりもさらに高位にいる上級役員層にな
ると，年収は日本円にして 10億円程度となる(週刊ダイヤモンド， 2010.02.27号:
p.46・47)。サムスンの経営は，社員聞の待遇に極端な差がつかないように配慮、されて
いる日本企業の経営手法とは，大きく様相が異なることが理解できる。また，韓国と
日本の企業を取り巻く環境の違いは，個別企業の経営手法の差異にとどまらない。両
国の雇用政策にも根本的な違いがある。以下に韓国の雇用状況を確認する。
韓国の雇用制度に対する見方は，論者によって正反対に分かれる。韓国政府が通貨
危機後に行った労働市場の構造改革により，企業は社員を解雇しやすくなったという
見方がある。その一方で，構造改革によって企業がリストラをしやすくなったという
のは誤りであるという見方も存在する。
1997年に発生したアジア通貨危機を経て，金大中政権は経済における四大改革を実
施した。その中の一つに，労使関係改革がある。金大中政権は，通貨危機を克服する
ためには外資からの信用を得る必要があるとした。外資からの信用を得る為には，韓
国が事業を行う環境として英米と同程度に規制緩和されていることが必要であり，企
業の立地先として魅力的であることが重要となる。そのために金大中政権は，英米流
にならい企業の決算状況に応じて人員を整理することができるように，整理解雇制度
を明文化する必要があるとした(木宮， 2003: p.77・88)。この点について原は，法制
化された解雇制度は人員整理手段として好都合のものであり，硬直的な労使関係を調
整するものとして有効であったとしている(原， 2000: p.108-114)。また新}1と大西
は，韓国の経済危機に際して金大中自身が，従業員の 10割を失業させないためにも 2
割を解雇しなければならない状況にあると国民に語札政府が労働構造改革を積極的
に推進したとしている。その結果，労働市場は柔軟化したものの，反面で非正規職の
労働者が増加していると指摘している(新川・大西， 2008: p.229・236)。一方，高安
は，制度の明文化によって解雇が可能になったという認識は誤りであるとの指摘をし
ている。雇用の整理に関する法改正にともない，解雇のための手続きが煩雑になった
ことで，かえって雇用の整理が難しくなったとしている。政府があえて解雇に関する
規程を明文化したのは，解雇が法律上可能であることを海外にアピーノレするためであ
ったと説明している(高安， 2005: p.141・148)。上記の先行研究からの知見だけでは，
法律上解雇を可能にすることで，企業が人材を本当に解雇しやすくなったのか否かの
判断は難しい。しかし複数の論者が共通して指摘している点は，韓国労働市場での非
正規職の増加である。高安は，韓国では 2003年に労働人口の 50.5%が非正規職にな
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っていると指摘している(高安， 2005: p.149-152)。解雇に関する法規定が，韓国の
雇用制度に対して直接的にどこまでの影響を及ぼしているのかという点については，
本稿では明確にできない。しかしy サムスンの経営手法や労働市場での非正規職の増
加を加味すれば，韓国は企業の決算状況に応じて人員整理を行し、やすい環境に移行し
つつあるとの見方は成り立つ。つまり韓国企業は，自然減もしくは場合によっては解
雇によって正規社員を縮減しつつ，雇用調整がたやすい非王規社員で人材の補てんを
行っているということである。この仮定が正しいとすれば，今後サムスンを代表とす
る韓国企業は， 日本企業をさらに凌駕する存在になり得る。なぜならば，韓国企業は
決算の状況に応じて人員整理を行うことができ，かっサムスンの事例で確認したよう
に，社内には強い競争原理が働いているからである。アジア市場への出遅れと余剰人
員の社内留保という二つの課題を持つ日本企業は，韓国企業との競争に今後も苦戦を
強いられることになると考えられる。
第三節 CSRと雇用政策の変化
CSRに関する議論が，近年の日本でも展開されるようになった。議論の中では，企
業の雇用に関する責任も， CSRの主要な議題とされている。本節では， CSRが企業の
雇用責任を強調することにより，日本企業の成長を阻害しているのではなし、かという
点を検討する。リーマンショック後の景気低迷の中で， 日本の経済団体は企業各社に
対して雇用を維持することを優先せよとの声明を複数にわたり発した。いずれの芦明
も，雇用を守ることが企業の社会的責任であるとしづ意味合いで論じられている。日
本経団連と連合は， 2009年3月に「雇用安定・創出に向けた共同提言」を発表してい
る。同提言書では，景気後退時の雇用調整助成金の整備など政府が取った行動を高く
評価するとともに，企業も政府とともに雇用を維持するための責任を果たしていくべ
きであるとしている。また同書では， どのような経営環境においても雇用の安定は企
業の社会的責任であることを企業は十分に認識しなければならないとし，景気後退期
であっても企業が雇用を維持することを強く要請している(日本経団連，連合， 2009 
b : p.1-2)。また日本経団連は単独でも，雇用についての方針を提示している。 2010
年 1月に公表された「経営労働政策委員会報告jでは，雇用情勢が悪化する中で解雇・
雇止めなどの事案が増えているが，雇用の確保は企業の社会的責任であり，何より適
切な人事・労務管理を徹底してし1かねばならないと提言されている(日本経団連， 2010
a : p.36) 0 また経済同友会は， 2010年 4月に CSRに関する最新の企業意識調査を実
施している。同調査によれば，リーマンショック後の CSRへの取り組みについて何か
変化があったかという質問に対して， 82%の企業が「変化なし」と回答をしている。
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中には「拡大した」としづ企業も 13%あった。景気の後退期で、あっても積極的に CSR
に取り組む理由として「景気の動向に左右されることなく， CSRには取り組んでいる
から」とした企業が80%となった。中には「経済危機だからこそ， CSRによる経営強
化を指向している」とする企業も 3%あった(経済同友会， 2010: p.10)。
このように経済団体などからは，雇用の維持を含めた CSRへの積極的な取り組みに
ついての提言がなされている。一方，同様の時期に政府も雇用の対策を含めた今後の
経済政策を発表している。 2010年6月に経済産業省より発表された「産業構造審議会
産業競争力部会報告書 ~産業構造ビジョン2010"-'Jがそれである。同書では，今後
の雇用政策に関する新しい方向性が提示されている。間報告書は，リーマンショック
以降に国家の成長戦略がないという世論の批判に応える形で，民主党政権により策定
されたものである。 2010年2月より，経済産業省の産業構造審議会産業競争力部会で
全 6回にわたり産学官から人材が招集され，会議が実施された。その成果物として同
年 6月に一般に公開されたものが同報告書である。間報告書では，世界の成長市場が
現在どのように変化しているのかを論じた上で，変化に対応するための「日本の産業
の現状と課題」を分析している。とりわけ「収益力を高める産業再編・新陳代謝の活
性化」の項目では，民間企業が産業再編や事業再編を主導して実現し，政府はその阻
害要因を除去する役割を果たすとしている(経済産業省， 2010g: p.221)。とくに今
後の雇用については，企業に過度な期待と依存をするのではなく，政府が主導して問
題を解決していくことが明記されている。以下に該当部分を引用する。
雇用・人材関係
<基本方針>
企業が再編・棲み分けの意思決定を行うに当たって，雇用維持は大きな
課題となる。再編・棲み分けを実際に行うに当たっては，基本的には雇用
を維持することが望ましいが，雇用調整に踏み切らざるを得ない場合もあ
りうる。こうした雇用調整を伴う場合についても，むしろ個々の労働者の
労働移動をし、かに円滑に進めるか，という視点から，固として積極的に支
援を行うことが必要である。
<具体的対応策>
再編・棲み分けを後押しする以下の雇用・人材施策をパッケージで検討
する。
i )民間再就職支援会社を活用した円滑な労働移動に対する国の支援の強
化
証)企業グループ内外への労働移動のための求職活動・職業訓練に対する
支援の強化
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出)地域における雇用機会の創出や離職者自らの創業等に対する支援の強
化
iv)成長分野における人材育成の強化(日本版 NVQ等の能力評価・育成
手法の整備) (経済産業省， 2010g: p.222)。
終身雇用を長らくの慣行としてきた日本宇土会にとっては，上記の政府による雇用対
策の方針は，大きな変化として読み取ることができる。もとより日本の雇用対策は，
企業に依存する面が強かった。日本的経営の特徴の一つである終身雇用の慣行によっ
て，企業が雇用に責任を持つという社会的合意が形成されるようになった。終身雇用
の慣行は， 1960年前後より日本企業に採用された。終身雇用の慣行を根強し、ものにし
た背景には，二つの理由があるとされている。一つは 1973年の石油危機後の雇用対
策である。もう一つは 1975年の雇用の整理に関する最高裁判決である。仁田によれ
ば，石油危機後の日本企業は，人員整理を行う代わりに残業の抑制や一時休業，また
採用の抑制や配置転換，出向などを行って徹底的に人員を解雇することは避けた。そ
の結果，終身雇用の慣行がなくなることはなく，現在に至った。むしろ解雇を回避す
るための方法として残業抑制，一時休業，採用抑制，配置転換，出向などが，一時し
のぎの手段として日本企業に根付いたと説明される。また 1975年には最高裁より，
人材を雇う側が解雇権を行使する場合の判決が出された。同判決は，客観的で合理的
な理由を欠き，社会通念上相当として是認することができない場合には，使用者の解
雇権は濫用として無効になるというものであった。この判例は解雇制限に関わる基本
法理として広く認識されるようになった。このように 1975年の最高裁判決も影響し
て，日本企業の終身雇用の慣行は，今日までに強い社会的合意となっていったので、あ
る(仁田， 2008: p.38・40)。
上記の経緯に加えて近年盛んとなった CSRの議論が，日本企業の雇用責任をさらに
強調していることが観察できる。第一節で確認したように， 日本の製造業の決算結果
は不振であり，内部には多くの余剰人員をかかえている。このたびの成長戦略の一環
として，政府から雇用政策に対する新しい方向性が提示されたのであれば，今後はCSR
の議論から企業の雇用責任を取り除くことが必要となってくるであろう。経済団体や
企業各社から出される CSRへの積極的な取り組み方針は，今や，企業に大きなダメー
ジを与えるものになっているのである。
第四節 固定費の削減と企業の再生
第一節でも確認したように，景気が低迷する中で企業の決算結果を好転させる手段
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の一つは，固定費の削減である。固定費の削減によって生まれた利益を，企業は設備
投資費に振り分けることができる。企業が潤沢な設備投資費を持つことによって，新
規事業領域への投資も可能となる。ゆえに， 日本の産業をいかにして新たな成長領域
へ移行させるかという観点で考えた場合，雇用の調整を実施して固定費を削減し，利
益を確保して投資にまわすというサイクルが必要となってくる。このサイクルを回す
ことによって，カネは非生産的な固定費から新規事業向けの設備投資費へと移行し，
ヒトは社内の余剰人員から労働力が不足している領域へと移行するようになる。この
点について伊藤は，経営的に行き詰った企業の従業員を，いかに新たな産業へ移行し
ていくかが課題であるとしている。かつ， 日本の雇用制度では企業の雇用維持責任を
厳しく求める傾向があり それが日本企業の国際競争力を強化するうえでの重荷にな
っていると指摘している(伊藤， 2010b: p.2-3)。また柳川は，終身雇用に固執すると，
かえって企業業績を悪化させ，雇用を中長期的に不安定化させると指摘している。逆
説的ではあるが， 日本の雇用を守るためには，終身雇用からの転換が必要であると提
起している(柳)1，2009: p.3)。
図表4-6 2008年度福利厚生費内訳(従業員 1人 1ヶ月当たり，全産業平均)(単位:
円)
法定福利費 75，621 
健康保険・介護保険 25，709 
厚生年金保険 41，422 
雇用保険・労災保険 7，756 
児童手当拠出金 698 
その他 37 
法定外福利費 27，690 
住宅関連 13，211 
医療・健康 3，098 
ライフサポート 6，504 
慶弔関係 790 
文化・体育・レクレーション 2，208 
共済会 287 
福利厚生代行サービス費 342 
その他 1，249 
福利厚生費合計 103，311 
出典:日本経団連 (2009a : p.3) 12008年度 福利厚生費調査結果」より転載。
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固定費と言っても，人材にかかるコストは人件費だけではない。社員一人ひとりの
厚生を支える福利厚生費用も，企業は個人に代わり，その多くを負っている状況にあ
る450 図表4-6は，企業の福利厚生費負担額を整理したものである。
日本経団連の調査によれば，企業が 2008年度に負担した福利厚生費は，従業員 1
人 1ヶ月分の平均で 103，311円で、あった。そのうち，法定福利費は 75，621円であり，
法定外福利費は27，690円である。法定福利費とは，法により定められた社会保険料等
のうちの企業が負担する費用を指す。法定外福利費とは，法によって定められてはお
らず，企業が任意で行う福祉費用のことを指す。現在の賞与を含んだ現金給与総額は，
従業員 1人1ヶ月当たりで平均 572，781円である(日本経団連， 2009 a : p.1)。つま
り企業は，従業員の給与コストの 18%分に相当する費用を，毎月の給与とは別に福利
厚生費として負担していることになる。
図表4-7は，福利厚生費金額の推移である。日本経団連が調査を開始した 1955年
からの数値が公表されている。
図表4-7 福利厚生費の推移 (1955年-2008年)
(円)
1960196619711976198119861991199620012006 
生星j
出典:日本経団連 (2009a : p.4) f2008年度福利厚生費調査結果(第 53回)Jを
参考に筆者作成。
1955年の時点では，月額の福利厚生費は，法定と法定外とを合わせて 3，225円だっ
た。その後，経済成長とともに同費用は増額した。留意すべきは，福利厚生費にしめ
る法定と法定外の比率である。 1955年では，同費用のうち法定外福利費が 55%をしめ
ていた。 10年後の 1965年でも法定外福利は 53%である。以下 10年後ごとに， 1975 
45企業の負担としては，そのほかにも高い法人税率の問題がある。これは別稿で論ずる。
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年で 45%，1985年で 36%，1995年で34%，2005年で27%となっている。一方， 2007
年と 2008年はやや減額したものの， 1960年代から福利厚生費の全体額は，つねに増
額傾向にある。全体の費用が増え続ける中で法定外福利費の比率が減少しているとい
うことは，法定による福利費が増額していることを意味する。つまり，企業の福利厚
生費用は，企業の意志ではなく法定福利の比率が高まることによって増え続けている
ことが観察できる。
経済産業省は，企業の法定福利である社会保険料負担が，現在の企業の国際競争力
にあたえる影響を 2007年に調査している。経済産業省の調査によれば，現行の社会
保険料負担が国際競争力に影響をあたえるとした企業は，全体の 63%を占めた。その
内訳は「深刻な影響を与えている」が 6%，rある程度のマイナスの影響を与えている」
が 39%，r影響を与えているが，経営努力により国際競争力を維持している」が 18%
である(経済産業省， 2007: p.5)。いずれの回答も， リーマンショック以前の 2007
年時点での調査結果である。リーマンショックが発生し，経済状況が悪化している
2010年現在で同調査を実施した場合には，社会保険料負担が国際競争力に影響をあた
えているとする企業の割合は，さらに増えているであろうとの予測は成り立つ460
組織内部の余剰人員を削減することにより，企業は人件費と人件費の 18%に相当す
る福利厚生費を削減することが可能となる。景気が停滞する中でも， CSRの議論が日
本企業の雇用責任を強調するのであれば， CSRが今後の企業の成長を阻害することに
もなりかねない。ヒトとカネを成長が期待される新規事業領域へ移行させることが，
現在の日本産業界に必要とされる施策である。
おわりに
本章では， CSRと雇用の関係について考察した。とくに，景気の後退期であっても
企業が CSRに賛同し，雇用面の責任を果たすことの是非について検討を行った。現在
の日本企業，とりわけ長年日本の強みとされてきた製造業の決算結果は不振であり，
また企業内部には多くの余剰人員を抱えている状況にある。この状況を踏まえて，政
府は雇用政策に関する新しい方針を提示した。雇用問題については企業のみに依存す
るのではなく，今後は政府が主導して問題の解決に取り組むというもので、あった。政
府からこのような政策が提示されたのであれば，今後は CSRの議論から企業の雇用責
任を取り除くことが必要であることを指摘した。加えて，経済団体や企業自らが CSR
46宮本は，日本企業の社会保険料負担率が他国と比較して低いことを指摘している(宮本， 2009: p.216)。
この指摘は重要ではあるが，日本の雇用制度は人材を解雇しにくい慣行であることをかんがみれば，福利
厚生費用の負担が大きいとしている日本企業の意見は，傾聴に値するものと思われる。
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への積極的な取り組みを強調することが，企業経営をさらに厳しいものにしていると
いう点についても指摘した。かような論点を主軸にしながら，以下の四節で本章を構
成した。
第一節では， 日本製造業の現状を確認した。とくに日本の強みとされてきた電機メ
ーカに焦点をあてて観察した。その中で， 日本の電機メーカの課題を二つ指摘した。
一つはアジア市場への進出に出遅れたことであった。もう一つは社内に留保されてい
る余剰人員の問題であった。これらの課題によって， 日本の電機メーカは競争力が低
下していることを指摘した。第二節では，韓国企業サムスンの台頭を指摘した。また
企業の経営方針や雇用制度について韓国と日本の違いを示し，今後の企業経営は「韓
国型」が日本企業の経営方針よりも有利になるであろうとの見解も示した。第三節で
は，景気が後退する中で，経済団体等が企業各社に対して雇用を維持することを優先
せよとの声明を発していることを確認した。いずれの声明も，雇用を維持することが
企業の社会的責任であるという意味合いで論じられていることを指摘した。一方政府
からは，雇用問題を企業のみに依存するのではなく，今後は政府が主導して問題の解
決につとめるという方針が出されたことを確認した。長年， 日本の雇用制度は終身雇
用が慣行であったことをかんがみれば，政府の雇用政策の方針転換は大きな変化であ
ることを指摘した。また第四節では，福利厚生費用の増加が企業経営の負担となって
いることを指摘した。同費用の中でも，企業の意思ではなく法定による福利厚生費の
増額が顕著であることを確認した。
これら一節から四節までの観察を踏まえて，産業界がCSRの実践を強調するのであ
れば，企業は自らの成長を阻害することにもなりかねないという見解を，本章の結論
として提示した。
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第五章政府と企業の再接近と CSRの障害
はじめに
リーマンショック以降，主要国政府は自国の経済を立て直すために，積極的な財政政
策を展開している。それと同時に，自国の企業が開発する製品を他国へ売り込むため
に，政府自らが販売活動を行うようにもなった。各国では政府と企業が連携を進める
中，日本の政府と企業の関係はどのような状況にあるのか。この点を確認するために，
本章では経済産業省の「産業競争力部会Jと内閣府の rw新しい公共』円卓会議」とい
うこつの会議に注目する。
両会議はともに，今後の政府と企業の関係や，それぞれの役割について議論をする
ために設定されたものである。また両会議は民主党政権下で運営され，かっ開催され
た時期も同じである。同政権下で同じ時期に同様の議題で開催された両会議であるが，
結論は異なる。「産業競争力部会jでは「民は徹底して稼ぐための事業戦略を練り，官
がそれを戦略的にサポートする。さらに官は国内雇用の確保に必要な政策を徹底的に
打つ」としているのに対して， rw新しい公共』円卓会議」では「政府がカネとモノを
つぎ込むことで社会問題を解決することは出来ない。企業は『新しい公共』の重要な
担い手であるので，企業の本業の社会性を高めるとともに，社会に利潤を還元する寄
付行為なども進めてもらいたい」としている。このように二つの会議から出てきた結
論は全く別のものであり，あい反する内容となっている。
両会議の結論が異なるものとなった根本的な要因は j CSR (Corporate Social 
Responsibility)の存在にある。内閣府は，企業には社会的な責任があるとして，営利
活動を部分的に犠牲にしてでも，企業に公共領域への貢献を求めている。一方，経済
産業省は，企業は利益追求が最優先事項であり，産業力の強化が日本経済の再生につ
ながるとしている。同じ民主党政権下で「企業の利益追求を支援する」経済産業省と，
「企業へ利益分配を要求する」内閣府とで，全く逆の政策がつくられている状況にあ
る。経済産業省は，かつて緊密であった日本の政府と企業の関係は，現在疎遠な状態
にあるとしている。日本経済の再生のためにも政府と企業の協調は不可欠であり，両
者が連携を取る体制をつくることが急務であるとしている。ところが現状は，経済産
業省が企業の営利活動を支援しながら政府と企業の再接近を促しても，正反対の方向
性をもっ内閣府の政策が両者の接近を阻んで、しまうという構造になっている。政府と
企業の協調関係の構築には，政府から企業へのインセンティブの提供が不可欠である
が，内閣府の方向性はその逆にあるからである。このように， CSRは政権内での政策
の不一致さえも招く概念であり，その推進には相当な課題があるというのが本章の立
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場である。
上記を問題の所在として指摘する本章は，三節から構成されている。第一節では，
日本の政府と企業の関係に関する主要な先行研究を整理し，含意を導き出す。第二節
では，経済産業省「産業競争力部会」での議論の内容を確認する。さらに第一節から
導き出した含意と，同会議で語られている政府と企業の関係構築の内容とを対比させ
て，現状を整理する。第三節では，内閣府 rw新しい公共』円卓会議Jでの議論の内容
を確認する。さらに第二節で確認した「産業競争力部会」の内容と rw新しい公共』円
卓会議」の内容とを対比させ，両会議の見解の相違は， CSRの存在が根本要因となっ
て発生していることを指摘する。
第一節 先行研究の概要整理と含意
戦後日本の経済的繁栄の要因を，政府と企業の関係に求める研究は多い470 日本経
済の成功は，企業独自の努力によってなされたものではない。政府が企業を主導する
ことによって，もしくは政府と企業が協働することによって成し遂げられたとする意
見がもっぱらである。本節では， 日本の政府と企業のあり方に関する，主要な先行研
究の概要を整理する。年代を追いながら先行研究を検討することによって，日本の「経
済的成功」と「政府企業間関係」との相関について，どのような議論がなされている
のかを把握する。
1970年代初頭，日本研究が本格化する前の比較的早い段階で，日本の経済的成功と
政府と企業のあり方とを関連付けて研究をしたのは，ユージーン・カプランである。
カプランは，日本の政府と企業の関係は緊密なものであり，何か重要な決定をする場
合には，政府と企業の要人が常に話し合うことによってなされていると指摘した。ま
たカプランは日本政府の中でも，とりわけ通産省が持つ日本の産業界への影響力に注
目した。通産省を企業の本社にたとえ，個別企業を支社にたとえて， 日本の産業界は
政府を中心とした「日本株式会社J(The J apanese Corporation)のようになっている
との説明を行った (Kaplan，1972: p.10-14)。のちにカプランの研究は極論であると
して，複数の論者によって否定されることになる。しかし「日本株式会社」という概
念を持ち出したカプランの研究の影響は大きく， r日本株式会社」という言葉は，日本
の経済的繁栄を説明する際にしばしば用いられるようになった。
カプランと同様に通産省の存在に注目したのが，チャーマーズ・ジョンソンである。
47本節で引用，参照した先行研究以外で、も「日本の経済的繁栄」と「政府企業間関係j との関連に関す
る先行研究は多い。たとえば次のようなものがある。フリードマン (1992)，Pempel and Muramatsu 
(1995)， Vogel (1996)，青木ほか (1996)，伊藤 (1996)，松井 (1997)，内山 (1998)，青木ほか (1999)，
小野 (1999)，田中 (2000)，橋本 (2001)，ヴォーゲ、ル (2004)，飯尾 (2007)，伊藤ほか (2009)。
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ジョンソンは，私的経済活動に対する国家の介入の仕方を類型化し，二つの国家像を
示した。一つは規制指向型国家で、あり，もう一つは発展指向型国家で、ある。前者の例
をアメリカとし，後者の例を日本としている。アメリカ政府は，たとえば独占禁止関
連の法規は多くもつが，どの産業が存続すべきでどの産業が必要でないかという判断
については関与しない。一方，日本のような発展指向型国家は，社会的，経済的な目
標を設定しており，国際競争力を高めるための圏内産業の振興を最優先し，そのため
の産業政策を遂行する。ジョンソンによれば，発展指向型国家である日本で，通産省
が経済活動に介入する方法は二つあるとされている。一つは， 日本で貿易自由化が開
始される 1964年まで続いた外貨割当である。通産省は，外貨の管理ならびに企業各
社への割り当てを行う権限を行使することによって，同省の望む産業政策を実施して
いった。もう一つは，貿易自由化により失った外貨割当権限の代わりに駆使されるよ
うになった行政指導である。行政指導とは，明確な法的根拠をもつものではなく，省
庁が所管産業の企業や行政対象者に対して「指示J，r警告J，r要望J，r勧告J，r勧奨J
などを行うことを意味する。通産省は，外貨割当権限と行政指導という二つの手段に
よって，企業の活動に介入をした。しかしジョンソンの見解では， 日本の政府と企業
の関係は，カプランの言うような通産省が本社で企業各社が支庖であるといった「主
従Jのものではない。日本では，官も民も同じようなエリート教育を受けており，官
民協調を軌道にのせるのは困難なことである。企業は政府の支援を受け入れることは
いとわないが，政府の命令は好まない。ジョンソンによれば， 日本政府は企業との衝
突を避け協調関係をっくり出すために，独自の制度を開発してきた。それが審議会で
あり，各種の産業団体といったものである。これらの会議や団体での意見交換を通じ
て，日本では官民の調整がなされてきた。通産省の主な任務は，このような安定的な
政府と企業の協調関係のもとで発展させるべき産業を選定し，選ばれた産業を発展さ
せるための手段を選定し，そして発展させるべき当該分野における競争の監督を行う
こととされた。以上をジョンソンは， 日本の政府企業間関係の特徴ならびに通産省の
役割として説明をしている (Johnson，1982 : p.22-31 : p.350・360)。
発展させる産業を選定し，産業ごとの競争を監督するという通産省のはたらきを「仕
切られた競争」というモデルで示したのは村上泰亮である。村上は， 日本経済の主要
部分は，産業ごとに分離されたサブシステムとして仕切られており，その仕切りの中
で激しい競争が起こっていたと説明する。政府の役割は，主としてそのような仕切り
を規制によって作り維持することにあり，競争的行動そのものを直接的に規制するこ
とで、はなかった。仕切られた空間の中で，企業各社は激しい競争を展開していった。
この構造が日本経済に大きな効果を生み出したと村上は指摘している(村上， 1984: 
p.32) 0 
上記のような政府の役割に比重をおく先行研究に対して， リチヤード・サミュエノレ
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ズは疑問を呈している。政府と企業の関係を検討する場合，なぜ日本経済に国家が広
範に関与するのかではなく，なぜ企業がそのような国家を好ましいと考えるのかとい
う点について考察をしなければならないと指摘している。このような疑問を呈しなが
らサミュエルズは，政府と企業の関係をどちらが主人でどちらが顧客かを決める方法
などはないとしている。日本の政府と企業の関係は，政府の策定する政策へアクセス
することによって企業に利益がもたらされるがゆえに，現在のような両者の関係が制
度化したのだとしている。このような指摘をしながらサミュエルズは， 日本の政治経
済研究は，政府の権力を誇張し企業の私的権力を軽視する領向にあるが，実際の両者
の関係は，政府と企業の「相互の了承Jのもとで成立しているのであると説明してい
る(サミュエルズ， 1988: p.86・87)。
サミュエルズと同様に，政府の役割に比重をおく研究を批判しているのが，ダニエ
ノレ・沖本である。沖本は，カプランの言う 「日本株式会社」やジョンソンの言う「発
展指向型国家」といった概念を否定している。また日本の産業政策の有効性を説明す
る要因として，通産省の力を重視することについても否定的な見解を示している。政
府と企業の関係について，どちらの立場が強いのかという質問は，両者の関係の微妙
さと複雑さを見逃すだけであり意味がない。 日本という国家は強力であるが，民間部
門もまた強力である。両者の関係は敵対的なものでも，主導権を争うようなものでも
ない。両者は共通の目的を達成する方向に向かって，協力をしている関係にあると沖
本は説明している。とくに沖本は，通産省の「低姿勢」を強調して指摘している。通
産省は権力の絶頂期であってさえ，つねに民間企業との緊密な協調を保って行動した。
完全と言えるほどの事前協議と双方の互譲精神のおかげで，通産省が権力を誇示して
企業と対決するとしづ事態はなかった。通産省が，外国為替割り当て，対外直接投資，
技術ライセンス認可といった各種の強力な権力の源泉を失ってからは，さらに民間企
業との緊密な協力が重要となった。民間企業との協調を保つために，通産官僚は昼夜
を問わず時間を割き，企業の管理者たちとの人間関係を築いていった。これが政府と
企業の非公式のネットワークとなり，各種の権力の源泉を失ったあとでも，通産省の
調整能力を高めたとしている(沖本， 1991: p.2・9: p.213・232)。
カプランならびにジョンソンの研究は， 日本の経済発展における政府の主導性を強
調するという点で伝統的な見解の域を出るものではない。また沖本の研究も，日本の
政府と企業の関係に対して十分な答えを与える理論を持ち合わせてはいない。このよ
うな立場を取るのは，橘川武郎である。橘川は， 日本の電力事業と石油事業とを比較
し，両事業の発展には大きな違いがないのにもかかわらず，政府の役割や関わり方と
いう点では，両産業には対照的とも言えるほどの差異があることを指摘する。カプラ
ン，ジョンソン，沖本の研究のように，通産省の産業政策自体に注目し，それを一般
的に論じるとし寸手法に立つ限りでは，業界によって政府の関わり方に差異が生じる
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理由を論理的に説明することは困難である。 これは政府の側におもに光をあて，政府
と企業の関係をとらえる見方そのものの限界を示していると橘川は指摘している。そ
れとは逆に企業の側から光をあてるならば， より一貫した説明を行うことができる。
つまり日本の企業は，競争に生き残るうえで必要な投資に対しては積極的な姿勢を取
る。そのような企業の意向に合致する政府の産業政策は成功し，合致しない政策は失
敗するということである。橘川はこのような説明をし，産業政策の成否は，それを受
け入れる企業側の意向によることを明らかにしている。また日本の経済発展と政府企
業間関係、との関連を探求するには，政府側の視点に立った研究には限界があり，企業
側の視点に立った研究が有効であることを強調している(橘川， 1995: p.4・7)。
日本の政府企業間関係を，時代ごとに変化する官僚，政党，企業の役割と力関係に
よって説明をしたのが恒川恵市である。明治期以来の日本の国家官僚機構は，先進国
への産業化での追い付きと対外脆弱性の克服を独自の目標として掲げた。日本の官僚
機構は，産業別，分野別に組織化された社会勢力との国会を通さない直接的折衝によ
って，主要な政策形成をおこなってきたと恒川は指摘する。そして，官僚，政党，企
業の力関係は 1970年代前半を境にして変化した。この時期を境にして官僚が政策形
成の中心となる体制から，政党や企業が官僚とならんで，あるいは官僚以上に，政策
に対して影響を及ぼす体制へと変化したと恒川は説明をしている。このような変化を
もたらした要因としては，貿易自由化により為替管理など官僚の政策手段が減少した
こと，自民党の長期政権により専門知識を蓄積した自民党代議士が増加したことなど
があげられている。これらの要因により官僚の力は相対的に低下し， 1970年代以降，
企業に対する官僚の影響力は縮減していったと恒川は指摘している(恒)1，1996: 
p.143・154)。
すで、に触れたように，ジョンソンは，通産省が経済活動に介入する方法は二つある
として，貿易自由化前の外貨割当による許認可権限と，貿易自由化後の行政指導とを
あげた。大山耕輔は後者の手段である行政指導に焦点をあてて，日本の政府企業間関
係を研究している。行政指導は一般的に，政府から企業への一方向的な力の行使をイ
メージさせるが，大山は，行政指導は単なる政府から企業へのコントロール関係では
説明できないとしている。行政指導を奏功させるためには，コントローノレされる側の
不満が残されたままでは上手くはいかない。コントロールされる側の不満を，できる
だけ減らすような工夫がなされるのが普通であると指摘する。行政指導とし1う政府か
ら企業へのコントローノレは，利害関係者間の利害調整と合意形成によって相手の不満
をできるだけ解消させておくという条件がそろった時に，はじめてうまく機能するも
のである。このような説明のもと，大山は，サミュエノレズ、も言及したように， 日本の
政府と企業の関係は「相互の了承」の政治によって成立しているのであると指摘する。
さらに大山は，通産省の許認可事項数が約 2，000にのぼり，省庁のなかでもトップク
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ラスであることが通産省の権限の「強さ」を誇るとされる定説を否定する。通産省の
権限の多さは，同省の所管の「幅広さ」を示しているだけである。また通産省の行政
指導が有名であるのは，通産省にはほかに頼りにできる政策手段がないためである。
このような説明とともに，大山は通産省による行政指導の強制力を否定している。日
本の政府企業間関係について重要な点は，官民協調によって実現された政策は，官の
イニシアティブによって決定されたのではなく，民のイニシアティブによって決定さ
れたものであるという点にある。つまり民の要望に基づいて，官が民を指導するケー
スが多かったということであると大山は指摘している(大山， 1996:p.17・66)。
上記で確認した先行研究は，政府の主導力により日本経済が繁栄したとするもの，
もしくは政府と企業の協調関係によりそれが達成されたとするものであった。いずれ
の研究も，政府が経済活動に関与する価値を認めるものである。これらの先行研究に
反して，政府が経済に介入する価値をまったく認めない先行研究に，マイケル・ポー
ターのものがある。日本には強い競争力をもっ産業と，競争力の弱し、産業とが存在す
る。多くの人が信じていたように， 日本政府の政策が日本企業の優れた競争力を説明
する要因であるならば，競争力の弱い産業はなぜ競争力をつけられないままなのであ
ろうか。このような疑問を提示し，ポーターは，日本の産業は政府が競争を管理した
場合に成功したのではなく，政府が自由な競争を許した場合に成功したのであると指
摘している。政府が様々な政策や介入によって保護している流通業や卸売業，交通，
建設，エネルギー，医療サービスなどのいわゆる内需型産業は，企業の統廃合やリス
トラクチャリングなどが起きずに競争力のない産業になったとしている。また先行研
究では，通産省の政策によって成功したとされる産業の事例だけを調べ，それらの産
業事例で起こったことが日本全体の成功の理由であるとされた。半導体や工作機械，
鉄鋼といった産業ばかりが何度も繰り返し研究された。しかし，これらの産業が競争
力を獲得したのは何十年も前の話であり，現在では，すでに通用しないものであると
ポーターは指摘している。ポーターの分析によれば，日本の競争力のある産業は，政
府から離れて自由に競争した結果生まれたものであり，競争力のない産業は，政府の
保護にあって競争のない環境から生まれたものである。政府の介入があり，かつ競争
力があった産業，たとえば先にあげた半導体，工作機械，鉄鋼などは，政府の施策の
おかげで成功したというよりも，政府の施策にもかかわらず成功したというべきもの
である。このような指摘をし，ポーターは一貫して，政府の介入と日本経済の成功と
の因果関係を否定している(ポーター， 2000: p.14-35)。
スティーブン・ヴォーゲルは，リチヤード・カッツの研究を引用しながら， 1990年
代以降の日本の経済危機は， 日本政府がキャッチアップ型経済から成熟経済への移行
に失敗したことによるとしている。日本政府は，高度成長期に競争力のある産業の育
成に政策の重点をおいたが，その後の安定成長期には，競争力のない産業の保護に政
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策の重点を移した。政府は時間の経過とともに，政策の力点を勝者の育成や支援から
敗者の保護へとシフトしたので，産業育成から得られる成果は徐々に減少していき，
その一方でコストは急増したとヴォーゲノレは説明する。さらに経済成長が減速するに
つれて，保護されている部門への利害調整のために，政府が財政負担によって介入す
ることも困難となってきた。そのため，政府が実際のところ強いられたのは，規制緩
和の促進であり，公共事業の縮小で、あったと指摘している(ヴォーゲル，2006:p.61-71)。
猪木武徳は， 日本を含む東アジアの奇跡的な発展が政府の主導によるものなのか，
それとも市場の力によるものなのかという点について「政府か市場かJとしづ問題の
立て方では，答えを出すのが難しいとしている。「政府か市場かJという問題の立て方
自体には，限界があると指摘している。猪木は，古典的な意味での市場の力よりも，
政府と産業界との連携が経済的な成功につながったとして，政府による各種のインフ
ラ政策が企業の経済活動を支えたことの意義を強調する。一例として香港をあげ，工
業地帯へ労働者を集めるための住宅費の補助金政策に香港政府は熱心であり，この政
策が企業の労働コストを低減させるのに大いに役立ったとしている。猪木は「政府か
市場かJという問題は，その両極端の答えのいずれにも真理はないとしている。政府
と企業の連携によって，はじめて経済的成功が得られたとするのが妥当な結論である
ということである(猪木， 2009: p.255-258)。
政府と企業の連携という視点で，更なる両者の関係強化を提言しているのは，ロパ
ート・ライシュである。今後，企業経営者は政府のパートナーとして協力できるよう
に，新たな心構えとスキルを身につける必要があるとライシュは指摘する。逆に，今
後の企業に対する政府の役割も，自由な企業活動に対して規制をするなどというもの
ではなくなる。そうではなく，社会に有益であろうと思われる企業の活動を，政府が
支持し厚遇する方向へと変わっていくだろう。このような政府の役割をライシュは「規
制より誘導J(coaxing rather than regulating) と呼ぶとしている。今後の政府と企
業の新しい関係から，これまではどうすることもできなかった社会問題の解決策が生
まれてくる可能性もある。このような進歩によって，大きな政府，小さな政府という
不毛な論争は終わり，企業と政府が協力して何を成し遂げるべきかという話に集中で
きるようになるとライシュは指摘している(ライシュ， 2009: p.51・56)。
ライシュと同様に，公共政策の成功には企業の協力を引き出すことが必要であると
するのが，チャールズ・リンドブロムである。リンドブロムは，政策形成の過程を研
究する著書において，政府と企業の関係を次のように説明している。政府は，企業の
一定の活動を禁止することはできるが，政府の求めている機能を果たすように，企業
の経営者に対して命令をすることはできない。一方，企業経営者は，自らの利益を追
求するという目的で自発的に決定をくだした場合のみに限り，行動を起こす。ゆえに
政府には，経営者が企業経営に有利になると判断できるような政策づくりへの配慮が
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求められる。政府は，たとえ企業経営者が要求を口にしなくても，経済界が何を必要
としているかを探り出さなければならない。このようにリンドブロムは説明をし，政
府が求める行動を企業から引き出すためには，企業へのインセンティブが必要である
ことを強調している(リンドブロム， 2004: p.131-136)。
以上， 日本の「経済的成功」と「政府企業間関係」との相闘を中心に，政府と企業
の関係についての主要な先行研究を整理した。本章では，のちの第二節ならびに第三
節で，民主党政権が策定している企業への政策の内容を確認する予定である。現政権
の掲げる企業への政策が，上述の先行研究と照らし合わせて，どのような位相にある
のかを把握するために，以下に先行研究からのインプリケーションを整理する。管見
によれば，次の含意が抽出できる。産業政策を含めて，企業を対象とした政策を成功
に導くためには， I政府と企業の距離が接近しており，両者の聞には相互の了承が存在
し，政府から企業へインセンティブが提供されるJことが必要となる。「距離の接近J，
「相互の了承J，Iインセンティブの提供」という三つを第一節から得られるインプリ
ケーションとし，以下の第二節，第三節を検討していく。
なお第二節では，経済産業省の産業競争力部会での議論，ならびに同部会から出さ
れている資料「産業構造ビジョン 2010Jの内容を確認する。また第三節では，内閣府
の「新しい公共」円卓会議での議論，ならびに同円卓会議から出されている資料 IW新
しい公共』宣言」の内容を確認する。経済産業省ならびに内閣府のそれぞれの会議に
注目したのには理由がある。まず両会議とも，今後の政府と企業の関係やそれぞれの
役割に関する政策を策定する会議である。また両会議とも，民主党政権下で運営され，
開催された時期も 2010年 1月もしくは2月から始まり 6月で終了した，いわば同時
並行で進んだ会議である。つまりこの二つの会議は，ともに民主党政権のもとで，同
じ時期に同じような議題を掲げて行われたものであると言える。違いは，会議の実施
省庁が異なることである。経済産業省の会議から出てきた結論と，内閣府の会議から
出来てきた結論は，同じ論調となっているか。それともまったく別のものとなってい
るか。もし両者の結論が同じ方向にあるのであれば，今後の政府と企業の関係づくり
は，その方向に沿って進められるはずである。もし両者の結論が別のものであるので
あれば，何が原因で結論が別のものとなっているのかを探る必要がある。結論を別の
ものにしている要因が，今後の政府と企業の関係づくりでの障害になる可能性が高い
からである。
第二節 経済産業省「産業競争力部会Jへの考察
東西冷戦の終結ならびにインターネットの普及により，市場はグローパル化した。
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市場がグローパル化すると企業が国境を超えて自由に活動するため，各国政府の力は
低下し，政府と企業の関係は遠くなるとされる48。ところが，実際に起きている現象
は逆である。市場のグローパル化によって，世界経済は従来にも増して連鎖的に反応
をするようになった。 2008年9月 15日に発生した米国投資銀行リーマンブラザース
社の破綻は，米国一国への影響にとどまらず，世界同時不況をもたらした。リーマン
ショックの発生以降，主要国政府は自国の経済を立て直すために，積極的な財政政策
を展開した。それと同時に各国政府は，自国の企業がもっ製品を他国へ売り込むため
に，販売活動も積極的に行うようになった。 とくに新興国での原子力発電，鉄道，水
道など社会資本の整備事業は，巨大市場に成長すると試算されている。社会資本関連
の事業を展開している企業各社は，自国政府との連携体制を強化し，新興国等のイン
フラビジネスの受注に向けて活動を活発化させている490
各国では，政府と企業が連携した活動を進める中，日本の政府と企業の関係はどの
ような状況にあるのか。この点を確認するために，経済産業省が作成した「産業構造
審議会産業競争力部会報告書~産業構造ビジョン 2010'"J (以下，産業構造ピジョン
2010)の内容を確認する。 2010年6月 18日「新成長戦略"'W元気な日本』復活のシ
ナリオ"'Jが閣議決定された。新成長戦略のもとになった資料が，経済産業省の産業
構造ビジョン 2010である。同資料を作成するにあたり，経済産業省は新たに産業競
争力部会を産業構造審議会の中に設置した。資料作成までに合計で 6回の産業競争力
部会議が開催されている。部会のメンバーは，企業人 14人名，学者4名，労組 1名，
消費者アドバイザー1名，医師1名の合計21名である。会議には部会メンバーと大臣，
副大臣，政務官の政務三役ならびに事務方が適宜出席している。このような準備をか
け作成されたものが産業構造ビジョン 2010であり，分量は 350ページにも及ぶ。以
下では，とくに政府と企業の関係について触れた記述を中心に抽出しながら，同書の
分析を行う。
産業構造ビジョン 2010では，現在の日本経済の行き詰まりは一過性のものではな
く，三つの構造的な要因が存在しているとしている。一つ目が，産業構造全体の問題
である。二つ目が，企業のビジネスモデルの問題である。そして三つ目が，一企業レ
ベルではどうすることも出来ない国のビジネスインフラの問題である。同書はこのよ
うに日本経済停滞の三要因を指摘し，これらの構造的要因を克服するには「単なる対
処療法ではなく，政府と企業が持ちうるすべての叡智を結集する必要があるJ(経済産
48たとえばスーザン・ストレンジは，単一のグローパル市場経済へ国民経済が統合されると，政府の権
威は弱まると指摘している(ストレンジ， 1998: p.32)。またコーリン・クラウチとウォルフガング・ス
トリークも同文脈の議論をしている。(クラウチとストリーク， 2001: p.20) a 
49たとえば韓国は，官民一体で原子力発電所の受注獲得に乗り出し，アラブ首長国連邦 (UAE)での受
注に成功した。韓国以外では，ロシア，フランスなどが原子力発電所の受注に向けて積極的に活動してい
る。
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業省， 201Og: p.3) として，次の四つの構造転換が必要だとしている。第一に産業構
造の転換であり，第二に企業のビジネスモデルの転換であり，第三に国内雇用維持の
転換であり，第四に政府の役割の転換である。ここでは，第四の政府の役割転換に関
して内容を確認する。とくに政府の役割転換については，二つの要素が同書では強調
されている。一つは，今後の政府の役割は， ビジネスに深く介入することであるとい
う点である。そしてもう一つは，今後の雇用対策は，政府が主導するという点である。
政府の役割転換の中で，第一点目である政府のビ、ジネスへの介入については，同書
では次のように解説されている。「世界の成長分野が環境・エネルギ一分野のような社
会課題解決型産業にシフトしていることから，政府の新たな役割が拡大せざるを得な
くなるとともに，国家資本主義国や社会主義的市場経済国が台頭し，各国政府は，戦
略分野の支援，誘致，売り込み合戦に遁進し始めている。こうした世界の動きの中で，
日本は，世界の競争のゲームの変化に遅れてしまった。市場機能を最大限活かした，
新たな官民連携を構築しなければならなしリ(経済産業省， 2010g: p.4)とし，日本は
政府と企業の連携活動に出遅れたことを言明している。
さらに産業構造ビジョン 2010は，各国政府が産業政策を展開しビジネスへ積極的
に介入している様を具体的に伝えている。まず，各国政府が産業政策に積極的である
ことの理由として，次の四点をあげている。第一に「先進国の経済が停滞してきたた
め，各国政府は供給サイドに働きかける産業政策を意識せざるを得なくなったJ(経済
産業省， 201Og: p.30)こと，第二に「米国発の金融経済危機が，先進各国の急激な
需要の減退をもたらし，需要の創出が政策上最も重要な課題と認識されるようになり
(中略)，確実な需要創出につながるような形で供給サイドに働きかける産業政策の必
要性を強く認識したJ(経済産業省， 2010g-: p.30)こと，第三に「新たに成長市場の
拡大が期待される分野は，環境・エネルギーや少子高齢化といった社会課題解決型の
分野であることから，政府の関与が決定的な影響を持たざるを得ない性格を有してい
るJ(経済産業省， 2010g: p.30)こと，第四に「今後大きな成長力をもっ市場が，政
府の関与が強い新興国市場である分，供給サイドも，社会主義的市場経済国が台頭し
てきており，こうした競争のゲームのプレーヤーとの関係で，先進国側でも政府の新
たな役割が求められるようになっているJ(経済産業省， 2010g: p.30)ことである。
このような四つの理由により，各国政府は産業政策に積極的になったと同書では分析
されている。そして，産業政策に積極的である政府の例として，韓国，米国，英国，
シンガポール，フランス， ドイツ，中国があげられており，その内容はそれぞれ次の
ように整理されている。
韓国は「グリーン技術，先端融合，高付加価値サービス産業等の 17業種に対して，
今後 5年間で 97兆ウォンの政府補助や，半導体製造装置の国産化に向けて 3年で約
600億ウォンを補助J(経済産業省， 2010g: p.30)する。米国は「スマートグリッド
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を始め，太陽光，風力，次世代自動車(蓄電池)，省エネ等といったクリーンエネルギ
一分野に対して，政府支出を重点、化J(経済産業省， 201Og: p.30) している。英国は
「金融の一本足経済ではなく，成長産業にターゲットを絞り重点支援を行っている。
例えば，低炭素技術等，戦略的に先進的産業プロジェクトを支援するため，総額 7.5
億ポンドの基金を創出し，低炭素関連プロジェクト等に集中投資することJ(経済産業
省， 2010g: p.30) としている。シンガポールは「技術革新企業に最長 15年間の法人
税免税，統括拠点への法人税減免，対象企業の人材育成などへの補助金支給などによ
り，強力な企業誘致をJ(経済産業省， 2010g: p.30)行っている。フランスは「産業
の再興・強化のため，将来に向けた雇用創出効果の高い重点産業分野(デ、ジタノレ，エ
コ・エネノレギ一等)を決めて支援の重点化を図ると共に，年間約 500億円の特別財源
で，コンテンツ開発，人材育成等を支援するJ(経済産業省， 2010g: p.30)ことにし
ている。 ドイツは「太陽光発電を始め，環境・エレルギ一分野への集中投資を加速し
ている。電気自動車のリチウムイオンバッテリーの信頼性向上のための研究開発等，
22プロジェクトに対して4，650万ユーロの支援を行うJ(経済産業省， 2010g: p.30) 
としている。中国は「自動車や鉄鋼など 10大産業や文化産業を集中支援することとし
ている。また，ハイテク認定企業には軽減税率を適用J(経済産業省， 2010g: p.30) 
する。このように各国政府は，財政出動によって今後の成長分野へ自国の産業構造を
転換するように，政策を展開している。
上記のように産業構造ビジョン 2010は，各国政府のビジネスへの介入の様子を整
理したうえで，日本も政府の役割の転換が必要な時期に来ていると論じる。問書によ
れば，日本は戦後から 1980年代初頭まで「政府主導の資源配分Jや「護送船団方式」
などの政府介入によって産業育成がなされた。しかし現在の政府と企業の関係は，そ
のような状態にはないとして次のように分析する。 f90年代に入札省庁間の縦割り
による弊害が目立つようになり， w小さな政府』や『規制緩和』による民間活力の発揮
を標楊する論調が我が国にも広がる中で，いつしか，国は企業活動の自由を保証し，
あとは何もしない方が良いという市場機能を無批判に肯定する議論や，産業政策にお
ける国の役割をすべて否定するような議論さえ台頭するようになった。こうした中で，
官民の連携の強さは失われ，相互の距離は広がっていってしまったJ(経済産業省，
2010g: p.37)。同書では，このように現在の日本の政府と企業の関係は疎遠になって
いることを伝えている。さらに同書は，昨今の世界の状況をかんがみれば，政府に求
められる役割は明らかに変化しており，各国政府は新しい官民連携と政府の役割の転
換を模索しているところにあるとしている。そして，この点に関して日本は遅れをと
っているとして，同書では次のような提言がなされている。
世界経済の構造変化に対して，我が国は明らかに出遅れている。インフラ
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関連プロジェクトの受注を例にとれば，相手国の外交・経済政策面も含め
た様々なニーズに細やかに対応することが受注にあたっては条件になるこ
ともあり，およそ一民間企業だけで対応できる範囲を超えてしまう要求も
多い。各国の政府と企業は，そうした官民一体での対応の必要性をいち早
く自覚し，適切な手を打ってきている。一方，我が国は，過去の官主導か
らの決別を強く意識するあまり，官民連携による体制作りは円滑に進まな
いことが多く沿ってきている。世界の需要構造が大きく変化し，新興国で
の商談にあたって，自国政府との連携がますます重要な要素になっている
昨今，官と民の役割をもう一度冷静に見つめ直し r官」の役割の震小化と
いう「行き過ぎた振り子」を戻し，新たな連携の姿を模索しなければなら
ない(経済産業省， 2010g: p.37・38)。
このように産業構造ピジョン 2010は，他国の状況と比較すれば，現在の日本の政
府と企業の関係は疎遠になっており，両者が連携する体制にはなっていないことを強
調している。
次に，政府の役割転換に関するこっ目の要素である，今後の雇用対策は政府が主導
するという点について検討を行う。雇用問題について同書は「足下では，失業率が 5%
近辺を推移し，完全失業が 330万人に達しているだけでなく，潜在的に失業の可能性
もある者も加えるとその数は 905万人 (13.7%)にも上るとの推計もあり，深刻な雇
用不安が広がっている。このため短期的には，雇用の受け皿を確保し，雇用の量を確
保することが最重要課題であるJ(経済産業省， 2010g: p.ll) とし，雇用対策は政府
としての喫緊の重要課題であるとの認識を示した。さらに同書では，雇用対策は企業
の競争力強化の負担にならないよう政府主導で行うとして，次のように記述されてい
る。「企業が再編・棲み分けの意思決定を行うに当たって，雇用維持は大きな課題とな
る。再編・棲み分けを実際に行うに当たっては，基本的には雇用を維持することが望
ましいが，雇用調整に踏み切らざるを得ない場合もありうる。こうした雇用調整を伴
う場合についても，むしろ個々の労働者の労働移動をし1かに円滑に進めるか，という
視点から，国として積極的に支援を行うことが必要であるJ(経済産業省， 2010g: 
p.222)。また短期的に圏内で雇用を生み出す方法としては，法人税の減税などを行い，
日本を企業立地の場所として魅力的なものとし，海外からの企業誘致を積極的に進め
るとして次のように説明する。「成長市場が新興国に移りつつある今，各国政府は園内
雇用の確保に向けて，戦略分野の支援，誘致，売込合戦など，激しいグローパノレ競争
を展開している。我が国政府の対応は遅れていると言わざるを得ない。圏内市場に頼
ることで，企業が成長し，雇用を生み出せる時代は終鷲を迎えている。政府としても，
新たな戦略の構築が必要であるJ(経済産業省， 2010g: p.281)。このように政府の役
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割を整理し，政府が雇用政策を推進することによって，企業が競争力を強化すること
が重要であることを指摘している。
以上のように産業構造ビジョン 2010は，政府の役割転換として，今後の政府の役
割はビジネスに深く介入することと，雇用対策を主導することの二点を強調している。
さらに政府の役割転換をふまえた上で，今後の政府と企業の関係は，市場機能を最大
限に活かした新たな連携の形を構築しなくてはならないとして，次のように論じてい
る。
官と民は，どちらかが主導するものではない。官は官，民は民と割り切る
ものでもない。他方，単なる既得権益保有者なと戦略なき企業と政府が
連携することもあり得ない。「市場機能の中で民は徹底して稼ぐための事業
戦略を練り，官がそれを戦略的にサポートし，官は圏内雇用の確保に必要
な政策を徹底的に打つ」これが，官と民の新たな方向性である(経済産業
省， 201Og: p.282)。
このように同書は，企業は事業を通じて稼ぎ，政府は企業の事業活動を支援するも
のとして，それぞれの役割分担を定義している。
以上，経済産業省の産業競争力部会が作成した産業構造ビジョン 2010の内容を確
認した。第一節での検討から得られた「距離の接近J，r相互の了承J，rインセンティ
ブの提供」という三つの含意と P 産業構造ビジョン 2010で語られている政府と企業
の関係とを照らし合わせると，次の二つのことを導き出すことができるであろう。一
つに，近年の政府と企業の関係は疎遠であった。「距離の接近」という状態にはなく，
連携して産業政策を推進するような体制で、はなかった。この点を政府は喫緊の課題と
して認識している。もう一つに，今後，政府と企業の連携体制を構築する上では，い
かにして「相互の了承」と「インセンティブの提供Jをもたらすかという点が重要と
なる。この点を加味した制度設計が，政府と企業の関係構築の成否を分けるポイント
となるはずである。
第三節 内閣府 rw新しい公共』円卓会議Jへの考察と二つの会議の論点
2010年 1月，内閣府に「新しい公共」円卓会議が設置された。これは鳩山首相の所
信表明演説で触れられた「新しい公共」という考え方やその展望について，議論を行
うことを目的としている会議である。同会議によれば「新しい公共」とは，従来，公
共領域の課題解決は官だけが担うものと理解されがちで、あったが，これを市民，企業，
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NPOなどにも広げ，多くのアクターの参画によって課題を解決していくという意味合
いのものである。同円卓会議のメンバーは，企業人 10名，学者4名，自治体首長経験
者2名，その他3名(公益法人理事， NPO理事長，写真家)の合計 19名である。ま
た会議には，内閣総理大臣，副総理，内閣官房長官，内閣府特命担当大臣(r新しい公
共j担当)が出席し，必要に応じて関係大臣や，その他関係者の出席を求めることが
あるとされている。
第一回会議が同年 1月27日に聞かれ，その後も定期的に会議が開催されている。 6
月 4日には最終日にあたる第八回会議が聞かれ，同日に会議のアウトプットである
r~新しい公共』宣言」と r~新しい公共』円卓会議における提案と制度化等に向けた
政府の対応」という二つの資料が公表されている。本節では，第一回から第八回にわ
たる同会議議事録ならびに，アウトフットとして採択された二つの資料の内容を吟味
する。政府および企業が担う公共の課題解決上の役割について，どのような議論がな
されているのかを同資料より確認する。あらかじめ指摘しておきたいことは，同会議
は，とくに CSRを基軸の概念に据え，企業からいかにして公共領域への貢献を引き出
すかという視点で，議論が展開されているということである。ゆえに以下では， CSR 
を起点にした議論を中心に，内容の確認を行っていくこととする。
鳩山政権の言う「新しい公共」とし寸協働の概念において，課題解決の主要なアク
ターとしてあげられているのが，市民， NPOそして企業である。とくに企業に対して
は，すでに日本企業各社による CSR活動が行われているということもあり，企業をい
かにして「新しい公共」の主要アクターとして機能させるかという点についての議論
がなされている。さらに，今後は企業が CSR活動をより行いやすくする方法を考える
必要があるとして，企業の公共領域への貢献に対して期待をよせる議論が，会議の一
回目および二回目といった早い段階から展開されている。また， CSRと事業活動との
相関については， CSRは企業の本業と切り離すことは出来ないとされている。表面的
にCSR活動を行っているからといって，本業では金儲けだけをしていればいいという
話になるのは心配だとする発言が，複数の委員から出されている。企業は本業を通じ
て公益に資するべきだとする趣旨で，同会議では次のような議論がなされている。
rCSRというのはまさに経営の問題なのです。CSRイコール本業と違う社会貢献活動
となってしまうと，私はそうなることに危機感を覚えますし， (中略)今や公益資本主
義の時代だ，公益に資してこそ企業も成長できるのだというふうに考え方が大きく変
わってきているところだと思うJ(内閣府， 201Oc: p.15)。さらに，企業は社会の一員
である以上，企業の存在意義は社会に貢献することにある。つまり企業の経営目的は，
社会への貢献を継続的に果たしていくことにあるとして，次のような意見も出されて
いる。「つまり，企業がその本業の『公共性』を社会に対して宣言をして，社会がそれ
に共感をし，そしてその実践を尊ぶ社会へ大きくかじを切っていくことが必要なので
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はないか。これは，別に営利活動を軽視するものでは一切ありません。公共性と営利
活動を二項対立で考える呪縛からそろそろ我々は脱する時期にきているのではない
かJ(内閣府， 2010f: p.14)。
また「新しい公共」としづ概念の中で，企業が公共領域の課題解決に加担するとい
う提案を円卓会議からした場合，一般の企業はどう感じるだろうかという問し、かけが
同会議内でなされている。それに対しては次のような議論が展開されている。
そうは言ったって苦しいと思うと。(中略)企業の人間も例えば今などはど
ちらかというと企業内失業者がすごく多いわけです。手前どもにもいるわ
けです。でも，それをあえて自分たちに抱えているというのは，一つの公
共だと思っているからです。いわゆる法律の問題もあるけれども，一緒に
同じ船に乗っているのだから降りろとは言わないよと。(中略)でも，そう
は言うけれどもと。将来本当に大丈夫なのかと。これだけ 900兆円も借金
がある国で大丈夫とか，みんなはそう思っている。これだけで共鳴を覚え
るかどうかは大変疑問だと思います(内閣府， 2010h: p.15)。
上記のように，公共領域の課題解決に企業が参画することの重要性を認めつつも，
現在の経済状況では，一般企業に公共領域への貢献という考え方が浸透するのは困難
であろうとの見解も，同時に示されている。
以上， CSRを起点にした議論を中心に同会議の内容を確認した。全八回の会合を経
て，会議のアウトプットとして r~新しい公共』宣言J と r~新しい公共』円卓会議に
おける提案と制度化等に向けた政府の対応」としづ二つの資料が公表された。以下で
は，まず r~新しい公共』宣言J に記載された CSR 等に関する内容を確認する。同宣
言書では， r新しい公共」が作り出す社会は，人々が支え合う活気のある社会であると
されている。また政府の役割については「成熟期に入った日本社会では，これまでの
ように政府がカネとモノをどんどんつぎ込むことで社会問題を解決することはできな
いいわれわれも，そのような道は選ぱなしリ(内閣府， 201句:p.2)として，あいま
いな表現ながらも，政府が主導をして公共領域の問題解決を行うことに消極的な姿勢
を示した。また今後の日本の成長については「これから， ~新しい公共』によって『支
え合いと活気のある』社会が出現すれば，ソーシヤノレキャピタルの高い，つまり，相
互信頼が高く社会コストが低い，住民の幸せ度が高いコミュニティが形成されるであ
ろう。さらに，つながりの中で新しい発想による社会のイノベーションが起こり， ~新
しい成長』が可能となるであろうJ(内閣府， 201句:p.2)として「新しい公共」とい
う考えのもとで人々が支え合うことにより， 日本の社会は新しく成長していくという
見解が提示されている。また企業の役割については，円卓会議での議論にもとづき，
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利潤の追求のみならず社会への貢献も必要とされ，以下のような文面が宣言書に盛り
込まれている。
現代の企業も「新しい公共Jの重要な担い手である。実際，企業は，社会
から受け入れられることで市場を通して利益をあげるとともに，持続可能
な社会の構築に貢献することにより稼ぎ」と「つとめJの両方を果たす
ことが可能なはずだ。しかし，昨今のグローバノレ経済システムは，利潤を
あげることのみが目的化し，短期的利益を過度に求める風潮が強まり，そ
の行き過ぎの結果経済的リターン」と「社会的リターン」を同時に生み
だすことができない状況も起こっている。「新しい公共」を考えることは，
資本主義のあり方を見直す機会でもある(内閣府， 201吋:p.2)。
日本経済が停滞し，企業各社の決算結果が軒並み不調である中でも，同宣言書は，
企業が利潤のみを求めることについて，否定的な見解を提示した。また同宣言書では，
企業が「新しい公共」へ理解を示すよう，次のような企業への期待感も提示されてい
る。
企業には，その持続可能性を高めるためにも，社会貢献活動やメセナ活動
を通じた社会との関係の重要さを認識していただきたい。(中略)経営理念
や経営者の意思として，企業の本業の社会性を高めるとともに，直接的に
社会に利潤を還元する寄付行為や，社会がそれを受け入れる仕組みを作る
など，企業活動の一環として位置づける方策を進めていただきたい(内閣
府， 201吋:p.5)。
つまり企業は，業務内に公共領域の課題を解決するような要素を取り込み，かつ，
稼いだ利潤も社会貢献やメセナ活動などを通して社会に還元することを，政府として
は期待するとしづ提言になっている。
次に，同会議の二つ目のアウトプット資料である iW新しい公共」円卓会議における
提案と制度化等に向けた政府の対応」の内容について確認する。同資料は iW新しい公
共』宣言Jの中で提示されている各種の提案を，今後政府が具現化する際の指針とし
て作成されたものである。資料の中で，六番目の項目は「企業の公共性について」と
されている。ここでは，企業の公共性を作り上げていくために政府が実施することと
して「企業の公共性や社会性に目を向けた経営を支援する環境の整備Jや「社会的課
題を解決するためにビジネスの手法で活動する事業主体を『新しい公共』の重要な担
い手として育成J(内閣府， 2010k: p.7・8)することなどがあげられている。
82 
以上，前節では経済産業省「産業競争力部会Jでの議論の内容を，そして木節では，
内閣府 I~新しい公共』円卓会議J での議論の内容を確認した。両会議での議論の要旨
を整理すれば， 1産業競争力部会Jでは「民は徹底して稼ぐための事業戦略を練り，官
がそれを戦略的にサポートする。さらに官は園内雇用の確保に必要な政策を徹底的に
打つ」としているのに対し， I~新しい公共』円卓会議」では「政府がカネとモノをつ
ぎ込むことで社会問題を解決することは出来ない。企業は『新しい公共』の重要な担
い手であるので，企業の本業の社会性を高めるとともに，社会に利潤を還元する寄付
行為なども進めてもらいたいJとしている。このように，二つの会議で議論されてい
る内容を整理し対比すると，両会議で議論されている内容は全くの別物であり，あい
反していることが理解できる。先にも確認したように，この二つの会議はともに民主
党政権のもとで，同じ時期に同じような議題を掲げて行われたものである。それにも
関わらず，上述のように両者の結論が全く異なるものとなった根本的な要因は， CSR 
の存在にある。内閣府は，企業には社会的な責任があるとして，営利活動を部分的に
犠牲にしてでも企業に公共領域への貢献をもとめている。経済産業省は，日本経済が
低迷する中で政府と企業の再接近を試み，企業の利益追求を最優先とすることが重要
であるとしている。
日本企業の産業力強化が喫緊の課題となっている状況において，企業の利益追求を
支援する経済産業省の方針と，企業へ利益分配を要求する内閣府の方針は，今後対立
するものとなるであろう。同じ民主党政権下であっても r産業競争力部会」と I~新
しい公共』円卓会議」では，全く逆の政策づくりが行われる結果となっている。すで
に別章においても CSRが引き起こす弊害について指摘をしてきたが，このように政策
の不一致の原因ともなる CSRは，政府と企業の関係づくりにおいてでも，障害となる
概念なのである。
おわりに
本章は， CSRは政権内の方針不一致さえも招く概念であり，その推進には相当な課
題があるとしヴ立場で議論を進めた。内閣府は，企業には社会的な責任があるとして，
営利活動を部分的に犠牲にしてでも，企業に公共領域への貢献をもとめている。一方，
経済産業省は，企業の利益追求が最優先事項であり，産業力の強化が日本経済の再生
につながるとしている。同じ民主党政権下で「企業の利益追求を支援する」経済産業
省と， r企業へ利益分配を要求する」内閣府とで，全く逆の政策がつくられている状況
にある。
リーマンショック以降，主要国政府は経済を立て直すために，自国企業との連携を
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はかり，協調してビジネスを推進している。一方，日本の政府と企業の関係は，かつ
ては緊密で、あったものの現在の両者の関係は疎遠な状態にある。経済産業省によれば，
日本経済の再生のためにも攻府と企業の協調は不可欠であり，両者が連携を取る体制
をつくることが急務であるとしている。ところが現状は，経済産業省が政府と企業の
再接近を促しでも，正反対の方向性をもっ内閣府の政策が，両者の接近を阻んでしま
うという構造になっている。政府と企業の協調関係の構築には，政府から企業へのイ
ンセンティブの提供が不可欠であるが，内閣府の方向性はその逆にあるからである。
かような視点を提示しながら，本章は三節の構成で論を進めた。第一節では「日本
の経済的成功Jと「政府と企業の関係」に関する主要な先行研究を整理し，含意を抽
出した。産業政策など企業を対象とした政策を成功に導くためには，政府と企業の聞
で「距離の接近Jと「相互の了承」がなされ，政府から企業へ「インセンティブの提
供jがなされる必要があるという点を，先行研究から得られるインプリケーションと
した。第二節では，経済産業省「産業競争力部会Jの議論を確認した。同会議では，
今後の政府と企業の関係やそれぞれの役割については「民は徹底して稼ぐための事業
戦略を練り，官がそれを戦略的にサポートする。さらに官は圏内雇用の確保に必要な
政策を徹底的に打つ」としていることを確認した。また第一節から得られた含意と同
会議の内容とを対比させ，今後の政府と企業の関係構築の要諦を確認した。第三節で
は，内閣府 rw新しい公共』円卓会議」の議論を確認した。同会議では「政府がカネと
モノをつぎ込むことで社会問題を解決することは出来ない。企業は『新しい公共』の
重要な担い手であるので，企業の本業の社会性を高めるとともに，社会に利潤を還元
する寄付行為なども進めてもらいたい」との議論がなされていることを確認した。ま
た同時に，今後の政府と企業の関係に関する内閣府の方針は「政府から企業へ利益分
配を要求する」ものとなっていることを指摘した。さらに同節では，経済産業省での
議論と内閣府での議論とを対比させながら，同じ政権で、異なった見解が提示されてい
る根本的な要因は， CSRの存在にあることを指摘した。
最後に，本章の今後の研究課題について触れる。本章の今後の研究課題は， r企業側
の反応Jを整理することにある。主に次の三点について，調査研究が必要とされる。
一つ目に，現在の政府と企業の関係について，企業はどのような意思を持っているか
ということである。経済産業省によれば，現在の両者の関係には距離があるとされる。
企業側は，政府との距離が離れている現状について憂慮があるのか，それとも現状で
問題なしとしているのかということである。二つ目に，経済産業省の「産業構造ビジ
ョン2010Jについて，どの程度の企業が同資料の存在を認識しているのかということ
である。また，同資料の中で示されている産業政策について，企業各社はどの程度の
理解と賛同を示しているのかということである。そして三つ目に 内閣府の言う「新
しい公共」の担い手として企業が公共領域への貢献を行うという点について， どの程
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度の企業が実際に賛同し協力をするのかということである。以上三点を中心に，政府
と企業の関係を構築する上での「企業側」の意思を確認することが重要である。経済
産業省ならびに内閣府の会議結果が公表されてから日が浅いということもあり，今回
の研究では，企業側の状況確認まで、は行かなかった。この点を，今後の研究課題とし
fこし¥。
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終章本論文のまとめと今後の研究課題
本稿は，景気が後退する中での CSRは，社会に期待されるほどの利益をもたらすも
のではないという点を基軸にし，論を進めた。とくに日本経済が不振である現在での
CSRの実践は，次の二つの問題を引き起こす可能性があることを指摘した。
一つ目は， CSRによって公共領域の課題解決が遅延する可能性があるということで
あった。 CSRを本格化すれば，政府は企業に公共領域の課題解決を期待する。一方，
企業は CSRを実施することによって，本来は政府がやるべき問題の解決に責任がある
と考えるようになる。日本経済が後退局面に入り，それが長期化すると，企業は利益
確保以外の仕事に自社の経営資源を使う余裕は少なくなる。その結果，企業は CSRを
標携しながら，実際には社会問題の解決を担っているとしづ意識は低下する。そうな
れば，政府は対策が遅れ，社会問題の解決は遅延することになりかねないという論旨
で、あった。
二つ目は， CSRによって企業の競争力が低下し，税や雇用を生み出す機会が少なく
なるということであった。 CSRの実践には，少なからずコストが必要となる。 CSRを
標楊している企業は，景気が後退する局面にあっても，利益を確保する以外の仕事に
自社の経営資源を使わなければならなくなる。その結果，企業の競争力は低下し，税
や雇用を生み出すという役割も果たしにくくなるという論旨であった。
このように，企業は CSRによって，社会の課題解決と自社の利益追求の両方を意識
する必要性が出てくる。本稿では，企業は利益追求のための経営戦略を練り，政府は
税収を原資として雇用などの課題解決に努め，さらに企業の利益追求を支援するため
の産業政策を策定することが肝要であるとした。 CSRによってあいまいとなった政府
と企業の責任領域を明確にし，両者のあり方を本来の関係に戻すことが，産業力の低
迷に直面している日本の喫緊な課題であることを論じた。
本稿は，序章から第五章までで構成された。序章では， CSRの先行研究を検討した。
CSRの先行研究は膨大にあるが，本稿では，それを三つに類型化した。一つ目の類型
は，企業の業務内で実施され，かつ利益を生む行為を領域とするものである。この類
型を本稿では「社会課題解決ビジネスJと呼称した。具体的には，社会の課題解決と
なる要素を業務内に取り入れ，利益を生むビジネスとして CSRを実践するという趣旨
であったc 本稿では，当該行為がビジネスとして成立するのであれば，それはビジネ
スに他ならず社会課題解決ビジネス」を CSRとして解釈することを否定した。二
つ自の類型は，企業の業務内で実施され，かっ利益を生まない行為を領域とするもの
である。この類型を本稿では「企業の公共性Jと呼称した。具体的には，利益を生ま
ない要素を業務内に取り入れ， CSRの名の下に，公共領域の課題を解決するという趣
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旨で、あった。本稿では，企業がビジネスにならずとも自社の業務で公共政策の実施を
担うという，今まで、になかった概念である「企業の公共性」は， CSRとして解釈でき
るとした。しかし上述のように企業の公共性」である CSRに批判的であるという
本稿の見解は，序章でもあらためて示された。三つ目の類型は，企業の業務外で実施
され，直接的な利益を生むこともない，一般的に「社会貢献活動Jと呼称される領域
のことで、あった。本稿では， r社会貢献活動」は以前より存在しており，ボランティア
やフイランソロビーといった言葉で、も言い表されていたように，既に実践されていた
概念であることから， CSRとして解釈することを否定した。「社会課題解決ビジネスj
と同様に，すでに存在している概念を， CSRという新しい言葉で言い換える必然性は
ないという立場を取った。このように序章では， CSRの先行研究を分類して「企業の
公共性」のみが CSRに該当すると指摘した。そして「企業の公共性」を意味する CSR
の意義を，あらためて批判した。
第一章では， CSRの出現背景と議論の現状を整理した。 2003年を境にして， CSR 
の議論が日本でも始まった。なぜ2003年を境にして急に CSRが出てくるようになっ
たのかという点について，二つの理由をあげた。一つは，日本企業の海外への進出に
ともない企業の利害関係者が国内のみならず海外へも広がったことであった。もう一
つは，長年， 日本の企業間で行われてきた株式の持ち合いがバブノレ経済の崩壊ととも
にくずれ，外国人機関投資家が日本企業の株式を保有するようになったためで、あった。
これら二つの産業構造の変化により，日本の産業界でCSRが急に意識されるようにな
ったと指摘した。また CSRをめぐる現在の議論の状況についても，第一章で確認を行
った。日本の CSRの議論では，法令遵守，企業倫理，社会貢献などといった全く別の
概念が混在して扱われており，議論が拡散していることを指摘した。中でも， 日本の
主要な経済団体や CSRを研究している論者の多くが， CSRの基本は法令遵守である
と捉えていることを確認した。本稿では，法令遵守が CSRの基盤であるというのは誤
りであることを強言周した。
第二章では，第一章に引き続き，法令遵守は CSRの一部であるのかといった点につ
いて，実際に事例分析を通じて検討を行った。 2006年の夏に明るみとなった，パロマ
社製瞬間湯沸かし器による一酸化炭素中毒事故を事例とした。本稿の事例分析で，パ
ロマは当時のガス事業法など各種の法令を遵守していたことを明らかにした。パロマ
は法令を遵守していることを担保に，事故の発生以来20年間にわたり根本原因を解明
する努力を怠っていたことを指摘したc 本稿では，同事故発生の根本的な原因は，当
時のガス機器のメンテナンスをめぐる法律の不備にあるとした。パロマの事例分析を
通じて，本稿は，法令遵守が企業の CSRを高めることになるとは限らないことを指摘
した。また人命にかかわる事故の防止を，企業の意志によって確保される CSRに期待
することのほうが危険であると示唆した。事故の防止には，政府による監視や法律に
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よる規定が必要であることを結論とした。
第三章では，ジョブ・カード政策とセーフティー不ツト政策というこつの政策の観
察を通じて，企業の責任領域と政府の責任領域に関する検討を行った。二つの政策は，
同時期に実施されたものであり，かっ非正規社員の雇用対策が目的であるという類似
性を持っている反面で，政策を進める主体者が，それぞれ企業と政府と異なっている
点が特徴として上げられた。同じ時期に同じ目的を持ちながらも政策の実施主体者が
企業と政府と異なる場合に，政策の成否はどのように変わるかという点を考察した。
本稿では，二つの政策の成果を観察することによって，社会の課題解決は企業の自主
性に委ねるのではなく，政府主導による政策の遂行が有益であるという結論を提示し
た。また， CSRに過度の期待を寄せてしまうと，政府が社会の課題を解決する適切な
時期を逃してしまうことにもなりかねないことを指摘した。政府が CSRへ期待をした
ために，社会の課題解決が遅延する現象を rCSRの逆説」としづ呼称で提示した。
第四章では， CSRと雇用の維持について考察を行った。景気が後退する中で，企業
がCSRを旗印に雇用政策に関わることの是非を検討した。とくに昨今の景気後退に際
して，企業ならびに政府が表明している雇用に関する方針を確認した。経済団体等は，
雇用を維持することは CSRであるとし，企業各社への雇用維持を積極的に呼び掛けて
いた。その反面で，政府は厳しい経済状態での喫緊の課題は産業力の強化にあり，今
後の雇用対策は企業に依存するのではなく政府が主導するとしていた。終身雇用を長
らくの慣行としてきた日本社会にとっては，政府による雇用政策の方針転換は大きな
変化であることを指摘した。政府から，このような雇用政策に関する方針が提示され
たのであれば，今後は CSRを基軸にした企業による雇用維持の慣行を見直し，日本企
業の各社内に留保されている余剰人員を，-s.整理することも必要であると提起した。
景気が後退する中で，日本の産業界が CSRの実践を強調し雇用の維持を主張するので
あれば，企業は自らの成長を阻害することにもなりかねないことを指摘した。また長
年，日本の強みとされてきた製造業の現状と台頭する韓国企業の躍進ぶりを確認しな
がら， CSRが日本企業の産業力を低下させる要因のーっとなっている可能性について
言及した。
第五章では， リーマンショック後に各国の政府と企業が連携を深め，自国の経済の
たて直しをはかる中で，日本の政府と企業の関係はどのような状況にあるのかといっ
た点を検討した。この点を確認するために， とくに経済産業省の「産業競争力部会」
と内閣府の rw新しい公共』円卓会議」というこつの会議に焦点をあてた。両会議では
それぞれ，今後の政府と企業の関係を次のように定義していた。「産業競争力部会」で
は， r民は徹底して稼ぐための事業戦略を練り，官がそれを戦略的にサポートする。さ
らに官は国内雇用の確保に必要な政策を徹底的に打つ」としていた。一方， rw新しい
公共』円卓会議」では政府がカネとモノをつぎ込むことで社会問題を解決すること
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は出来ない。企業は『新しい公共』の重要な担い手であるので，企業の本業の社会性
を高めるとともに，社会に利潤を還元する寄付行為なども進めてもらいたしリとして
いた。両会議は同じ民主党政権下で同時期に開催されたものであったが，結論はまっ
たく異なるもので1あったc 本稿は，両会議の結論が異なるものとなった根本的な要因
は， CSRにあるとした。内閣府のCSRへの期待によって，同じ政権下で、あっても「企
業の利益追求を支援する」としている経済産業省との問には，政策の隔たりが生じて
いる。このように， CSRは政権内での方針の不一致さえも招く概念であり，その推進
には懸念があるという点を結論として提示した。
以上のような構成のもと，本稿は「企業の公共性Jである CSRに対し，批判的な論
述を展開した。
最後に，今後の研究課題について整理する。本稿では，景気が後退する中でのCSR
には，否定的な立場をとった。では景気が好調である場合は， CSRを肯定できるのか。
今後の研究課題は，この点について答えを出すことにある。「企業の公共性j という概
念は，景気後退期には様々な問題を引き起こす。その点は本稿で検証してきた通りで
ある。では，景気が好調である場合には「企業の公共性」としづ概念は，社会にどの
ような影響を与えるのかc 企業が利益につながらなくとも，社会の課題解決の要素を
業務内に取り入れる。具体的に言えば，雇用を維持するために，社内の不必要な人材
をそのまま雇い続ける。また，フリーターやパートといった非正規社員と雇用契約を
締結し，有給で実務訓練を実施してその後に正社員として雇用する。本稿では把握し
ていないが， r企業の公共性Jによって解決できる課題は，他にもおそらく存在するで
あろう。これら「企業の公共性」にもとづく行動は，景気が好調の際には，社会にと
って有益なこととなろうか。もしくは，景気の良し悪しに左右される企業に，社会の
課題解決を委ねるべきではないということになろうか。さらに言えば，社会の課題解
決は本来政府の責任領域であり，企業が介入することで，両者の責任領域があいまい
になるため避けるべきだという本稿の見解は，景気の状況を問わず，そのまま生かさ
れるであろうか。景気の状況によっては， CSRは社会にとって有意義なものとなるの
か，それとも「企業の公共性」は無条件に否定されるべきなのかという点を，今後の
研究課題としたい。
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